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諮問庁：法務大臣 

諮問日：令和元年６月１４日（令和元年（行情）諮問第９１号） 

答申日：令和４年３月２４日（令和３年度（行情）答申第６０４号） 

事件名：「平成２５年度 準備及び結果に関する文書６」につづられている文

書等の不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる各文書（以下，併せて「本件対象文書」という。）に

つき，その全部を不開示とした決定について，審査請求人が開示すべきと

し，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分は，不開示とすることが

妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成３１年２月１５日付け法務省刑国

第１５８号により法務大臣（以下「法務大臣」，「処分庁」又は「諮問

庁」という。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）を取り消

すとの決定を求める。 

２ 審査請求の理由 

本件審査請求の理由の要旨は，審査請求書並びに意見書１及び意見書２

によると，おおむね以下のとおりである。なお，引用されたＵＲＬは省略

する。 

（１）審査請求書 

ア 審査請求人は，平成２９年７月１２日，処分庁に対して，法に基づ

き，別紙の２に掲げる各文書（以下，併せて「本件請求文書」とい

う。）の情報公開請求をした。 

イ 処分庁は，平成２９年１２月２７日，上記アの請求に対し，以下の

不開示処分を行った。 

不開示決定した行政文書の名称 

①「平成２５年度 準備及び結果に関する文書６」に綴られている

文書であって，平成２９年９月１１日付け法務省刑国第４０６号

（「第４０６号」）及び同年１２月２７日付け同第６０７号（「第

６０７号」）で開示決定された文書以外の文書 

②「平成２６年度 金融作業部会関係（ＦＡＴＦ）」に綴られてい

る文書であって，第４０６号及び第６０７号で開示決定された文書
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以外の文書 

③「平成２７年度 金融作業部会関係」に綴られている文書であっ

て，第４０６号及び第６０７号で開示決定された文書以外の文書 

④「平成２８年度 金融作業部会関係」に綴られている文書であっ

て，第４０６号及び第６０７号で開示決定された文書以外の文書 

⑤「平成２９年度 金融作業部会関係」に綴られている文書であっ

て，第４０６号及び第６０７号で開示決定された文書以外の文書 

ウ 上記不開示処分に対し，審査請求を行った（平成３０年（行情）諮

問第２０４号）ところ，情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査

会」という。）は平成３０年１２月１１日に答申（平成３０年（行

情）答申第３４６号）を行った。それを踏まえ，処分庁は平成３１年

２月７日付法務省刑国第１３５号の裁決において，上記イの処分を取

り消した。 

エ 処分庁は，平成３１年２月１５日付けで，本件対象文書について，

別表１ないし別表５記載のとおりの不開示理由により，不開示決定

（原処分）を行った。 

オ しかし，原処分は，次の理由により違法である。 

（ア）法５条３号及び５号に該当しないこと 

本件対象文書は，法５条３号及び５号，ないし３号のみ，５号の

みを理由として不開示としている。しかし，いずれも以下の理由で

各号にあたらない。 

（イ）ＦＡＴＦならび加盟３５か国・地域と２つの国際機関は積極的に

情報公開を行っている。すなわち，ＦＡＴＦは活動について毎年Ａ

ｎｎｕａｌ Ｒｅｐｏｒｔを作成するだけでなく，年１回行う会議

の議題と結果をすべてホームページに掲載している。 

また，加盟している３５か国・地域と２つの国際機関についても，

ホームページなどで情報公開を行っている。加えて，少なくとも，

以下省庁にＦＡＴＦ関連ページがあり，少なくとも結果については

既に公表されている。 

・財務省 ＦＡＴＦ（金融活動作業部会）関連 

・警察庁 刑事局 組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課 犯罪収益

移転防止対策室 ＪＡＦＩＣと国際機関等の連携 

・金融庁 国際関係情報（その他） 

・外務省 国際組織犯罪に対する国際社会と日本の取組 

資金洗浄（マネーロンダリング） 

日本の国際テロ対策協力 テロ資金対策 

・首相官邸 国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部 

・ＯＥＣＤ日本政府代表部 
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ＯＥＣＤの概要：金融作業活動部会－Ｆｉｎａｎｃｉａｌ Ａ

ｃｔｉｏｎ Ｔａｓｋ Ｆｏｒｃｅ（ＦＡＴＦ） 

以上の通り，既に多くの情報は公にされているのであって，本件

対象文書についてのみ，法５条３号，５号に該当するかについての

合理的な説明はない。 

（ウ）会合文書について「加盟国は対外的に公表しないことを求められ

ている」とする根拠がないこと 

処分庁は，「対外的に公表しないことを求められている」とする

具体的な根拠を示していない。 

（エ）会合文書に関連して我が国において作成された文書 「率直な意

見交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ，不当

に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」はないこと 

根拠がない。そもそも本件対象文書は，平成２５年度ないし平成

２９年度ＦＡＴＦ関連文書である。国際間で協議中であればまだし

も，協議が終了した後まで非公開にすることによって，どのような

混乱が国民の間に生じるのか理解不能である。 

（オ）他の加盟国等との協議等に係る文書等 「対外的に公表されない

ことを前提」の根拠がないこと 

「対外的に公表されないことを前提」という具体的な根拠を示し

ていない。 

カ 以上から，原処分の取消しを求めて本請求に及んだ。 

（２）意見書１ 

ア 該当文書の公開が法５条３号及び５号の支障発生の根拠となる，と

いう主張には合理性がないこと 

（ア）今回，原処分の内容が特定されたが，なぜ該当文書の開示が法５

条３号及び５号に該当するかについての説明には合理性がない。 

（イ）ＦＡＴＦならび加盟３５か国・地域と２つの国際機関は積極的に

情報公開を行っている。すなわち，ＦＡＴＦは活動について毎年Ａ

ｎｎｕａｌ Ｒｅｐｏｒｔを作成するだけでなく，年１回行う会議

の議題と結果をすべてホームページに掲載している。 

また，加盟している３５か国・地域と２つの国際機関についても，

ホームページなどで情報公開を行っている。加えて，少なくとも，

各省庁にＦＡＴＦ関連ページがあり，少なくとも結果については既

に公表されている。 

そうであれば，少なくとも既に公表されている部分は，法の趣旨

にのっとり公表すべきである。 

（ウ）会合文書について「加盟国は対外的に公表しないことを求められ

ている」とする根拠がないこと 
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諮問庁は理由説明書の中で「ＦＡＴＦ事務局により作成された会

合文書は，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃｉａｌ Ｕｓｅ」と明記されてい

る。」「つまり，加盟国は当該文書を対外的に公表しないことを求

められている」としている。 

しかし，上記の文書は論理的には繋がっていない。 

特定書籍によれば，ＦＯＵＯについて以下述べている。 

国家の安全に影響はないが，公開することが不適正な情報はＳ

ＢＵ（Ｓｅｎｓｉｔｉｖｅ Ｂｕｔ Ｕｎｃｌａｓｓｉｆｉｅ

ｄ）と一般に呼ばれ，ＦＯＵＯ（Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃｉａｌ 

Ｕｓｅ Ｏｎｌｙ），ＬＯＵ（Ｌｉｍｉｔｅｄ Ｏｆｆｉｃｉ

ａｌ Ｕｓｅ）などと称されることがある。ほとんどのＳＢＵ

は個別の法律で定義されているが，ＦＯＵＯは各省庁の方針で

決められている。これらの情報はＦｒｅｅｄｏｍ Ｏｆ Ｉｎ

ｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ａｃｔ（ＦＯＩＡ）の除外項目になって

いる。ただし，自動的に不開示となるのではなく，その情報が

９つの除外カテゴリーのいずれかに入り，合法的な目的のため

に不開示にする，ということが確認できなければならない。Ｓ

ＢＵの管理は各省庁に任されていて，「機密指定（ｃｌａｓｓ

ｉｆｉｅｄ）」を受けた情報とは完全に区別している。 

これを見ても，「加盟国は当該文書を対外的に公表しないことを

求められている」わけではない。 

さらに，仮に「対外的に公表されないことを前提として記載され

た加盟国のマネー・ローンダリング対策やテロ資金対策に係る情報

を含む」が対象情報に含まれていたとしても，その部分のみ不開示

にすればよいだけであり，その他記載部分まで不開示にする合理性

はない。 

（エ）会合文書に関連して我が国において作成された文書 「公にする

ことにより，他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそ

れ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがある

もの，国の機関等の内部又は相互間における審議，検討又は協議に

関する情報であって，公にすることにより，率直な意見交換若しく

は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間に

混乱を生じさせるおそれ」はないこと 

諮問庁は理由説明書（下記第３の１を指す。以下同じ。）の中で

「会合文書に関連して我が国において作成された文書は，対外的に

非公表となる会合文書に係る我が国の対応方針，当該方針の策定等

に向けた関係省庁間の検討等の情報を含んでいるほか，他の加盟国

等との協議等に係る文書等も，対外非公表を前提とした加盟国等に



 

 5 

おける同分野の専門家等による率直な意見交換や，ＦＡＴＦ事務局

等による作成段階の文書，省庁間における未成熟な段階の議論等を

内容とする文書」であり，「公にすることにより，他国若しくは国

際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関

との交渉上不利益を被るおそれがあるもの，国の機関等の内部又は

相互間における審議，検討又は協議に関する情報であって，公にす

ることにより，率直な意見交換若しくは意思決定の中立性が不当に

損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」が

あるとしている。 

しかし，上記のおそれはない。 

本件対象文書は，平成２５年度ないし平成２９年度ＦＡＴＦ関連

文書である。国際間で協議中であればまだしも，協議が終了した後

まで非公開にすることは，法の趣旨に反するし，法５条３号，５号

又はその両方に該当するものではない。 

（オ）既に終わった協議に関する文書 「率直な意見交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を

生じさせるおそれ」はないこと 

諮問庁は理由説明書の中で「不開示にした文書は，過去に行われ

た協議に関するものであっても，現在実施中の日本を含む各国の第

４次相互審査に関する議論や，加盟国におけるマネー・ローンダリ

ング対策やテロ資金対策に係る情報等，継続中の交渉や施策につい

ての内容を含んでおり」，「これらが公になることにより，国際枠

組みにおける議論の動向や他国の関心事項が明らかとなり，他国又

は国際機関との信頼関係が損なわれるおそれや交渉上不利益を被る

おそれがあるほか，省庁間における未成熟な段階の議論が明らかに

なり，省庁間における率直な意見交換又は意思決定の中立性が不当

に損なわれて今後の第４次相互審査に向けた政策調整を阻害するお

それ，不当に国民の間に混乱を生じるおそれ」があるとしている。 

しかし，上記のおそれはない。 

諮問庁の言い分を認めてしまうと，半永久に文書が公開とならな

く，法の趣旨に反する。また，「省庁間における未成熟な段階の議

論」は，過去，秘密保護法（特定秘密の保護に関する法律を指す。

以下同じ。）の省庁間の議論を情報公開請求した際，国会上程後は

公開された。裁判を行ったところ，最高裁でもそのように確定した。

仮に現政権になり，「省庁間における未成熟な段階の議論」を公開

しないように情報公開度を後退させたとしたのであれば，法の趣旨

に反する。 

イ 結論 
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上記より，原処分の法５条３号，５号又はその両方に該当するとし

た判断は違法である。 

（３）意見書２（添付資料は省略する。） 

ア 以下は争わない。 

補充理由説明書（下記第３の２を指す。以下同じ。）記載の下記部

分 

（ア）補充理由説明書（１）アの別表１の番号２の文書の大臣署名及び

印影部分について 

（イ）同イ掲記の文書中の財務省の電話番号及びＦＡＸ番号について 

（ウ）同オ掲記の各文書中の警察庁の係長級の職員に関する情報につい

て 

（エ）同ケの別表１の番号７６の文書について 

連絡先の電話番号に関する情報 

（オ）同セの法務省内における関係部局間の連絡文書及び関係府省庁と

法務省との文書の送付に係る連絡文書（メール，ＦＡＸ，事務連絡

等）について 

① メールアドレス，電話番号等の連絡先に関する情報 

② 電子メールに関する情報 

イ 別表「新たに開示する部分について」（別表６（諮問庁が開示する

部分））は開示したうえで再度意見書を求めること 

本審査請求を経て，諮問庁は「新たに開示する部分について」を補

充理由説明書に添付した。しかしながら，実際には審査請求人に開

示されず，補充理由説明書記載が正しいのかどうか，「新たに開示

する部分について」以外が法各条に該当しているのかどうかも判断

がつきかねる。 

ウ ＦＡＴＦ情報は当時から公になっていること 

（ア）日弁連国際刑事立法対策委員会が「国際刑事立法対策ニュース」

でＦＡＴＦについて記事を掲載している。 

２０１３．３．１  Ｎｏ．１９ 

２０１４．１．１  Ｎｏ．２０ 

２０１４．６．１  Ｎｏ．２１ 

２０１４．１２．１ Ｎｏ．２２ 

（イ）腐敗のない世界の実現を目指す国際ＮＧＯであるＴｒａｎｓｐａ

ｒｅｎｃｙ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌが記事を掲載している。 

・２０１５年１１月２７日 ＴＩがＧ２０の資金洗浄対策への

加盟国の取り組みについて報告書を発行 

・１２ Ｎｏｖｅｍｂｅｒ ２０１５ ＪＵＳＴ ＦＯＲ Ｓ

ＨＯＷ？ ＲＥＶＩＥＷＩＮＧ Ｇ２０ ＰＲＯＭＩＳＥ 
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・ＪＡＰＡＮ ＢＥＮＥＦＩＣＩＡＬ ＯＷＮＥＲＳＨＩＰ 

ＴＲＡＮＳＰＡＲＥＮＣＹ（２０１５） 

エ 別表１の番号８９の文書について 

「ＦＡＴＦ会合は原則非公開とされていることから，当該文書につ

いても非公開となる」については，令和元年８月３０日付け意見書

１（上記（２）を指す。以下同じ。）のアないしエに記載済みであ

る。すでに公開しているから非公開の理由はない 

オ（ア）補充理由説明書（１）エの別表１の番号３３，３７，７３，１

１５，１３３及び１３４，別表２の番号３３及び６８，別表３の番

号２８，３６，４７，６５，８５及び１００並びに別表４の番号３

２，５１及び８６の各文書について 

（イ）同カの別表１の番号６８の文書について 

（ウ）同キの別表１の番号２５の文書について 

（エ）同コの別表１の番号９９の文書について 

（オ）同サの別表２の番号３２，６７及び９１，別表２の番号４５，７

５及び１０９並びに別表３の番号６，３４，５２及び８７の文書に

ついて 

（カ）同シの別表２の番号３８の文書について 

（キ）同セの法務省内における関係部局間の連絡文書及び関係府省庁と

法務省との間の文書の送付に係る連絡文書（メール，ＦＡＸ，事務

連絡等）について 

ＦＡＴＦ対応 

「関係府省庁間において，ＦＡＴＦ会合での各国の意見や指摘事項

を整理し，検討したもの」「特定期間における法務省幹部への報告

案検討が記載された文書」「検討が未成熟な段階である当時のＦＡ

ＴＦ対応について記載されたもの」「関係府省庁間での検討及び協

議が終了した想定問答」については，意見書１のア（オ）に記載済

みである。法５条３号，５号又はその両方に該当するものではない。 

カ 別表１の番号５３の文書について 

「ＦＡＴＦハイレベル使節団来日スケジュールの変更について関係

府省庁において共有した文書」は，あきらかに法５条６号柱書にも

該当しない。 

今から９年前の外国使節団のスケジュール変更の情報は，いかなる

意味でも「国の機関，独立行政法人等，地方公共団体又は地方独立

行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって，公にすること

により，次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上，当該

事務又は当該事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」

に該当しない。 
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キ 別表５の番号６及び番号８の文書について 

「当該文書の決裁・供覧欄」は，法５条６号柱書きにも該当しない。 

ク 結論 

上記より，原処分の法５条３号，５号又はその両方に該当する，６

号にも該当するとした判断は違法である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

（１）本件経緯 

ア 審査請求人は，処分庁に対し，平成２９年７月１１日付け（受領同

月１２日）で，法４条１項の規定に基づき，本件請求文書の行政文書

開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

イ 本件開示請求に対し，処分庁は，本件開示請求に係る対象文書を特

定し，そのうち，平成２９年９月１１日付けで，「ＦＡＴＦ６月会合

（ロジ関係）の一部（２０１３年）」，「ＦＡＴＦ１０月会合（ロジ

関係）の一部（２０１４年）」，「ＦＡＴＦ６月会合（ロジ関係）の

一部（２０１５年）」，「ＦＡＴＦ６月会合（ロジ関係）の一部（２

０１６年）」，「２０１７年経済協力開発機構第Ⅱ部予算分担金につ

いて（通知）」，「ＦＡＴＦ ＦｉｎＴｅｃｈ ａｎｄ ＲｅｇＴｅ

ｃｈ Ｆｏｒｕｍ」，「ＦＡＴＦ６月会合（役割分担表）」，「ＦＡ

ＴＦ６月会合（ロジ関係）（２０１７年）」及び「ＦＡＴＦ代表団リ

スト」について，同年１２月２７日付けで，「平成２５年度 準備及

び結果に関する文書６」に綴られている文書，「平成２６年度 金融

作業部会関係（ＦＡＴＦ）」に綴られている文書，「平成２７年度 

金融作業部会関係」に綴られている文書，「平成２８年度 金融作業

部会関係」に綴られている文書及び「平成２９年度 金融作業部会関

係」に綴られている文書について，それぞれ一部開示決定を行った

（以下，第３において「本件開示決定」という。）。 

また，本件開示決定を行った以外の対象文書については，公にする

ことにより，他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそ

れ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがある

もの，国の機関等の内部又は相互間における審議，検討又は協議に

関する情報であって，公にすることにより，率直な意見の交換若し

くは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間

に混乱を生じるおそれがあるものであり，法５条３号及び５号に該

当することから，法９条２項の規定に基づき，不開示決定（平成２

９年１２月２７日付け法務省刑国第６０８号。以下，第３において

「当初処分」という。）をした。 

ウ 当初処分に対し，審査請求人から，平成３０年３月２６日付け（受
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領同月２７日）で，「開示した場合に予想される支障について，法５

条３号及び５号の文言を記載しただけで，具体的にどの文書を開示し

た場合にどのような支障があるかについて述べていない。このように，

不開示対象となる文書の特定がなされていない以上，内容不特定な処

分であり，違法である。」，「なぜ該当文書の公開が法５条３号及び

５号の支障発生の根拠となるか説明されておらず，違法である。」と

の理由から，当初処分を取り消すとの決定を求める審査請求がなされ

た。 

エ 上記審査請求に対し，諮問庁は，対象文書のうち不開示とした文書

については，文書名を含む具体的な内容について公にすることにより，

他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若し

くは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあるもの，国の機関等

の内部又は相互間における審議，検討又は協議に関する情報であって，

公にすることにより，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が

不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ

があるものであり，法５条３号及び５号に該当するため，当初処分は

妥当であるとして，平成３０年４月２４日付け法務省刑国第２１１号

「諮問書」により，審査会に対して諮問した。 

オ 上記審査請求について，審査会から，平成３０年１２月１１日付け

（平成３０年度（行情）答申第３４６号）答申書において，本件開示

決定を行った以外の対象文書につき，その全部を不開示とした決定に

ついては，理由の提示に不備があり，取り消すべきであるとされた。 

カ 上記趣旨の理由から，諮問庁は，平成３１年２月７日付け法務省刑

国第１３５号の「裁決書」により，当初処分の取消しを行ったことか

ら，改めて，平成３１年２月１５日付け法務省刑国第１５８号「行政

文書不開示決定通知書」により，本件開示決定を行った文書以外の同

通知書別紙（別紙の１記載の別表１ないし別表５を指す。）に掲げる

文書については，法５条３号，５号又はその両方に該当するものとし

て，原処分をした。 

本件は，この原処分に対し，令和元年５月１６日付け（受領同月１

７日）で審査請求がなされたものである。 

（２）諮問庁の判断及び理由 

ア 諮問の要旨 

審査請求人は，原処分に対し，ＦＡＴＦ（Ｆｉｎａｎｃｉａｌ Ａ

ｃｔｉｏｎ Ｔａｓｋ Ｆｏｒｃｅ，金融作業部会を指す。以下同

じ。）やその加盟国等はホームページ等で情報公開を行っているほ

か，各省庁ホームページにもＦＡＴＦ関連情報が掲載され，既に多

くの情報が公にされており，本件対象文書についてのみ法５条３号
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及び５号に該当するという合理的な説明がないこと，ＦＡＴＦ加盟

国が会合資料を対外的に公表しないことを求められているとする根

拠が示されていないこと，既に終わった協議に関するものであり，

率直な意見交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれはないことから，本

件対象文書は法５条３号及び５号に該当せず，違法である旨，主張

し，原処分を取り消すことを求めているところ，諮問庁においては，

原処分を維持することが妥当であると認めたので，以下のとおり理

由を述べる 

イ 不開示情報の該当性について 

本件開示請求に係る「ＦＡＴＦ」とは，マネー・ローンダリング対

策及びテロ資金対策における国際協調を推進するために，１９８９

年のＧ７アルシュ・サミットにおいて設立された政府間会合であり，

ＦＡＴＦ勧告の策定や見直しのほか，加盟国におけるＦＡＴＦ勧告

の遵守状況の監視（相互審査）等を行っている。 

審査請求人は，ＦＡＴＦ等のホームページで既に多くの情報が公に

されており，原処分で不開示とされた文書のみが法５条３号又は５

号に該当するという合理的な説明がないこと，また，ＦＡＴＦ加盟

国が会合資料を対外的に公表しないことを求められているとする根

拠が示されていないことから，原処分は違法である旨主張する。 

本件開示請求の対象文書は上記（１）アのとおりであるところ，こ

れらの文書は，一部についてはホームページ等において公表されて

いるものの，その多くは公表されておらず，性質上，対外的に用い

ることが想定されていないものである。すなわち，対象文書のうち

不開示とした文書は，会合文書，会合文書に関連して我が国におい

て作成された文書，他の加盟国等との協議等に係る文書等であり，

まず，ＦＡＴＦ事務局等により作成された会合文書は，「Ｆｏｒ 

Ｏｆｆｉｃｉａｌ Ｕｓｅ」と明記されている。つまり，加盟国は

当該文書を対外的に公表しないことを求められているのであり，そ

れ故に，対外非公表を前提として記載された加盟国のマネー・ロー

ンダリング対策やテロ資金対策に係る情報を含む。また，会合文書

に関連して我が国において作成された文書は，対外的に非公表とな

る会合文書に係る我が国の対応方針，当該方針の策定等に向けた関

係省庁間の検討等の情報を含んでいるほか，他の加盟国等との協議

等に係る文書等も，対外非公表を前提とした加盟国等における同分

野の専門家等による率直な意見交換や，ＦＡＴＦ事務局等による作

成段階の文書，省庁間における未成熟な段階の議論等を内容とする

文書である。 



 

 11 

よって，これらは，公にすることにより，他国若しくは国際機関と

の信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉

上不利益を被るおそれがあるもの，国の機関等の内部又は相互間に

おける審議，検討又は協議に関する情報であって，公にすることに

より，率直な意見交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある情報で

あり，法５条３号，５号又はその両方に該当するものである。 

また，審査請求人は，原処分に対し，既に終わった協議に関する文

書を公表しても，率直な意見交換若しくは意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれは

なく，法５条３号及び５号に該当しないことから，原処分は違法で

ある旨主張する。 

この点，不開示にした文書は，過去に行われた協議に関するもので

あっても，現在実施中の日本を含む各国の第４次相互審査に関する

議論や，加盟国におけるマネー・ローンダリング対策やテロ資金対

策に係る情報等，継続中の交渉や施策についての内容を含んでおり，

これらが公になることにより，国際枠組みにおける議論の動向や他

国の関心事項が明らかとなり，他国又は国際機関との信頼関係が損

なわれるおそれや交渉上不利益を被るおそれがあるほか，省庁間に

おける未成熟な段階の議論が明らかになり，省庁間における率直な

意見交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれて今後の第４次相

互審査に向けた政策調整を阻害するおそれ，不当に国民の間に混乱

を生じるおそれがあるため，法５条３号，５号又はその両方に該当

する文書である。よって，これらを不開示とした原処分は，法の趣

旨に反するものではない。 

（３）結論 

以上のとおり，不開示とした文書については，公にすることにより，

他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しく

は国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあるもの，国の機関等の内

部又は相互間における審議，検討又は協議に関する情報であって，公に

することにより，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に

損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある情

報であり，法５条３号，５号又はその両方に該当するため，原処分は妥

当である。 

２ 補充理由説明書 

（１）令和元年６月１４日付け法務省刑国第６４号諮問書添付の理由説明書

（上記１）について，以下のとおり，諮問庁の判断及び理由を補充する。 

ア 別表１の番号２の文書の大臣署名及び印影部分について 
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当該文書は，財務大臣からのＦＡＴＦ議長への文書である。 

財務大臣の署名及び印影は，当該文書の真正を示す認証的機能を有

する性質のものであり，署名部分は，レターに用いる署名であるこ

とから，署名という社会通念上より高い認証的機能に照らせば，当

該部分は法５条１号にも該当し，印影部分は，これが押された文書

の真正を示す認証的機能を有する性質のものであり，その固有の形

状が特定の個人を識別できる情報としての意味を有しているという

べきであり，当該部分は法５条１号にも該当する。 

なお，財務大臣の氏名が既に公にされているからといって，当該署

名及び印影を公にしている事情はない。 

イ 上記ア掲記の文書中の財務省の電話番号及びＦＡＸ番号について 

当該文書のうち，標記の電話番号等に関する情報は，一般に公にさ

れていないものであることから，当該部分を公にすると，いたずら

や偽計等に使用され，今後のＦＡＴＦ対応に係る事務やその他の業

務への適正な遂行にも支障を及ぼすおそれがあるため，法５条６号

柱書きにも該当する。 

ウ 別表１の番号８９の文書について 

当該文書のうち，各文書の仮訳の確認に用いた資料については，Ｆ

ＡＴＦ会合において検討した内容を反映させた資料であり，ＦＡＴ

Ｆ会合は原則非公開とされていることから，当該文書についても非

公開となるのであって，ＦＡＴＦが非公開を前提としている文書を

公にすると，ＦＡＴＦとの信頼関係が損なわれるおそれがあるため，

法５条３号にも該当する。 

エ 別表１の番号３３，３７，７３，１１５，１３３及び１３４，別表

２の番号３３及び６８，別表３の番号２８，３６，４７，６５，８５

及び１００並びに別表４の番号３２，５１及び８６の各文書について 

当該各文書は，今後のＦＡＴＦ対応に資するため，関係府省庁間に

おいて，ＦＡＴＦ会合での各国の意見や指摘事項を整理し，検討し

たものであり，その目的のため，関係府省庁のＦＡＴＦに関する関

心事項や着眼点が率直に反映されたものとなっていることから，当

該各文書の不開示維持部分を公にすると，関係府省庁の関心事項等

が明らかとなり，それを記録することをちゅうちょするなどして，

今後のＦＡＴＦ対応における十分な議論，意思疎通に支障を来し，

率直な意見の交換が不当に損なわれるすおそれがあるため，法５条

５号にも該当する。 

オ 上記エ掲記の各文書中の警察庁の係長級の職員に関する情報につい

て 

当該部分については，係長相当職以下の職にある警察庁職員に係る
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ものであり，警察庁においては，係長相当職以下の職にある警察庁

職員の氏名を公表しておらず，当該職員の氏名が公になると，これ

を手掛かりとして，犯罪等を企図する集団等の反社会的勢力が，何

らかの有益な情報を得ようとする，あるいは犯罪組織等にとって都

合の悪い施策や法案の企画・立案を妨害しようと接近，懐柔しよう

とすることが考えられるほか，当該職員がこれを拒絶すれば，当該

職員本人への攻撃はもちろん，その家族への攻撃や報復が予想され

るなどの個人の権利利益が侵害されるとともに，警察業務に支障を

及ぼすおそれがあることから，当該職員の氏名は，公にすることに

より，犯罪の予防，鎮圧又は捜査，その他公共の安全と秩序の維持

に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条４号にも該当する。 

カ 別表１の番号６８の文書について 

当該文書は，別表１の番号２３の文書等と同種の文書であり，ＦＡ

ＴＦ会合の対応方針について省庁間において協議，検討を行うもの

であるから，これを公にすることにより，今後のＦＡＴＦ会合への

対応に関する省庁間の率直な意見交換又は意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれがあるため，法５条５号にも該当する。 

キ 別表１の番号２５の文書について 

当該文書のうち，法務省内における関係部局間の連絡文書（メール，

ＦＡＸ，事務連絡等）を除く部分（２文書）について，その全部を

不開示とした理由を次のとおり追加する。 

当該各文書は，特定期間における法務省幹部への報告案件等が記載

された文書であり，これらを公にすると，報告の対象となる情報や

当該情報の共有の範囲等が明らかになることから，当該各情報が開

示されてしまうことを懸念し，法務省内におけるこれらの情報等の

率直な意見交換が不当に損なわれるおそれがあり，結果として，今

後の同種の照会に対し，適正な把握が困難になるおそれがあること

から，法務省の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，

法５条６号柱書きにも該当する。 

ク 別表１の番号５３の文書について 

当該文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団来日スケジュールの変更に

ついて関係府省庁において共有した文書であり，これを公にするこ

とにより，今後のＦＡＴＦ対応について，法務省に直接関係しない

情報についてやり取りをすることを差し控え，関係府省庁との間の

迅速で円滑な情報共有等が困難になり，その結果，関係府省庁から

の連絡等が遅延したり，法務省が正確な情報を入手できなくなった

りするなど，ＦＡＴＦ対応に係る情報の取得といった法務省の事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条６号柱書き
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にも該当する。 

ケ 別表１の番号７６の文書について 

当該文書のうちの記者会見想定に記載された連絡先の電話番号に関

する情報は，一般に公にされていない電話番号であり，当該部分を

公にすると，いたずらや偽計等に使用され，今後のＦＡＴＦ対応に

係る事務やその他の業務への適正な遂行にも支障を及ぼすおそれが

あるため，法５条６号柱書きにも該当する。 

コ 別表１の番号９９の文書について 

当該文書は，第８次フォローアップ報告書案等及びその参考資料で

あり，当該参考資料は，飽くまでも検討が未成熟な段階である当時

のＦＡＴＦ対応について記載されたものであり，その後の更なる検

討の状況や結果が何ら反映されていないものである。ＦＡＴＦ対応

は大きな社会的影響を有するところ，当該部分を公にすると，上記

のとおり未成熟な検討段階の考え方が独り歩きするなどして，不当

に国民の間に混乱を生じさせるおそれがあることから，いずれそう

した情報が開示されてしまうことを懸念し，国の機関等の内部又は

相互間における率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあり，

この結果としてＦＡＴＦ対応に係る事務の適正な遂行にも支障を及

ぼすおそれがあるため，法５条６号柱書きにも該当する。 

サ 別表２の番号３２，６７及び９１，別表３の番号４５，７５及び１

０９並びに別表４の番号６，３４，５２及び８７の文書について 

当該各文書は，全国銀行協会からの質問事項，当該質問に対する回

答（応答要領等）及びその案，面談内容を記載した文書（面談概

要）並びに当該面談に関する資料（座席表等）であり，我が国のＦ

ＡＴＦ対応についての同協会の問題意識，着眼点，同協会の質問に

対する回答，当該面談の日時，座席表及び出席者等の記載がある。

当該各文書を公にすると，非公開を前提とした議論及びその出席者

等が公にされることにより，同協会との信頼関係が損なわれ，今後

同協会が率直な意見の申述を行うことをちゅうちょするなど，同協

会の我が国のＦＡＴＦ対応についての意見の把握を困難にするおそ

れがあり，今後の我が国のＦＡＴＦ対応に係る事務の適正な遂行に

も支障を及ぼすおそれもあるほか，我が国のＦＡＴＦ対応に係る組

織的な体制，情報共有の範囲等が明らかになるところ，ＦＡＴＦ対

応が大きな社会的影響を有することから，出席者や当該出席者が所

属する部署に対し，利害関係者等から不当な圧力が掛かるおそれが

あり，その結果として我が国のＦＡＴＦ対応に係る事務の適正な遂

行にも支障を及ぼすおそれもあるため，法５条６号柱書きにも該当

する。 
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シ 別表２の番号３８の文書について 

当該文書は，ＦＡＴＦ対応についての想定問答及びその案であり，

そのうち，関係府省庁間での検討及び協議が終了した想定問答につ

いては，当該文書の日付及び当時のＦＡＴＦ対応の状況を踏まえる

と，その内容を公とすることを前提とした想定問答ではなく，限ら

れた関係者への説明時に用いるための想定問答であり，ＦＡＴＦ対

応について機微な事項についても記載していることから，これを公

にすると，いずれそうした情報が開示されてしまうことを懸念し，

今後のＦＡＴＦ対応に向けた国の機関等の内部又は相互間における

政策調整に係る事務の適正な遂行にも支障を及ぼすおそれがあるた

め，法５条６号柱書きにも該当する。 

ス 別表５の番号６及び番号８の文書について 

当該各文書は，ＦＡＴＦ対応について検討した関係省庁連絡会議の

資料及び結果を法務省内で供覧した文書であり，当該各文書の決

裁・供覧欄については，当該部分を公にすると，ＦＡＴＦ対応に係

る組織的な体制，報告の頻度及び情報共有の範囲等が明らかになる

ことから，利害関係者等から当該職員や担当部署に対し，不当な圧

力が掛かるおそれがある。さらに，当該文書には，ＦＡＴＦ対応を

行うに当たっての率直な意見等も記載されていることから，いずれ

そうした情報が開示されてしまうことを懸念し，国の機関等の内部

又は相互間における率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれが

あり，この結果としてＦＡＴＦ対応に係る事務の適正な遂行にも支

障を及ぼすおそれもあるため，法５条６号柱書きにも該当する。 

セ 法務省内における関係部局間の連絡文書及び関係府省庁と法務省と

の間の文書の送付に係る連絡文書（メール，ＦＡＸ，事務連絡等）に

ついて 

当該連絡文書の全部を不開示とした理由を次のとおり追加する。 

（ア）ＦＡＴＦ対応は社会的な影響が大きく，標記文書を公にすると，

ＦＡＴＦ対応に係る組織的な体制，報告の頻度及び情報共有の範囲

等が明らかになり，利害関係者等から当該職員や担当部署に対し，

不当な圧力が掛かるおそれがある。さらに，当該文書には，ＦＡＴ

Ｆ対応を行うに当たっての率直な意見等も記載されていることから，

いずれそうした情報が開示されてしまうことを懸念し，国の機関等

の内部又は相互間における率直な意見の交換が不当に損なわれるお

それがあり，この結果としてＦＡＴＦ対応に係る事務の適正な遂行

にも支障を及ぼすおそれもあるため，法５条６号柱書きにも該当す

る。 

（イ）メールアドレス，電話番号等の連絡先に関する情報は，一般に公
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にされていない電話番号及びメールアドレス等であり，当該部分を

公にすると，いたずらや偽計等に使用され，今後のＦＡＴＦ対応に

係る事務やその他の業務の適正な遂行にも支障を及ぼすおそれがあ

るため，法５条６号柱書きにも該当する。 

（ウ）電子メールに関する情報（電子メールソフトに関する情報及びＵ

ＲＬ）については，外部からサーバー等への侵入があった場合に，

当該ファイルを容易に探索され，改ざんやコピーがされ得るなどセ

キュリティ上の問題等が発生し，国の機関が行う事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条６号柱書きにも該当する。 

（２）新たに開示する部分について 

原処分について，諮問庁において改めて検討した結果，別表６に掲げ

る部分については，開示することとする。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 令和元年６月１４日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年７月５日      審議 

④ 同年８月３０日     審査請求人から意見書１を収受 

   ⑤ 令和３年１２月２３日  本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 令和４年１月１３日   審議 

   ⑦ 同月２８日       諮問庁から補充理由説明書を収受 

   ⑧ 同年２月２４日     審査請求人から意見書２及び資料を収受 

⑨ 同年３月４日      審議 

⑩ 同月１８日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書を含む複数の文書の開示を求めるもので

あるところ，処分庁は，おおむね上記第３の１（１）記載のとおりの経緯

により，本件対象文書の全部について，法５条３号及び５号に該当すると

して不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，意見書２（上記第２の２（３）を指す。）

のアに掲げる部分を除く部分の開示を求めていると解されるところ，諮問

庁は，原処分を妥当としているが，補充理由説明書（２）において，改め

て検討した結果，別表６記載の「開示する部分」について開示することと

する旨の説明があったので，以下，本件対象文書の見分結果を踏まえ，当

該部分を除く不開示部分（以下「本件不開示維持部分」という。）の不開

示情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示維持部分の不開示情報該当性について 
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（１）当審査会において本件対象文書を見分したところ，本件対象文書は，

①法務省内における関係部局間の連絡文書及び関係省庁と法務省との間

の文書の送付に係る連絡文書，②金融作業部会（ＦＡＴＦ）関係に係る

会合文書，③ＦＡＴＦ事務局又は他国が作成した文書，④ＦＡＴＦ会合

に関連して我が国において作成された文書，⑤関係省庁間の協議に係る

内容が含まれる文書，⑥法務省内の関係部局間の協議に係る内容が含ま

れる文書，⑦ＦＡＴＦに提出する資料等及び⑧他の加盟国等との協議等

に係る文書等で構成される文書である。 

以下，諮問庁の説明する各不開示理由ごとに，本件不開示維持部分の

不開示情報該当性について検討する。 

（２）別表１ないし別表５（以下，併せて「別表」という。）の不開示理由

①の文書（別表１の番号１，７，９ないし１３，１６，２９ないし３１，

３８，３９，４１，４４，４６，４７，６３ないし６５，７５，７７，

７８，８３，８４，８７，８８，９０，９２ないし１０５，１１０，１

１３，１１４，１２０，１２２，１２５及び１３１，別表２の番号２，

４ないし６，９ないし１９，２６，２８ないし３０，３２，３４ないし

３８，４６，５３，６３ないし６７，６９ないし７１，８３ないし８５，

８９及び９１，別表３の番号１，３，５，１９，２２ないし２５，３９，

４１，４２，４５，６６ないし７１，７３ないし７５，９５，１０９及

び１１３ないし１１８，別表４の番号６，８，１７，２６，３３ないし

３６，４０，４２，５２，８７及び８９ないし９１並びに別表５の番号

６及び８ないし１０の各文書） 

ア 別表１の番号１の文書は，別表６の通番１に掲げる部分を除き，Ｆ

ＡＴＦに関する関係府省庁の局長級会議の結果概要，配布資料及び連

絡文書であり，結果概要には，出席者からの状況報告及び出席者間に

おける意見交換の内容等についての記載が認められ，配布資料には，

ＦＡＴＦ会合の結果を踏まえた今後の対応方針等の記載が認められる。 

別表１の番号７の文書は，別表６の通番３に掲げる部分を除き，Ｆ

ＡＴＦに関する関係府省庁の局長級会議における会議の結果概要及

び連絡文書であり，結果概要には，出席者からの進捗状況の報告及

び出席者間における意見交換の内容等についての記載が認められる。 

別表１の番号９の文書は，別表６の通番４に掲げる部分を除き，Ｆ

ＡＴＦに関する関係府省庁の局長級会議における会議の結果概要及

び連絡文書であり，結果概要には，出席者からの進捗状況の報告及

び出席者間における意見交換の内容等についての記載が認められる。 

別表１の番号２９の文書は，ＦＡＴＦ勧告実施に関する関係省庁連

絡会議・国が実施する資金洗浄及びテロ資金に関するリスク評価に

関する分科会（第１回）合同会議の資料であり，ＦＡＴＦの相互審
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査で求められるリスク評価の概要及びそれに対応するための取組の

内容等についての記載が認められる。 

別表１の番号３１の文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団の訪日対応

等に向けた局長級会合における関係府省庁幹部の発言要領案及び連

絡文書であると認められる。 

別表１の番号３８の文書は，別表６の通番８に掲げる部分を除き，

ＦＡＴＦに関する関係府省庁の局長級会議における会議の結果概要

及び配布資料等であり，結果概要には，出席者からの特定課題の進

捗状況等の報告についての記載が認められ，配布資料には，特定課

題への対応方針等についての記載が認められる。 

別表１の番号３９の文書は，警察庁が提出する法案についての説明

会の結果概要，配布資料及び連絡文書であり，結果概要には，出席

者，会議の日時及び場所，法案説明の要旨並びに質疑についての記

載が認められ，配布資料には，法案の内容に関する記載が認められ

る。 

別表１の番号８７の文書は，国が実施する資金洗浄及びテロ資金に

関するリスク評価に関する分科会の資料の一部であり，ＦＡＴＦの

相互審査への対応方針等についての記載が認められる。 

別表１の番号９２の文書は，①ＦＡＴＦ勧告実施に関する関係省庁

連絡会議・犯罪による収益の移転防止に関する法律の施行に関する

分科会合同会議の資料及び②顧客管理ワーキンググループの資料で

あり，ＦＡＴＦの相互審査への対応等の記載が認められる。 

別表１の番号１０４の文書は，国が実施する資金洗浄及びテロ資金

に関するリスク評価に関する分科会第３回の資料であり，ＦＡＴＦ

の審査で求められる具体的な対応方針等についての記載が認められ

る。 

別表２の番号１０の文書は，①ＦＡＴＦ勧告実施に関する関係省庁

連絡会議及び②国が実施する資金洗浄及びテロ資金に関するリスク

評価に関する分科会に関する資料であり，当該各会議の設置及びＦ

ＡＴＦ勧告実施に関する対応方針について検討した文書であると認

められる。 

別表２の番号３４の文書は，別表６の通番２６に掲げる部分を除き，

ＦＡＴＦに関する関係府省庁の局長級会合に関する資料及び連絡文

書であり，ＦＡＴＦの相互審査への対応等の記載が認められる。 

別表３の番号１１３の文書は，ＦＡＴＦ関係省庁連絡会議の会議資

料等及び連絡文書であり，ＦＡＴＦの相互審査への対応等の記載が

認められる。 

別表４の番号９０の文書は，ＦＡＴＦに関する課長級会合の資料及
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び連絡文書であり，当該会合の検討事項等についての記載が認めら

れる。 

別表４の番号９１の文書は，ＦＡＴＦ関係省庁連絡会議の資料等で

あり，ＦＡＴＦの相互審査への対応等の記載が認められる。 

別表５の番号６の文書は，決裁・供覧欄のあるＦＡＴＦ関係省庁実

務者会議の結果概要及び配布資料であり，結果概要には，会議の日

時，場所及び主要課題に関する記載が認められ，配布資料には，主

要課題のスケジュール等の記載が認められる。 

別表５の番号８の文書は，決裁・供覧欄のあるＦＡＴＦ関係省庁連

絡会議の結果概要及び配布資料であり，結果概要には，会議の日時，

場所及び主要課題に関する関係府省庁からの説明に関する記載が認

められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書の不開示維持部分は，関係府省庁

間で開催した会議に関する文書であり，下記（イ）及び（ウ）に掲

げる部分を除き，ＦＡＴＦの主要課題等への対応方針についての具

体的かつ詳細な検討内容又は検討内容についての推認が可能となる

情報等が記載されていることが認められる。 

そうすると，これらを公にすることにより，ＦＡＴＦの主要課題

等への対応に係る国の機関の内部における未成熟な段階の議論が明

らかになり，同内部における率直な意見交換又は意思決定の中立性

が不当に損なわれ，今後のＦＡＴＦの相互審査等への対応に向けた

政策調整を阻害するおそれがある旨の不開示理由①の諮問庁の説明

は否定し難く，法５条５号に該当し，同条３号について判断するま

でもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）別表１の番号７，９，３１及び３９，別表２の番号３４及び１１

３並びに別表４の番号９０の各文書のうち，連絡文書について，諮

問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号

柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容の記載とともにＦＡＴＦ対応に係る担当者の氏名の記載が認

められ，これらを公にすることにより，ＦＡＴＦ対応に係る体制，

報告の頻度及び情報共有の範囲等が明らかとなり，利害関係者等か

ら当該職員や担当部署に対し，不当な圧力が掛かるおそれや，国の

機関における率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあり，

結果として今後のＦＡＴＦ対応に係る事務や他の業務に支障を及ぼ

し，国の機関が行う事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

旨の上記諮問庁の説明は否定し難く，法５条６号柱書きに該当し，

同条３号及び５号について判断するまでもなく，不開示としたこと
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は妥当である。 

（ウ）別表５の番号６及び８の各文書のうち，当該各文書を供覧した旨

の記載について，諮問庁は，補充理由説明書（１）スにおいて，当

該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該部分には，法務省刑事局特定部署の職名

及び職員個人の署名又は印影の記載等が認められ，これらを公にす

ることにより，ＦＡＴＦ対応に係る体制，報告の頻度及び情報共有

の範囲等が明らかとなり，利害関係者等から当該職員や担当部署に

対し，不当な圧力が掛かるおそれがあり，結果として今後のＦＡＴ

Ｆ対応に係る事務や他の業務に支障を及ぼし，国の機関が行う事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある旨の上記諮問庁の説明は

否定し難く，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 別表１の番号１０及び４７の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦの

ＩＣＲＧ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏ－Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ 

Ｒｅｖｉｅｗ Ｇｒｏｕｐ，国際協力レビューグループ。以下同

じ。）におけるリスト掲載国への措置報告書案等及び連絡文書であり，

法務省等における修正及び意見等の記載が認められる。 

別表１の番号９０の文書は，ＦＡＴＦ勧告２４及び２５の事前審査

書案及び連絡文書であり，法務省等における修正等の記載が認めら

れる。 

別表１の番号９６の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦのＥＳＥ

（Ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ Ｓｕｐｅｒｖｉｓｉｏｎ ａｎｄ Ｅｎｆ

ｏｒｃｅｍｅｎｔ，効果的な監督と執行）に関する報告書案及び連

絡文書であり，法務省等における修正及び意見等の記載が認められ

る。 

別表１の番号１００，別表２の番号２及び６６，別表３の番号５及

び１９並びに別表４の番号１７の文書は，関係府省庁からの非協力

国・ハイリスク国に対する措置等報告案等及び連絡文書であり，法

務省等における意見等の記載が認められる。 

別表２の番号６５の文書は，ＦＡＴＦ全体会合におけるステートメ

ント案（声明案）及び連絡文書であり，法務省等における意見等の

記載が認められる。 

別表２の番号６９の文書は，今後のＦＡＴＦ全体会合におけるフォ

ローアップ報告に向けた関係府省庁の対応方針案等に係る文書及び

これに添付されたＦＡＴＦ議長との意見交換に関する文書並びに連

絡文書であると認められる。 

別表２の番号８９及び別表３の番号１の文書は，関係府省庁からの
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ＦＡＴＦ声明に基づくＦＡＴＦ勧告履行状況調査の質問票に対する

回答案及びＦＡＴＦ参加国からの回答を取りまとめたＦＡＴＦのロ

ゴマークが付されている文書並びに連絡文書であり，回答案には法

務省等における修正及び意見等の記載が認められる。 

別表３の番号３の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ声明に基づく

ＦＡＴＦ勧告履行状況調査（追加）の質問に対する回答案及び連絡

文書であり，法務省等における修正及び意見等の記載が認められる。 

別表３の番号９５の文書は，関係府省庁からのテロ資金供与に関す

る質問票及び連絡文書であり，質問票及び回答案には，法務省等の

修正及び意見等の記載が認められる。 

別表３の番号１１４ないし１１８，別表４の番号８９並びに別表５

の番号９及び１０の文書は，ＦＡＴＦ第４次相互審査に係るＴＣ

（技術的遵守状況）の自己審査に関する文書及び連絡文書であり，

法務省等の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表４の番号２６の文書は，関係府省庁から送付されたＦＡＴＦ事

務局からの実質的所有者に関する質問票及び連絡文書であり，法務

省等の意見等の記載が認められる。 

別表４の番号３５の文書は，ＦＡＴＦの重要勧告への対応表等及び

連絡文書であり，法務省等の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表４の番号３６の文書は，ＦＡＴＦ事務局からの第３次対日相互

審査における指摘への対応に関してＦＡＴＦ事務局に行う説明の案

及び連絡文書であり，法務省等の修正及び意見等の記載が認められ

る。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ事務局への対応に係

る文書等であり，下記（イ）ないし（エ）に掲げる部分を除き，当

該各事項に対する対応及び回答等について，法務省等における修正

及び意見等の記載が認められる。 

そうすると，これらを公にすることにより，ＦＡＴＦ事務局への

対応に係る関係府省庁間における未成熟な段階の検討及び議論等が

明らかになり，関係府省庁間の率直な意見交換又は意思決定の中立

性が不当に損なわれ，今後のＦＡＴＦの相互審査等への対応に向け

た政策調整を阻害するおそれがある旨の不開示理由①の諮問庁の説

明は否定し難く，法５条５号に該当し，同条３号について判断する

までもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，各連絡文書について，諮問庁は，補充理由説

明書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する

旨説明する。 

これを検討するに，当該各部分には，意見及び検討結果等を含む
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連絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同

様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号に

ついて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表２の番号６９の文書のうち，ＦＡＴＦ議長との意見交換が記

載された文書について，検討する。 

ａ 当審査会において当該文書を見分したところ，当該部分には，

我が国の交渉上の力点や我が国の取組に関する他国の評価等が記

載されていると認められる。 

ｂ 一般的にいって，国際会議や二国間協議においては，我が国の

国益と他国や関係国等の利益を勘案し，様々な駆け引きを通じて，

我が国にとって最善の外交政策が実現できるよう，率直かつ慎重

に意見交換が行われており，そのため，各国の立場等に係る我が

国独自の推測，評価等及び協議に向けて我が国が内部向けに準備

した交渉の進め方に関する資料については通例公にしないもので

あると認められる。 

ｃ また，交渉過程で他国から独自に入手した情報については，通

常，相手側との関係で公開を前提とはしていないものであり，相

手国も当然秘匿されるものであるという期待と信頼が前提となっ

ているものと考えられる。 

ｄ そうすると，当該部分を公にすると，我が国が相手国から得た

情報を安易に公開するという認識が諸外国に広まることとなり，

他国との信頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認

めることにつき相当の理由があると認められ，法５条３号に該当

し，同条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは

妥当である。 

（エ）別表２の番号８９及び別表３の番号１の文書のうち，ＦＡＴＦの

ロゴマークが付されている文書について，当審査会事務局職員をし

て諮問庁に更に確認させたところ，諮問庁は，当該部分は，ＦＡＴ

Ｆ事務局が作成した文書であり，これを公表することにより，国際

機関との信頼関係が損なわれるおそれがある旨説明することから，

以下，検討する。 

ａ 上記の点について，諮問庁は，理由説明書（上記第３の１

（２）イ）において，ＦＡＴＦとは，薬物犯罪に関するマネー・

ローンダリング対策等のため，１９８９年のＧ７アルシュ・サミ

ット経済宣言を受けて設立された政府間会合であると説明し，当

審査会事務局職員をして更に確認させたところ，日本は設立当初

からのメンバーであって，１９９５年のハリファックス・サミッ

トの議長声明では，国際的な組織犯罪対策として，薬物犯罪だけ
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ではなく重大犯罪に関するマネー・ローンダリング対策も必要で

あるとされ，現在まで，マネー・ローンダリング対策についての

国際基準（ＦＡＴＦ勧告）の策定やメンバー間の勧告遵守状況に

係る相互審査等の各取組を行っており，条約に基づく恒久的な国

際機関ではないものの，「国家間の合意に基づき特定の目的を達

成するため複数の国家を構成員として設立される機関等」である

ことから，法５条３号に規定する国際機関に該当する旨説明する。 

これを検討するに，当審査会において諮問庁から提示を受けた

上記各サミットの経済宣言及び議長声明（仮訳を含む。）を確

認したところによれば，諮問庁の上記説明に符合する内容が認

められ，当該宣言等が参加国の合意に基づくものであること等

を踏まえれば，ＦＡＴＦの設立に関して国家間の合意があった

ものと解されることから，ＦＡＴＦは法５条３号の国際機関に

該当すると認めることが相当である。 

ｂ ＦＡＴＦが作成した文書について，当審査会事務局職員をして

諮問庁に更に確認させたところ，諮問庁は，おおむね次のとおり

説明する。 

（ａ）ＦＡＴＦ事務局が作成した照会，確認依頼等についての文書

は，最終的にはＦＡＴＦ会合の資料として使用されるものであ

り，ＦＡＴＦ会合は原則非公開とされていることから，当該文

書についても非公開となるのであって，ＦＡＴＦ事務局が非公

開を前提としている文書を公にすると，ＦＡＴＦとの信頼関係

が損なわれるおそれがある。 

（ｂ）また，ＦＡＴＦ会合における議論の結果を踏まえて作成され

た文書については，たとえそれが直接ＦＡＴＦ会合の資料とし

て使用されていないものであったとしても，当該文書を作成し

た目的（議論の結果の確認及び共有）及びＦＡＴＦの意思決定

過程等を考慮すると，これを公にすると，ＦＡＴＦとの信頼関

係が損なわれるおそれがある。 

（ｃ）ただし，ＦＡＴＦ会合等における議論の結果を踏まえて作成

された文書のうち，ＦＡＴＦ事務局が公表している報告書（別

表６の通番１４及び３１）そのものについては，新たに開示す

ることとしたものである。 

ｃ これを検討するに，上記ｂの諮問庁の説明は，これを否定する

ことまではできず，当該各文書は，これらを公にすることにより，

国際機関との信頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長

が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条

３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示と
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したことは妥当である。 

  ウ 別表１の番号１１の文書は，別表６の通番５に掲げる部分を除き，

関係府省庁からのＦＡＴＦ対応についての作業工程表の作成に関する

文書及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該不開示維持部分は，下記（イ）に掲げる

部分を除き，法務省におけるＦＡＴＦ対応に関する検討事項及びそ

の目標時期等の記載が認められ，これらを公にすることにより，不

当に国民の間に混乱を生じるおそれがある旨の不開示理由①の諮問

庁の説明は否定し難く，法５条５号に該当し，同条３号について判

断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説

明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

エ 別表１の番号１２の文書は，第６次フォローアップ報告書案の骨子

等及び連絡文書であり，法務省の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表１の番号１３の文書は，第６次フォローアップ報告書案等及び

連絡文書であり，法務省等の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表１の番号１６の文書は，第６次フォローアップ報告書案及び連

絡文書であり，法務省等の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表１の番号９９の文書は，別表６の通番１６に掲げる部分を除き，

第８次フォローアップ報告書案等及びその参考資料並びに連絡文書

であり，同報告書案には法務省等の修正及び意見等の記載が認めら

れる。 

別表１の番号１０２及び１０３の文書は，第８次フォローアップ報

告書案等及び連絡文書であり，法務省等の修正及び意見等の記載が

認められる。 

別表２の番号１８の文書は，第９次フォローアップ報告書案及びそ

の検討に用いた第８次フォローアップ報告書等並びに連絡文書であ

り，報告書案には法務省等の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表２の番号５３の文書は，第１０次フォローアップ報告書及びそ

の検討に用いた第９次フォローアップ報告書等並びに連絡文書であ

り，報告書案には法務省等の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表２の番号７０の文書は，第１１次フォローアップ報告書案及び

その検討に用いた第１０次フォローアップ報告書等並びに連絡文書
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であり，報告書案には法務省等の修正及び意見等の記載が認められ

る。 

別表３の番号２５の文書は，第１２次フォローアップ報告書案及び

その検討に用いた第１１次フォローアップ報告書等並びに連絡文書

であり，報告書案には法務省等の修正及び意見等の記載が認められ

る。 

別表３の番号６６の文書は，第１３次フォローアップ報告書案並び

にその検討に用いた第１２次フォローアップ報告書及び第１３次フ

ォローアップ報告書並びに連絡文書であり，報告書案には法務省等

の修正及び意見の記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，数次のフォローアップ報告書

案等の作成等に関する一連の文書であり，下記（イ）ないし（エ）

に掲げる部分を除き，当該不開示維持部分は，ＦＡＴＦ事務局に提

出されるまでの間に関係府省庁間において協議及び検討を行い作成

された当該報告書の素案等であり，法務省等の修正及び意見等に関

する記載も認められ，上記イ（ア）と同様の理由により，法５条５

号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示とした

ことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，各連絡文書について，諮問庁は，補充理由説

明書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する

旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表２の番号１８，５３及び７０並びに別表３の番号２５及び６

６の各文書のうち，フォローアップ報告書（英文の確定版）につい

て，当審査会事務局職員をして諮問庁に更に確認させたところ，諮

問庁は，フォローアップ報告書は，我が国が作成し，ＦＡＴＦ事務

局に提出するものであるが，最終的には，ＦＡＴＦ会合の資料とし

て使用されるものであり，ＦＡＴＦ会合が原則非公開とされている

ところ，ＦＡＴＦ事務局が非公開を前提としている当該報告書を我

が国がＦＡＴＦ事務局の了解を得ることなく公にすると，ＦＡＴＦ

事務局との信頼関係が損なわれるおそれがある旨説明する。 

これを検討するに，各フォローアップ報告書には，これらを資料

として使用するＦＡＴＦ会合の日時及び場所等の記載があり，上記

諮問庁の説明に符合する形態でフォローアップ報告書がＦＡＴＦ会

合で使用されていることが認められ，これを覆すに足りる事情も認
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められないことから，上記諮問庁の説明を否定することまではでき

ず，当該各文書は，これらを公にすることにより，国際機関との信

頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつ

き相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，同条

５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

また，上記フォローアップ報告書を日本語訳した文書及びフォロ

ーアップ報告書を分割して日本語訳し，これを報告書本文中に併記

した文書についても，当該資料の内容は，上記フォローアップ報告

書と同一の内容のものであると認められることから，上記と同様の

理由により，法５条３号に該当し，同条５号について判断するまで

もなく，不開示としたことは妥当である。 

（エ）別表１の番号９９の文書のうち，別表６の通番１６に掲げる部分

を除く，第８次フォローアップ報告書案の参考資料について，諮問

庁は，補充理由説明書（１）コにおいて，当該部分は法５条６号柱

書きにも該当する旨説明する。 

また，当審査会事務局職員をして諮問庁に当該参考資料を作成し

た経緯等について確認させ，説明を受けたところ，本件対象文書の

一部には，上記諮問庁が説明する経緯に符合する内容の記載がある

と認められる。 

これを検討するに，当該部分には，当時のＦＡＴＦへの対応に関

する記載が認められ，これらを公にすると，不当に国民の間に混乱

を生じさせるおそれがあり，いずれそうした情報が開示されてしま

うことを懸念し，国の機関等の内部又は相互間における率直な意見

の交換が不当に損なわれるおそれがあり，その結果としてＦＡＴＦ

対応に係る事務の適正な遂行にも支障を及ぼすおそれがある旨の諮

問庁の説明は否定することまではできず，法５条６号柱書きに該当

し，同条３号及び５号について判断するまでもなく，不開示とした

ことは妥当である。 

オ 別表１の番号３０の文書は，関係府省庁の局長級会合に係る文書及

びアクションプランの作成を依頼する文書等並びに連絡文書であり，

ＦＡＴＦ対応について検討した文書等であると認められる。 

別表１の番号７７の文書は，ＦＡＴＦ関連のアクションプラン案等

及び連絡文書であり，法務省等の修正及び意見等の記載が認められ

る。 

別表１の番号７８の文書は，ＦＡＴＦ関連のアクションプラン案及

び連絡文書であり，法務省の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表２の番号１９の文書は，ＦＡＴＦ関連のアクションプラン案及

び第９次フォローアップ報告書並びに連絡文書であり，法務省等の
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修正及び意見等の記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ関連のアクションプ

ラン案等の確認に関する文書等であり，下記（イ）ないし（エ）に

掲げる部分を除き，関係府省庁間で我が国のアクションプラン等を

検討した過程で作成した数次にわたる素案等であり，法務省等にお

ける修正及び意見等の記載が認められ，上記イ（ア）と同様の理由

により，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもな

く，不開示としたことは妥当である。 

（イ）別表１の番号３０及び７７並びに別表２の番号１９の文書のうち，

連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，

当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表１の番号３０の文書のうち，関係府省庁の局長級会合に係る

文書については，検討段階の案であると認められる。そうすると，

当該文書は，これを公にすることにより，ＦＡＴＦ対応の局長級会

合に関する当時の関係府省庁間における未成熟な検討内容が明らか

となる旨の諮問庁の説明は否定し難く，将来検討する可能性がある

ＦＡＴＦに関する同種の検討作業等において，国の機関内部におけ

る率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあると認められる

ことから，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでも

なく，不開示としたことは妥当である。 

（エ）別表２の番号１９の文書のうち，フォローアップ報告書について

は，上記エ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条

５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

カ 別表１の番号４１の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦに関する官

邸説明資料等及び連絡文書であり，当時の我が国のＦＡＴＦ対応にお

ける課題に関する記載が認められる。 

別表１の番号４６の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦハイレベル

使節団の訪日に関する官邸説明資料及び連絡文書であり，法務省等

の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表１の番号９３の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦについての

説明を行う対象者及び対処方針等についての資料及び連絡文書であ

り，法務省の意見等の記載が認められる。 

別表１の番号９５の文書は，関係府省庁からの官邸に対してのＦＡ

ＴＦに関する説明資料等及び連絡文書であり，当時の我が国のＦＡ
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ＴＦ対応における課題等についての法務省の意見等の記載が認めら

れる。 

別表１の番号９８の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ関連の官邸

への説明資料等及び連絡文書であり，法務省において対応を検討し

た記載が認められる。 

別表１の番号１０５の文書は，法務省の幹部職員に対するＦＡＴＦ

についての説明資料等であり，法務省内における意見の記載が認め

られる。 

別表１の番号１２２の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦについて

の官邸説明資料等及び連絡文書であり，当該説明資料についての法

務省の意見等の記載が認められる。 

別表２の番号５の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦに関する官邸

説明資料及び結果概要等並びに連絡文書であり，説明資料には，法

務省等の修正及び意見等の記載が，結果概要には，出席者間におけ

る意見交換の内容等の記載が認められる。 

別表２の番号６の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦに関する官邸

説明資料及び連絡文書であり，法務省等における修正及び意見等の

記載が認められる。 

別表２の番号９の文書は，関係府省庁からの①ＦＡＴＦに関する官

邸説明資料等及び②法務省に対する特定大使の新任挨拶の概要等並

びに連絡文書であり，別表６の通番２２に掲げる部分を除き，上記

①には，官邸説明について調整した記載が認められ，上記②には，

出席者間におけるＦＡＴＦに関する意見交換の内容等についての記

載が認められる。 

別表２の番号２８の文書は，２０１４年ＦＡＴＦ６月会合について

の官邸説明資料及び連絡文書であると認められる。 

別表２の番号３０の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦについての

官邸説明結果概要等であり，関係府省庁の意見の記載が認められる。 

別表２の番号３５の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦに関する官

邸説明資料等及び連絡文書であり，別表６の通番２７に掲げる部分

を除き，ＦＡＴＦに関連する未成熟な段階の情報の記載が認められ

る。 

別表２の番号３６の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦに関する官

邸説明資料等及び連絡文書であり，別表６の通番２８に掲げる部分

を除き，ＦＡＴＦに関連する未成熟な段階の情報の記載が認められ

る。 

別表２の番号４６の文書は，関係府省庁から共有されたＦＡＴＦに

関する官邸説明資料及び説明結果概要等並びに連絡文書であり，関
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係府省庁の意見等の記載が認められる。 

別表２の番号７１の文書は，関係府省庁から共有されたＦＡＴＦに

関する官邸説明資料及びＦＡＴＦ議長との意見交換に関する文書並

びに連絡文書であると認められる。 

別表２の番号８５の文書は，関係府省庁から資料を添えて行われた

ＦＡＴＦに関する官邸説明資料等及び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号４１の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ２０１５年

６月全体会合への対応方針に関する官邸説明資料等及び連絡文書で

あり，別表６の通番３７に掲げる部分を除き，未成熟な段階での情

報の記載が認められる。 

別表３の番号７３の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ２０１５年

１０月全体会合への対応方針に関する官邸説明資料等及び連絡文書

であり，別表６の通番４２に掲げる部分を除き，未成熟な段階での

情報の記載が認められる。 

別表３の番号７４の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月全体会合に

関する官邸説明結果概要及び連絡文書等であり，別表６の通番４３

に掲げる部分を除き，今後の課題についての法務省等の意見の記載

が認められる。 

別表４の番号３３の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦに関する官

邸説明資料及び当該官邸説明の結果等並びに連絡文書であり，当該

説明資料には関係府省庁による修正等の記載が認められる。 

別表４の番号４２の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦに関する官

邸説明資料等及び連絡文書であり，当該説明資料には関係府省庁に

よる修正等の記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，下記（イ）及び（ウ）に掲げる部分を除き，

当該不開示維持部分は，ＦＡＴＦへの対応に関する課題についての

首相官邸説明資料等を検討している文書等であり，また，法務省等

における修正及び意見等の記載が認められ，上記イ（ア）と同様の

理由により，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまで

もなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）別表１の番号４１，４６，９３，９５，９８及び１２２，別表２

の番号５，６，９，２８，３５，３６，４６，７１及び８５，別表

３の番号４１及び７３並びに別表４の番号３３及び４２の各文書の

うち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにお

いて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該各文書には，意見及び検討結果等を含む

連絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同

様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号に
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ついて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表２の番号５，９，３０，３５及び４６，別表３の番号７４並

びに別表４の番号３３の文書のうち，特定大使の新任挨拶の概要及

び官邸説明結果概要について検討するに，当該部分は，ＦＡＴＦに

関する我が国の状況に関する機微な事項にわたる情報が記載されて

おり，これらを公にすると，当該事項に関する政府部内の考え方等

が明らかとなり，不当に国民の間に混乱を生じるおそれがある旨の

不開示理由①の諮問庁の説明は否定し難く，法５条５号に該当し，

同条３号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当で

ある。 

キ 別表１の番号４４の文書は，関係府省庁からの犯罪対策に関する行

動計画案についての資料及び連絡文書であり，別表６の通番１０に掲

げる部分を除き，ＦＡＴＦ関連の犯罪対策に関する情報が記載されて

いると認められる。 

 別表１の番号１２０及び１２５の文書は，関係府省庁からのナシ

ョナル・リスク・アセスメント案等についての資料及び連絡文書で

あり，ＦＡＴＦ関連のナショナル・リスク・アセスメントに関する

情報が記載されていると認められる。 

別表２の番号１１の文書は，ナショナル・リスク・アセスメント案

及びその概要案であると認められる。 

別表２の番号１２の文書は，ナショナル・リスク・アセスメント案

について関係府省庁からの追加情報等の提供依頼に係る資料及び連

絡文書であり，別表６の通番２３に掲げる部分を除き，ナショナ

ル・リスク・アセスメントに関する情報が記載されていると認めら

れる。 

別表２の番号１３ないし１６の文書は，関係府省庁からのナショナ

ル・リスク・アセスメント案等についての資料及び連絡文書であり，

ナショナル・リスク・アセスメントに関する情報が記載されている

ほか，法務省における意見等の記載が認められる。 

別表２の番号１７の文書は，ナショナル・リスク・アセスメント案

等の資料及び連絡文書であり，別表６の通番２４に掲げる部分を除

き，ナショナル・リスク・アセスメントに関する情報が記載されて

いるほか，法務省等の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表２の番号３７の文書は，警察庁のＦＡＴＦ関連の法案説明資料

及び連絡文書であり，別表６の通番２９に掲げる部分を除き，ＦＡ

ＴＦ関連の未成熟な情報が記載されていると認められる。 

別表３の番号２３の文書は，関係府省庁からの犯罪収益移転危険度

調査書案等及び連絡文書であり，法務省等の修正及び意見等の記載
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が認められる。 

別表３の番号２４の文書は，関係府省庁からの犯罪による収益の移

転防止に関する法律施行令及び同施行規則並びに犯罪収益移転危険

度調査書についての資料一式及び連絡文書であり，別表６の通番３

４に掲げる部分を除き，ＦＡＴＦ関連法令案等の未成熟な情報が記

載されているほか，法務省等の修正及び意見等の記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，下記（イ）に掲げる部分を除き，当該不開示

維持部分は，関係府省庁が検討した法令案や報告書案等を法務省に

おいて検討した文書であり，また，法務省等における修正及び意見

等に関する記載も認められ，上記イ（ア）と同様の理由により，法

５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示

としたことは妥当である。 

（イ）別表１の番号４４，１２０及び１２５，別表２の番号１２ないし

１７及び３７並びに別表３の番号２３及び２４の各文書のうち，連

絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，当

該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ク 別表１の番号６３ないし６５の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ

２０１３年６月会合における関係府省庁出席者の発言要領等の案及び

連絡文書であり，同発言要領案等には法務省等の修正及び意見等の記

載が認められる。 

別表１の番号１１０の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ２０１３

年１０月会合における関係府省庁出席者の発言要領等の案及び連絡

文書であり，同発言要領案等には法務省等の修正等及び意見等の記

載が認められる。 

別表１の番号１３１の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ２０１４

年２月会合における関係府省庁出席者の発言要領等の案及び連絡文

書であり，同発言要領案等には法務省の修正及び意見等の記載が認

められる。 

別表２の番号２９の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ２０１４年

６月会合における関係府省庁出席者の発言要領等の案及び連絡文書

であり，同発言要領案等には法務省等の修正及び意見等の記載が認

められる。 

別表２の番号６４の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ２０１４年

１０月会合における関係府省庁出席者の発言要領の案，第１０次フ
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ォローアップ報告書及び関係資料並びに連絡文書であり，関係府省

庁の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表２の番号８４の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合における

関係府省庁出席者の発言要領の案及び第１１次フォローアップ報告

書並びに連絡文書であり，関係府省庁の修正及び意見等の記載が認

められる。 

別表３の番号４２の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ２０１５年

６月会合における関係府省庁出席者の発言要領等及び連絡文書であ

り，関係府省庁の修正及び意見等の記載が認められる。 

別表３の番号６９の文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ２０１５年

１０月会合における関係府省庁出席者の発言要領の案及びその関係

資料並びに連絡文書であり，関係府省庁の修正及び意見等の記載が

認められる。 

別表４の番号８の文書は，ＦＡＴＦ勧告実施に関する関係省庁連絡

会議における法務省出席者の発言要領の案等及び同連絡会議資料並

びに連絡文書であり，法務省内における検討段階の資料等であると

認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，非公開であるＦＡＴＦ会合及

び関係省庁連絡会議における発言要領案等の文書であり，下記

（イ）ないし（オ）に掲げる部分を除き，いずれもＦＡＴＦから指

摘のあった事項への対応案の調整過程等の機微な事項にわたる情報

の記載が認められ，上記カ（ウ）と同様の理由により，法５条５号

に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示としたこ

とは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表２の番号６４及び別表３の番号６９の文書のうち，各関係資

料は，他国との調整に関する内容のものであり，我が国の交渉上の

力点等が記載されていると認められ，上記イ（ウ）と同様の理由に

より，法５条３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，

不開示としたことは妥当である。 

（エ）別表２の番号６４及び８４の文書のうち，各フォローアップ報告

書については，上記エ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該
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当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは

妥当である。 

（オ）別表４の番号８の文書のうち，関係省庁連絡会議資料については，

上記ア（ア）と同様の理由により，法５条５号に該当し，同条３号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ケ 別表１の番号７５の文書は，関係府省庁が作成したＦＡＴＦにおけ

るメソドロジー（方法論）に関する勉強会の資料であり，別表６の通

番１４に掲げる部分を除き，我が国やＦＡＴＦにおけるリスク評価及

び有効性の審査等に関する具体的かつ詳細な記載が認められる。 

これを検討するに，当該文書は，我が国のマネー・ローンダリング

対策やテロ資金対策等の検討方法を関係府省庁間で共有するもので

あると認められる。 

そうすると，当該文書を公にすると，国際会議等の我が国担当者の

交渉姿勢及び主張の内容等が明らかになり，今後の同種の交渉の柔

軟性を損なう可能性があると認められることから，交渉上の不利益

を被るおそれがある旨の不開示理由①の諮問庁の説明は否定し難く，

当該不開示維持部分は，法５条３号に該当し，同条５号について判

断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

コ 別表１の番号８３の文書は，我が国のアクションプランに対するＦ

ＡＴＦの指摘事項についての政務説明資料等及び連絡文書であり，関

係府省庁が作成した資料案並びにこれに対する法務省等の修正及び意

見等の記載が認められる。 

別表１の番号９４の文書は，法務大臣への説明結果概要であり，説

明内容及び大臣の発言等についての記載が認められる。 

別表２の番号４の文書は，ＦＡＴＦについての幹部説明資料の補足

資料等及び連絡文書であって，当該補足資料には法務省内で行った

検討内容についての記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，法務省幹部への説明資料等で

あり，下記（イ）に掲げる部分を除き，法案等についての捉え方や

調整過程等の極めて機微な事項にわたる情報の記載が認められ，上

記カ（ウ）と同様の理由により，法５条５号に該当し，同条３号に

ついて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）別表１の番号８３及び別表２の番号４の文書のうち，連絡文書に

ついて，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，当該文書は

法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ
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いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

サ 別表１の番号８４の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年１０月会合参加国

に対する，会合前の事前調整に関する申入れに関する文書及び連絡文

書であり，他国に対し，我が国の状況を含めたＦＡＴＦ対応について

説明する内容に関する具体的かつ詳細な記載が認められる。 

別表２の番号２６の文書は，①ＦＡＴＦ２０１４年６月会合参加国

に対する，会合前の事前調整に関する申入れに関する文書及び②当

該事前調整に対する他国の応答に関する文書並びに連絡文書であり，

上記①には，検討中である我が国の状況を含めたＦＡＴＦ対応につ

いての説明内容に関する具体的かつ詳細な記載が認められ，上記②

には，我が国の説明に対する他国の反応及び主張等の記載が認めら

れる。 

別表２の番号６３の文書は，①ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合参加

国に対する，会合前の事前調整に関する申入れに関する文書及び②

当該事前調整に対する他国の応答に関する文書並びに連絡文書であ

り，上記①には，検討中である我が国の状況を含めたＦＡＴＦ対応

について説明する内容に関する具体的かつ詳細な記載が認められ，

上記②には，他国の反応及び主張等の記載が認められる。 

別表３の番号３９の文書は，①ＦＡＴＦ２０１５年６月会合参加国

に対する，会合前の事前調整に関する申入れに関する文書及び②当

該事前調整に対する他国の応答に関する文書並びに連絡文書であり，

上記①には，検討中である我が国の状況を含めたＦＡＴＦ対応につ

いて説明する内容に関する具体的かつ詳細な記載が認められ，上記

②には，他国の反応及び主張等の記載が認められる。 

別表３の番号６７の文書は，ＦＡＴＦ対日相互審査フォローアップ

に関連する，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合前の事前調整等の申入

れに関する公電であり，他国に対し，我が国の状況を含めたＦＡＴ

Ｆ対応について説明する内容に関する具体的かつ詳細な記載が認め

られる。 

別表３の番号６８の文書は，上記別表３の番号６７の文書の補足資

料であり，別表６の通番４０に掲げる部分を除き，ＦＡＴＦ会合前

の事前調整を行った文書及び公表されていない補足資料並びに連絡

文書であると認められる。 

別表３の番号７０の文書は，上記別表３の番号６７の文書の補足資

料であり，他国からより詳細な説明を求められ，作成した文書等及

び連絡文書であると認められる。 

別表４の番号４０の文書は，①ＦＡＴＦ２０１６年１０月会合参加

国に対する，会合前の事前調整に関する申入れに関する文書及び②
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当該事前調整に対しての他国の応答に関する文書並びに連絡文書で

あり，上記①には，検討中である我が国の状況を含めたＦＡＴＦ対

応について説明する内容に関する具体的かつ詳細な記載が認められ，

上記②には，他国の反応及び主張等の記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ会合参加国に対し我

が国の状況等を説明した文書等であり，下記（イ）に掲げる部分を

除き，当該不開示維持部分は，ＦＡＴＦに関連する我が国の交渉上

の力点及び我が国の取組に関する他国の評価等が記載されていると

認められ，上記イ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，

同条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当で

ある。 

（イ）別表１の番号８４，別表２の番号２６及び６３，別表３の番号３

９，６８及び７０並びに別表４の番号４０の各文書のうち，連絡文

書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，当該文

書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

シ 別表１の番号８８の文書は，法務省と財務省とのＦＡＴＦ関連の面

談結果の概要及び連絡文書であり，出席者の発言等の記載が認められ

る。 

別表１の番号１０１の文書は，法務省と外務省とのＦＡＴＦ関連の

面談結果の概要及び連絡文書であり，出席者の発言等の記載が認め

られる。 

（ア）これを検討するに，下記（イ）に掲げる部分を除き，当該各文書

は，関係省との面談結果の概要であり，ＦＡＴＦ対応に係る極めて

機微な事項にわたる情報の記載が認められ，上記カ（ウ）と同様の

理由により，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまで

もなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ス 別表１の番号９７の文書は，関係府省庁から送付されたＦＡＴＦ
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との電話会議の資料等及び連絡文書であり，法務省等における修正

及び意見等が記載されていると認められる。 

別表２の番号８３の文書は，関係府省庁から送付されたＦＡＴＦと

の電話会議の資料及び連絡文書であり，当該資料は関係府省庁で検

討及び協議を行った資料であると認められる。 

（ア）これを検討するに，下記（イ）に掲げる部分を除き，当該各文書

は，ＦＡＴＦとの電話会議の資料等であり，これらを用いて関係府

省庁において検討及び協議を行ったものと認められ，上記イ（ア）

と同様の理由により，法５条５号に該当し，同条３号について判断

するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

セ 別表１の番号１１３の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年１０月会合中に

あったＦＡＴＦからの質問及びこれに対する回答文書の案並びに連絡

文書であると認められる。 

別表１の番号１１４の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年１０月会合中に

おける想定問答案及びこれに対する回答等並びに連絡文書であると

認められる。 

（ア）これを検討するに，下記（イ）に掲げる部分を除き，当該各文書

は，ＦＡＴＦ会合における我が国の回答案を検討した文書であり，

ＦＡＴＦ会合における具体的な発言内容案及びその検討内容の記載

が認められ，上記イ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当

し，同条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥

当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ソ 別表２の番号３２，６７及び９１，別表３の番号４５及び１０９並

びに別表４の番号６，３４，５２及び８７の文書は，法務省等と全国
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銀行協会との面談に関する資料及び配席図等並びに連絡文書であり，

面談出席者の氏名及び当該資料についての法務省等における修正及び

意見等の記載が認められる。 

別表３の番号７５の文書は，法務省等と全国銀行協会との面談に関

する資料等及び連絡文書であり，別表６の通番４４に掲げる部分を

除き，面談出席者の氏名及び当該資料についての法務省等における

修正及び意見等の記載が認められる。 

（ア）当該各文書について，下記（イ）に掲げる部分を除き，諮問庁は，

補充理由説明書（１）サにおいて，当該部分は法５条６号柱書きに

も該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該不開示維持部分は，全国銀行協会からの

質問事項，当該質問に対する回答（応答要領等）及びその案，面談

内容を記載した文書（面談概要）並びに当該面談に関する資料等で

あり，我が国のＦＡＴＦ対応についての同協会の問題意識，着眼点，

同協会の質問に対する回答，当該面談の日時及び面談内容並びに出

席者等の記載が認められ，これらを公にすることにより，同協会が

公表していない当該面談の内容及び出席者が明らかとなることで，

同協会との信頼関係が損なわれ，今後同協会が率直な意見の申述を

行うことをちゅうちょするなど，同協会の我が国のＦＡＴＦ対応に

ついての意見の把握を困難にするおそれがあるほか，我が国のＦＡ

ＴＦへの対応に係る組織的な体制，情報共有の範囲等が明らかにな

るところ，ＦＡＴＦへの対応が大きな社会的影響を有することから，

出席者や当該出席者が所属する部署に対し，利害関係者等から不当

な圧力が掛かるおそれがあり，その結果として我が国のＦＡＴＦ対

応に係る事務の適正な遂行にも支障を及ぼすおそれがある旨の諮問

庁の上記説明は，否定することまではできず，法５条６号柱書きに

該当すると認められ，同条３号及び５号について判断するまでもな

く，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

タ 別表２の番号３８の文書は，ＦＡＴＦ対応についての想定問答案等

及び連絡文書であり，法務省等における修正等の記載が認められる。 

別表３の番号７１の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合後の記
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者対応用等の想定問答案等及び連絡文書であり，別表６の通番４１

に掲げる部分を除き，未確定のものであり，法務省等における修正

等の記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦへの対応についての

想定問答案に関する文書であり，下記（イ）及び（ウ）に掲げる部

分を除き，当該不開示維持部分は，関係府省庁間での検討及び協議

段階のものであると認められる。そうすると，これらを公にするこ

とにより，省庁間における未成熟な段階の議論が明らかになり，省

庁間における率直な意見交換又は意思決定の中立性が不当に損なわ

れ，今後のＦＡＴＦ相互審査への対応に向けた政策調整を阻害する

おそれがある旨の不開示理由①の諮問庁の説明は否定し難く，法５

条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示と

したことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表２の番号３８の文書には，関係府省庁間での検討及び協議が

終了した想定問答に関する部分があり，この点について，諮問庁は，

補充理由説明書（１）シにおいて，当該文書は法５条６号柱書きに

も該当する旨説明する。 

これを検討するに，諮問庁から当時のＦＡＴＦ対応の日程に関す

る資料の提示を受け，当審査会において確認したところ，上記諮問

庁の説明に符合する記載が認められ，当該文書は，限られた関係者

を対象とした想定問答である旨の上記諮問庁の説明を否定すること

まではできず，これに加え，当該文書には，ＦＡＴＦ対応に係る機

微な事項の記載が認められ，これを公にすると，今後のＦＡＴＦへ

の対応に向けた政策調整を阻害するおそれがある旨の上記諮問庁の

説明は否定し難く，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

チ 別表３の番号２２の文書は，ＦＡＴＦに関して，特定課題について

の対応方針を協議するために新たに設置された関係省庁連絡会議の資

料等及び連絡文書であり，当該文書には，当該会議の検討事項及び概

要等に関する記載とともに当該会議の開催自体を対外秘とする申合せ

に係る記載が認められる。 
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（ア）当該文書のうち，下記（イ）の部分を除く部分について，当審査

会事務局職員をして諮問庁に更に確認させたところ，その開催が対

外秘とされている当該会議に係る情報は，これを公にすることによ

り，会議そのものの開催が困難となり，ひいては関係府省庁間にお

ける率直な意見交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれて今後

のＦＡＴＦ対応に向けた政策調整を阻害するおそれがある旨説明す

る。 

上記諮問庁の説明は，当該資料等の内容等に鑑みると，特段不自

然，不合理な点があるとまではいえない。そうすると，これらを公

にすることにより，関係府省庁間における率直な意見交換が不当に

損なわれるおそれがある旨の上記諮問庁の説明は否定し難く，法５

条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示と

したことは妥当である。 

（イ）当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説

明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記ア（イ）と同様

の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（３）別表の不開示理由②の文書（別表１の番号２の文書） 

標記文書は，財務大臣からＦＡＴＦ議長に宛てた文書であり，ＦＡＴ

Ｆ議長名，日付及び内容等の記載が認められる。 

これを検討するに，別表６の通番２の部分を除く部分については，こ

れらを公にすることにより，ＦＡＴＦ事務局との信頼関係が損なわれる

おそれや交渉上不利益を被るおそれがある旨の不開示理由②の諮問庁の

説明は否定し難く，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当であ

る。 

（４）別表の不開示理由③の文書（別表１の番号３ないし６，８，１８，２

０，７２，７９，８０，８６，９１，１１２，１１６，１１９，１２１，

１２３，１２４及び１２６ないし１２９，別表２の番号１，２４，２５，

３９，５１，６２，８２，８７及び９０，別表３の番号４，６，７，１

１ないし１３，１５ないし１７，２０，２６，３７，５７，７８ないし

８１，８４，９２及び９３，別表４の番号１５，１９ないし２２，２４，

２７及び３７ないし３９並びに別表５の番号３及び４の各文書） 

ア 別表１の番号３の文書は，ＦＡＴＦ第４次相互審査プロセスに向け

た我が国の意見を取りまとめた文書及び連絡文書であり，法務省の修

正等の記載が認められる。 
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別表１の番号５の文書は，上記ＦＡＴＦ第４次相互審査プロセスに

向けた我が国の意見案及び連絡文書であると認められる。 

別表１の番号８６の文書は，上記ＦＡＴＦ第４次審査の審査員派遣

要請等の文書及び連絡文書であると認められる。 

別表２の番号９０の文書は，上記ＦＡＴＦ第４次審査のスケジュー

ル及びフォローアッププロセスに対する我が国の意見案並びに連絡

文書であると認められる。 

別表３の番号６の文書は，上記ＦＡＴＦ第４次審査スケジュールに

関する資料及び連絡文書であり，ＦＡＴＦが作成した第４次審査ス

ケジュールの案等であると認められる。 

別表４の番号１５の文書は，上記ＦＡＴＦ第４次相互審査における

審査員に係る提案の文書及び連絡文書であり，法務省等の修正及び

意見の記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，第４次相互審査のプロセス及

びスケジュール等に関連してＦＡＴＦ事務局から送付された文書並

びに当該各文書についての関係府省庁からの意見等を含む連絡文書

であり，下記（イ）及び（ウ）に掲げる部分を除き，当該照会につ

いて，法務省等における意見及び修正等に関する記載が認められ，

上記（２）イ（ア）と同様の理由により，法５条５号に該当し，同

条３号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当であ

る。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表１の番号３及び８６，別表２の番号９０並びに別表４の番号

１５の文書のうち，ＦＡＴＦのロゴマーク入りの文書について検討

するに，当該各文書は，その様式及び記載内容からＦＡＴＦ事務局

が作成した文書であると認められ，別表３の番号６の文書のうち，

連絡文書に添付された第４次相互審査に関する資料は，その記載内

容及び上記（イ）の連絡文書の記載内容に鑑みると，ＦＡＴＦ事務

局が作成した文書であると認められることから，当該各文書は，上

記（２）イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条

５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 別表１の番号４の文書は，ＦＡＴＦ腐敗対策に係るベストプラクテ
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ィスペーパー（優良事例集）についての資料及び連絡文書であると認

められる。 

別表１の番号８の文書は，ＦＡＴＦ勧告６（旧ＳＲ３）に係るベス

トプラクティスペーパーについての資料及び連絡文書であると認め

られる。 

別表１の番号１８の文書は，ＦＡＴＦ勧告８に係るベストプラクテ

ィスペーパー案についての資料及び連絡文書であると認められる。 

別表１の番号７９の文書は，ＦＡＴＦ腐敗対策に係るベストプラク

ティスペーパーの案についての資料及び連絡文書であると認められ

る。 

別表４の番号１９の文書は，情報交換に関するベストプラクティス

ペーパーについての資料及び連絡文書であると認められる。 

   （ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ事務局から送付され

た各種のベストプラクティスペーパー案等及び当該案等についての

関係府省庁からの連絡文書であり，下記（イ）及び（ウ）に掲げる

部分を除き，当該事項について，関係府省庁における検討及び協議

に関する情報並びに法務省における内部管理に関する情報の記載が

認められ，上記（２）イ（ア）と同様の理由により，法５条５号に

該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示としたこと

は妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表１の番号４，１８及び７９並びに別表４の番号１９の文書の

うち，ＦＡＴＦのロゴマークが付されている文書について検討する

に，当該各文書は，その様式及び記載内容からＦＡＴＦ事務局が作

成した文書であると認められ，別表１の番号８及び別表４の番号１

９の資料のうち，上記連絡文書に添付された文書は，その記載内容

及び上記（イ）の連絡文書の記載内容に鑑みると，ＦＡＴＦ事務局

が作成した文書であると認められ，当該各文書は，上記（２）イ

（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ウ 別表１の番号６の文書は，ＦＡＴＦ改訂勧告５（旧ＳＲⅡ）のガイ

ダンスの案に関する資料及び連絡文書であると認められる。 
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別表３の番号１１及び７８の文書は，ＦＡＴＦ勧告５の解釈ノート

（改訂）の案及び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号５７の文書は，ＦＡＴＦ勧告５の解釈ノート（改訂）

の案への対応についての資料等であり，法務省における対応につい

て整理した内容の記載が認められる。 

別表４の番号２７及び３８の文書は，ＦＡＴＦ勧告５に関するガイ

ダンス案及びその資料並びに連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ事務局から送付され

たＦＡＴＦ勧告５についてのガイダンス案及び解釈ノート案とその

資料並びに連絡文書であり，下記（イ）及び（ウ）に掲げる部分を

除き，当該事項について，関係府省庁及び法務省における検討並び

に協議に関する情報の記載が認められ，上記（２）イ（ア）と同様

の理由により，法５条５号に該当し，同条３号について判断するま

でもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）別表１の番号６，別表３の番号１１及び７８並びに別表４の番号

２７及び３８の文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理

由説明書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当

する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表１の番号６，別表３の番号１１，５７及び７８の文書のうち，

ＦＡＴＦのロゴマークが付されている文書について検討するに，当

該各文書は，その様式及び記載内容からＦＡＴＦ事務局が作成した

文書であると認められ，上記（２）イ（エ）と同様の理由により，

法５条３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開

示としたことは妥当である。 

エ 別表１の番号２０の文書は，第６次フォローアップ報告書に対する

ＦＡＴＦ事務局ノート等及び連絡文書であると認められる。 

別表１の番号１１６の文書は，第８次フォローアップ報告書に対す

るＦＡＴＦ事務局ノート等及び連絡文書であると認められる。 

別表２の番号２５の文書は，第９次フォローアップ報告書に対する

ＦＡＴＦ事務局ノート等及び連絡文書であると認められる。 

別表２の番号６２の文書は，第１０次フォローアップ報告書に対す

るＦＡＴＦ事務局ノート等及び連絡文書であると認められる。 

別表２の番号８２の文書は，第１１次フォローアップ報告書に対す

るＦＡＴＦ事務局ノート等及び連絡文書であると認められる。 
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別表２の番号８７の文書は，上記別表２の番号８２の文書の修正案

であるＦＡＴＦ事務局ノート等及び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号２６の文書は，第１２次フォローアップ報告書に対す

るＦＡＴＦ事務局ノート等及び連絡文書であると認められる。 

別表４の番号３７の文書は，第１４次フォローアップ報告書に対す

るＦＡＴＦ事務局ノート等及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）ないし（エ）に掲

げる部分を除き，当該事項について，法務省等における検討及び協

議に関する情報の記載が認められ，上記（２）イ（ア）と同様の理

由により，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでも

なく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容及び担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）当該各文書のうち，ＦＡＴＦ事務局ノート等について検討するに，

当該ノート等は，その様式，記載内容及び上記（イ）の連絡文書の

記載内容に鑑みると，ＦＡＴＦ事務局が作成した文書であると認め

られ，上記（２）イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当

し，同条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥

当である。 

（エ）別表１の番号２０及び１１６，別表２の番号２５，６２及び８２，

別表３の番号２６並びに別表４の番号３７の文書のうち，我が国の

各フォローアップ報告書については，上記（２）エ（ウ）と同様の

理由により，法５条３号に該当し，同条５号について判断するまで

もなく，不開示としたことは妥当である。 

オ 別表１の番号７２の文書は，ＦＡＴＦへの新規加盟国検討アドホッ

クグループペーパーに関する資料及び連絡文書であると認められる。 

別表１の番号１２３の文書は，ＦＡＴＦの戦略及びガバナンスにつ

いての資料及び連絡文書であり，当該資料についての法務省の対応

に関する記載が認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）ないし（エ）に掲

げる部分を除き，当該事項について，法務省等における検討及び協

議に関する情報の記載が認められ，上記（２）イ（ア）と同様の理

由により，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでも
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なく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）当該各文書の資料のうち，ＦＡＴＦのロゴマークが付されている

文書について検討するに，当該文書は，その様式及び記載内容から

ＦＡＴＦ事務局が作成した文書であると認められ，上記（２）イ

（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（エ）別表１の番号７２の文書のうち，ＦＡＴＦ会合の模様が記載され

た文書は，ＦＡＴＦの新規加盟国に関しての他国の率直な意見の記

載が認められ，上記（２）イ（ウ）と同様の理由により，法５条３

号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示とした

ことは妥当である。 

カ 別表１の番号８０の文書は，テロリストによるＮＰＯセクターの悪

用リスクに関するプロジェクトについて記載された資料及び連絡文書

であると認められる。 

別表４の番号２２の文書は，ＩＳＩＬへの資金提供に関する調査の

資料及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）に掲げる部分を除

き，その様式，記載内容等に鑑みると，ＦＡＴＦ事務局が作成した

文書であると認められ，当該各文書は，上記（２）イ（エ）と同様

の理由により，法５条３号に該当し，同条５号について判断するま

でもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

キ 別表１の番号９１及び１１９の文書は，他国のＶＴＣ（Ｖｏｌｕｎ

ｔａｒｙ Ｔａｘ Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ，異常な金銭の移動につい

ての調査）プログラムについての資料及び連絡文書であると認められ
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る。 

別表２の番号５１の文書は，他国に対する第４次相互審査報告書及

び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号３７及び別表５の番号４の文書は，他国の相互審査報

告書及び同報告書に関する主要問題についての資料並びに連絡文書

であり，法務省の回答の記載が認められる。 

別表３の番号７９及び８０の文書は，他国の相互審査報告書及び連

絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）ないし（エ）に掲

げる部分を除き，法務省等における検討及び協議に関する情報の記

載が認められ，上記（２）イ（ア）と同様の理由により，法５条５

号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示とした

ことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）当該各文書のうち，ＦＡＴＦのロゴマークが付されている文書は，

その様式及び記載内容からＦＡＴＦ事務局が作成した文書であると

認められ，別表３の番号３７の資料のうち，回答様式の部分は，そ

の記載内容及び上記（イ）の連絡文書の記載内容に鑑みると，ＦＡ

ＴＦ事務局が作成した文書であると認められ，当該各文書は，上記

（２）イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（エ）別表３の番号７９及び８０の文書のうち，ＧＡＦＩＬＡＴ（ラテ

ンアメリカの地域体）のロゴマークが付されている資料について，

当審査会事務局職員をして諮問庁に更に確認させたところ，諮問庁

は，当該資料はＦＡＴＦ事務局からの依頼文書の一部であることか

ら，当該部分についても，法５条３号及び５号に該当する旨説明す

る。 

これを検討するに，上記各文書には，諮問庁の上記説明と符合す

る内容が記載され，上記説明を否定することまではできず，上記

（２）イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ク 別表１の番号１１２の文書は，ＦＡＴＦフォローアッププロセスの
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終了後の措置等についてのＦＡＴＦ事務局の提案内容及びその概要資

料並びに連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該文書は，下記（イ）に掲げる部分を除き，

ＦＡＴＦのロゴマークが付され，フォローアッププロセス終了後の

措置等についての提案が記載された文書及びその概要を日本語訳し

た文書であり，ＦＡＴＦのロゴマークが付された文書と概要資料の

記載内容は同様のものであると認められることから，上記（２）イ

（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説

明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ケ 別表１の番号１２１の文書は，ＦＡＴＦのデータ保護に関する基本

原則が記載された文書及び連絡文書であると認められる。 

別表１の番号１２４の文書は，ＦＡＴＦワークプラン及び連絡文書

であると認められる。 

別表１の番号１２７の文書は，ＦＡＴＦ専門家会合に関する文書及

び連絡文書であると認められる。 

別表２の番号３９の文書は，ＦＡＴＦ年次報告書（２０１３－２０

１４）及び連絡文書であると認められる。 

別表４の番号２１の文書は，相互審査書が採択されてから５年目に

実施されるフォローアップ審査について記載された文書及び連絡文

書であると認められる。 

別表４の番号２４の文書は，ＦＡＴＦ中間レビュー（２０１２―２

０２０）及び連絡文書であると認められる。 

別表５の番号３の文書は，潜在的なプロジェクトに関するコンセプ

トノート及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ事務局からの文書及

び連絡文書であると認められ，下記（イ）及び（ウ）に掲げる部分

を除き，法務省等における検討及び協議に関する情報の記載が認め

られ，上記（２）イ（ア）と同様の理由により，法５条５号に該当

し，同条３号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥

当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明
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書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表１の番号１２１，１２４及び１２７，別表２の番号３９並び

に別表４の番号２１及び２４の文書のうち，ＦＡＴＦのロゴマーク

が付されている文書は，その様式及び記載内容からＦＡＴＦ事務局

が作成した文書であると認められ，別表１の番号１２１及び別表５

の番号３の文書のうち，英文のみで作成された文書は，その記載内

容及び上記（イ）の連絡文書の記載内容に鑑みると，ＦＡＴＦ事務

局が作成した文書であると認められ，当該各文書は，上記（２）イ

（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

コ 別表１の番号１２６及び１２８並びに別表２の番号２４の文書は，

仮想通貨に関するディスカッションペーパー及び連絡文書であり，法

務省における対応に関する記載が認められる。 

別表３の番号２０の文書は，ＦＡＴＦの仮想通貨に係るガイダンス

及び連絡文書であり，法務省における対応に関する記載が認められ

る。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ事務局からの仮想通

貨に関する文書等及び連絡文書であり，下記（イ）及び（ウ）に掲

げる部分を除き，法務省等における検討及び協議に関する情報の記

載が認められ，上記（２）イ（ア）と同様の理由により，法５条５

号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示とした

ことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表１の番号１２６，別表２の番号２４及び別表３の番号２０の

文書のうち，ＦＡＴＦのロゴマークが付されている文書について検

討するに，当該各文書は，その様式及び記載内容からＦＡＴＦ事務

局が作成した文書であると認められ，上記（２）イ（エ）と同様の
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理由により，法５条３号に該当し，同条５号について判断するまで

もなく，不開示としたことは妥当である。 

サ 別表１の番号１２９及び別表２の番号１の文書は，法人の透明性及

び実質的支配者に係るガイダンス改訂の案及び連絡文書であると認め

られる。 

別表３の番号９２の文書は，実質的所有者の透明性に関する調査依

頼の文書及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）に掲げる部分を除

き，その様式，記載内容等に鑑みると，ＦＡＴＦ事務局が作成した

文書であると認められ，当該各文書は，上記（２）イ（エ）と同様

の理由により，法５条３号に該当し，同条５号について判断するま

でもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

シ 別表３の番号４の文書は，テロ資金対策に係るＧ２０へのＦＡＴＦ

報告書の案及び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号１３の文書は，資金洗浄・テロ資金供与対策に関する

ＦＡＴＦ／ＧＡＦＩＬＡＴ専門家会合に関する文書及び連絡文書で

あると認められる。 

別表３の番号８４の文書は，テロ資金供与に関する質問票及び連絡

文書であると認められる。 

別表３の番号９３の文書は，新たな資金供与リスクに関するプロジ

ェクトの調査票及び連絡文書であると認められる。 

別表４の番号２０の文書は，テロ資金供与に関する質問票・結果報

告書及び連絡文書であると認められる。 

別表４の番号３９の文書は，テロ資金供与の犯罪化に関する文書及

び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）ないし（エ）に掲

げる部分を除き，法務省等における検討及び協議に関する情報の記

載が認められ，上記（２）イ（ア）と同様の理由により，法５条５

号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示とした

ことは妥当である。 

（イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明
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書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表３の番号４，１３及び８４並びに別表４の番号２０及び３９

の文書のＦＡＴＦのロゴマークが付されている文書は，その様式及

び記載内容からＦＡＴＦ事務局が作成した文書と認められ，別表３

の番号９３の文書のうちの連絡文書に添付された文書は，その記載

内容及び上記（イ）の連絡文書の記載内容に鑑みると，ＦＡＴＦ事

務局が作成した文書であると認められる。そうすると，当該各文書

は，上記（２）イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，

同条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当で

ある。 

（エ）別表３の番号１３の文書のうち，ＦＡＴＦ／ＧＡＦＩＬＡＴのロ

ゴマークが付されている文書について，当審査会事務局職員をして

諮問庁に更に確認させところ，諮問庁は，当該資料はＦＡＴＦ事務

局からの依頼文書の一部であることから，当該部分についても，法

５条３号及び５号に該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，諮問庁の上記説明と符合する

内容が記載され，これを否定することまではできず，上記（２）イ

（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ス 別表３の番号７及び１２の文書は，新たな資金供与リスクに関する

プロジェクトに関する文書及び連絡文書であると認められる。 

（ア）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見，検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各連絡文書に添付された文書について検討するに，各添付文

書は，その記載内容及び上記（ア）の連絡文書の記載内容に鑑みる

と，ＦＡＴＦ事務局が作成した文書であると認められ，上記（２）

イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 
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セ 別表３の番号１５の文書は，ＲＢＡ（Ｒｉｓｋ Ｂａｓｅｄ Ａｐ

ｐｒｏａｃｈ）ガイダンスの案及び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号１６の文書は，資金移動業に関するＲＢＡガイダンス

の案及び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号１７の文書は，ＲＢＡガイダンスの案及び連絡文書で

あると認められる。 

（ア）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該各連絡文書に添付されている文書には，ＦＡＴＦのロゴマー

クが付されているところ，これらの文書は，その様式及び記載内容

からＦＡＴＦ事務局が作成した文書であると認められ，上記（２）

イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ソ 別表３の番号８１の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１２月臨時会合に

関する資料及び連絡文書であると認められる。 

（ア）当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説

明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該連絡文書に添付されている文書には，ＦＡＴＦのロゴマーク

が付されているところ，当該文書は，その様式及び記載内容からＦ

ＡＴＦ事務局が作成した文書であると認められ，上記（２）イ

（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（５）別表の不開示理由④の文書（別表１の番号１４及び別表４の番号２５

の各文書） 

標記各文書は，ＦＡＴＦ関連の情報を含む文書に係る関係府省庁に対

する情報公開請求に関する資料及び連絡文書であると認められる。 

ア これを検討するに，当該各文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ関連

の情報を含む文書に係る情報公開請求に関する資料及びこれに対する
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対応についての確認依頼の連絡文書であり，下記イに掲げる部分を除

き，上記の情報公開請求の対象文書及び関係府省庁による不開示部分

の検討内容等についての具体的な記載があると認められる。 

そうすると，これらを公にすることにより，関係府省庁間における

検討段階の未成熟な情報が明らかとなる旨の不開示理由④の諮問庁

の説明は，これを否定することまではできず，今後のＦＡＴＦ関連

の情報を含む情報公開請求への対応において，率直な意見交換又は

意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあると認められるこ

とから，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもな

く，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（６）別表の不開示理由⑤の文書（別表１の番号１５，２１，６２，１０９

及び１１８，別表２の番号２０ないし２３，４０ないし４２，４７ない

し４９，５４ないし６０，７２ないし８１及び８８，別表３の番号２，

１４，２１，２７，２９ないし３４，３８，４８ないし５５，５９ない

し６４，８６，８８ないし９０，９４，１０３，１０４及び１０６ない

し１０８並びに別表４の番号２９ないし３１，４５ないし５０，５３及

び５５ないし８５の各文書） 

ア 別表１の番号２１の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年６月全体（Ｐｌｅ

ｎａｒｙ）会合の資料の一部であり，我が国の第６次フォローアップ

報告書の案であると認められる。 

別表１の番号６２の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年６月全体会合の議

題の案であり，開催日別の議題及び会議予定等の記載が認められる。 

別表１の番号１０９の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年１０月全体会合

の議題の案であり，開催日別の議題及び会議予定等の記載が認めら

れる。 

別表１の番号１１８の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年２月全体会合の

資料の一部として作成した第８次フォローアップ報告書及び事務局

ノート並びに連絡文書であると認められる。 

別表２の番号２１の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年６月会合ＲＴＭＧ

（Ｒｉｓｋ，Ｔｒｅｎｄｓ ａｎｄ Ｍｅｔｈｏｄｓ Ｇｒｏｕｐ，

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与に関するリスク・傾向・
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手法の分析。以下同じ。）の資料の一部であり，会合の日時，場所

及び議題等に関する記載が認められる。 

別表２の番号２２の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年６月会合ＰＤＧ

（Ｐｏｌｉｃｙ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｒｏｕｐ，政策立案。

以下同じ。）の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に

関する記載が認められる。 

別表２の番号２３の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年６月全体会合の資

料の一部であり，全体会合の日時，場所及び議題の外，専門家会合

を含めた会合の日時及び会議室等に関する記載が認められる。 

別表２の番号４０の文書は，法人の透明性及び実質的支配者に係る

ガイダンス案に関する文書であると認められる。 

別表２の番号４１の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年６月全体会合の資

料の一部であり，２０１４年ないし２０１６年におけるＦＡＴＦの

戦略に関する記載が認められる。 

別表２の番号４２の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年６月全体会合の資

料の一部であり，ＦＡＴＦのガバナンス案等に関する記載が認めら

れる。 

別表２の番号４７の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合ＰＤＧ

の資料の一部であり，別表６の通番３１に掲げる部分を除き，仮想

通貨に係る取組提案等に関する記載が認められる。 

別表２の番号４９の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月全体会合の

資料の一部であり，別表６の通番３２に掲げる部分を除き，ＦＡＴ

Ｆのガバナンス等に関する記載が認められる。 

別表２の番号５４の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合ＧＮＣ

Ｇ（Ｇｌｏｂａｌ Ｎｅｔｗｏｒｋ Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ 

Ｇｒｏｕｐ。以下同じ。）の資料の一部であり，会合の日時，場所

及び議題等に関する記載が認められる。 

別表２の番号５５の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合ＥＣＧ

（Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎｓ ａｎｄ Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ Ｇｒ

ｏｕｐ，相互審査。以下同じ。）の資料の一部であり，会合の日時，

場所及び議題等に関する記載が認められる。 

別表２の番号５６の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合ＩＣＲ

Ｇの資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載

が認められる。 

別表２の番号５７の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合ＲＴＭ

Ｇの資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載

が認められる。 

別表２の番号５８の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合ＰＤＧ
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の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表２の番号５９の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月全体会合の

資料の一部であり，全体会合の日時，場所及び議題の外，専門家会

合を含めた会合の日時及び会議室等に関する記載が認められる。 

別表２の番号７２の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が認

められる。 

別表２の番号７３の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＧＮＣＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表２の番号７４の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＩＣＲＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表２の番号７５の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＰＤＧの

資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が認

められる。 

別表２の番号７６の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月全体会合の資

料の一部であり，全体会合の日時，場所及び議題の外，専門家会合

を含めた会合の日時及び会議室等に関する記載が認められる。 

別表２の番号７７の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＲＴＭＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表２の番号７８の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＩＣＲＧ

に関連する資料であり，ＩＣＲＧのプロセスの改定等に関する記載

が認められる。 

別表２の番号７９の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＰＤＧに

関連する資料であり，ＮＰＯの悪用防止に関するベストプラクティ

スペーパーの改正案等に関する記載が認められる。 

別表２の番号８０の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＰＤＧに

関連する資料であり，ＲＢＡガイダンス案等に関する記載が認めら

れる。 

別表２の番号８１の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合ＲＴＭＧ

に関連する資料であり，ＲＴＭＧにおけるプロジェクトの見通し等

に関する記載が認められる。 

別表２の番号８８の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月全体会合に関

連する資料及び参考資料であり，テロ資金供与策に係る提案等に関

する記載が認められる。 
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別表３の番号２の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月全体会合の資料

の一部であり，テロ資金対策に係る調査報告書であると認められる。 

別表３の番号１４の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年１０月全体会合の

資料の一部であり，他国のＶＴＣ（Ｖｏｌｕｎｔａｒｙ Ｔａｘ 

Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ）プログラムに係る報告書である。 

別表３の番号２１の文書は，ＦＡＴＦ事務局がＦＡＴＦ２０１５年

６月会合ＰＤＧの資料として作成したＮＰＯの悪用防止に関するベ

ストプラクティス・ペーパーの案及び連絡文書であると認められる。  

別表３の番号２７の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月全体会合の資

料の一部であり，我が国に係る第１２次フォローアップ報告書の案

であると認められる。 

別表３の番号２９の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が認

められる。 

別表３の番号３０の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合ＧＮＣＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表３の番号３１の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合ＩＣＲＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表３の番号３２の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合ＰＤＧの

資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が認

められる。 

別表３の番号３３の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月全体会合の資

料の一部であり，全体会合の日時，場所及び議題の外，専門家会合

を含めた会合の日時及び会議室等に関する記載が認められる。 

別表３の番号３４の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合ＲＴＭＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表３の番号３８の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月全体会合の資

料の一部であり，マレーシア相互審査報告書であると認められる。 

別表３の番号４８の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合ＧＮＣ

Ｇの資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載

が認められる。 

別表３の番号４９の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合ＩＣＲ

Ｇの資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載

が認められる。 

別表３の番号５０の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合ＰＤＧ
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の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表３の番号５１の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合ＥＣＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表３の番号５２の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合ＲＴＭ

Ｇの資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載

が認められる。 

別表３の番号５３の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月全体会合の

資料であり，全体会合の日時，場所及び議題の外，専門家会合の日

時及び会議室等に関する記載が認められる。 

別表３の番号５４の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＥＣＧの報告書であると認められる。 

別表３の番号５５の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，第４次相互審査に係るイシュー（課題）につい

ての文書であると認められる。 

別表３の番号６０の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月全体会合の

資料の一部であり，ＥＣＧの報告書であると認められる。 

別表３の番号６１の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月全体会合の

資料の一部であり，ＧＮＣＧの報告書であると認められる。 

別表３の番号６２の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月全体会合の

資料の一部であり，ＩＣＲＧの報告書であると認められる。 

別表３の番号６３の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月全体会合の

資料の一部であり，ＲＴＭＧの報告書であると認められる。 

別表３の番号６４の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月全体会合の

資料の一部であり，ＰＤＧの報告書であると認められる。 

別表３の番号１０３の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年２月全体会合の

資料の一部であり，２０１２年ないし２０２０年のＦＡＴＦマンデ

ートに関して，２０１６年に行った中間年の報告書の案であると認

められる。 

別表３の番号１０６の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年２月全体会合の

資料の一部であり，テロ資金対策に関するＦＡＴＦ戦略等に係る記

載が認められる。 

別表３の番号１０７の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年２月全体会合の

資料の一部であり，テロ資金対策に関するＦＡＴＦ戦略の改訂等に

係る記載が認められる。 

別表４の番号２９の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年６月全体会合の資

料の一部であり，透明性及び実質的所有者に関する提案等に係る記
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載が認められる。 

別表４の番号３０の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年６月会合ＰＤＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦ勧告５に関するガイダンス案等に関す

る記載が認められる。 

別表４の番号３１の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年６月会合ＰＤＧの

資料の案の一部であり，テロ資金供与の犯罪化等に関する記載が認

められる。 

別表４の番号４５の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月全体会合の

資料の一部であり，全体会合の日時，場所及び議題の外，専門家会

合を含めた会合の日時及び会議室等に関する記載が認められる。 

別表４の番号４６の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月会合ＰＤＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表４の番号４７の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月会合ＥＣＧ

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題等に関する記載が

認められる。 

別表４の番号４８の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月会合ＥＣＧ

の資料の一部であり，ＦＡＴＦ勧告におけるメソドロジー（方法

論）の改定等に関する記載が認められる。 

別表４の番号４９の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月会合ＰＤＧ

の資料の一部であり，ＦＡＴＦ勧告５に関するガイダンス案等に関

する記載が認められる。 

別表４の番号５０の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月会合ＰＤＧ

の資料の一部であり，テロ資金供与の犯罪化等に関する記載が認め

られる。 

別表４の番号５３の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月全体会合に

関連する資料であり，ＦＡＴＦ会合サマリー（結果概要）等に関す

る記載が認められる。 

別表４の番号５５の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧ等

の資料の一部であり，会合の日時，場所及び議題の外，専門家会合

を含めた会合の日時及び会議室等に関する記載が認められる。 

別表４の番号５６の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合の資料の

一部であり，スウェーデン相互審査報告書であると認められる。 

別表４の番号５７の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合の資料の

一部であり，スウェーデン相互審査に関するＫｅｙ Ｉｓｓｕｅｓ

（重点事項）の文書であると認められる。 

別表４の番号５８の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合の資料の

一部であり，スウェーデン相互審査に関する資料（Ｓｕｍｍａｒｙ 
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ｏｆ ｒｅｖｉｅｗｅｒ ｃｏｍｍｅｎｔｓ ａｎｄ ａｓｓｅｓ

ｓｍｅｎｔ ｔｅａｍ ｒｅｓｐｏｎｓｅｓ，レビュワーのコメン

ト及び審査団の回答の要旨）であると認められる。 

別表４の番号５９の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，５年目フォローアップ審査に関する文書の案等

であると認められる。 

別表４の番号６０の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦ第４次相互審査における審査員に関す

る文書であると認められる。 

別表４の番号６１の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，国際協力に関する情報提供等に関する記載が認

められる。 

別表４の番号６２の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦ勧告メソドロジー改訂等に関する記載

が認められる。 

別表４の番号６３の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，ＦＡＴＦの予算報告に関する文書であると認めら

れる。 

別表４の番号６４の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦ及びＦＳＲＢによる共同審査報告書の

案であると認められる。 

別表４の番号６５の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，審査員選定に関するガイドラインであると認め

られる。 

別表４の番号６６の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦ及びＯＥＣＤのグローバル・フォーラ

ムの相互審査プロセスに関する文書であると認められる。 

別表４の番号６７の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦの第４次相互審査の概要に関する文書

であると認められる。 

別表４の番号６８の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦのユニバーサル・プロセスの更新に関

する文書であると認められる。 

別表４の番号６９の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦの第４次相互審査に係るトレーニング

に関する文書であると認められる。 

別表４の番号７０の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，相互審査の質及び一貫性に関するレビューに関
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する文書であると認められる。 

別表４の番号７１の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，有効性審査の手法に関する文書であると認めら

れる。 

別表４の番号７３の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＥＣＧの

資料の一部であり，ＦＡＴＦ勧告メソドロジーの改訂に関する文書

であると認められる。 

別表４の番号７４の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，ＴＲＥＩＮ（Ｔｒａｉｎｉｎｇ ａｎｄ Ｒｅｓ

ｅａｒｃｈ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ，他国にあるＦＡＴＦの研修機

関）による報告書であると認められる。 

別表４の番号７５の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，テロ資金供与対策に係る行動計画の進捗に関する

文書であると認められる。 

別表４の番号７６の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合ＲＴＭＧ

の資料の一部であり，ＩＳＩＬへの資金供与に関する文書であると

認められる。 

別表４の番号７７の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，テロ資金対策に係る調査に関する文書であると認

められる。 

別表４の番号７８の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，２０１２年ないし２０２０年の期間に係るＦＡＴ

Ｆ指令に関して，２０１６年に行ったＦＡＴＦ中間レビュー（中間

年の報告）であると認められる。 

別表４の番号７９の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，透明性及び実質的所有権に関する文書であると認

められる。 

別表４の番号８０の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，ＦＡＴＦのワークプランに関する文書であると認

められる。 

別表４の番号８１の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，ＦＡＴＦのＴＲＥＩＮ（研修機関）運営委員会に

関する文書であると認められる。 

別表４の番号８２の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月全体会合の資

料の一部であり，他国の相互審査に係るフォローアップ調査に関す

る文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ会合の資料等であり，

下記（イ）及び（ウ）に掲げる部分を除き，その様式及び記載内容
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からＦＡＴＦ事務局が作成した文書であると認められ，上記（２）

イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開示とした

ことは妥当である。 

（イ）別表１の番号１１８及び別表３の番号２１の文書のうち，連絡文

書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，当該文

書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該各文書には，意見及び検討結果等を含む

連絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア

（イ）と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表２の番号８８の文書のうち，参考資料は，日本語訳の文書で

あるが，ＦＡＴＦ２０１５年２月全体会合に関連する資料の概要等

である旨の記載が認められ，上記（２）イ（エ）と同様の理由によ

り，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

イ 別表２の番号４８の文書は，ＩＳＩＬへの資金供与に係るプロジェ

クトに関する文書及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該文書は，下記（イ）の部分を除き，その

記載内容からＦＡＴＦ事務局が作成した文書であると認められ，上

記（２）イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開

示としたことは妥当である。 

（イ）当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説

明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ウ 別表１の番号１５の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年６月会合の資料の

一部であり，ＦＡＴＦのＰＥＰｓ（Ｐｏｌｉｔｉｃａｌｌｙ Ｅｘｐ

ｏｓｅｄ Ｐｅｒｓｏｎｓ）に係るガイダンスドラフトである。 

別表２の番号２０の文書は，特定の期間におけるＦＡＴＦの会議予

定及び審査スケジュール等に関する文書であると認められる。 

別表２の番号６０の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月のＦＡＴＦ

／Ｇ２０における腐敗対策専門家会合（Ｅｘｐｅｒｔｓ Ｍｅｅｔ

ｉｎｇ ｏｎ Ｃｏｒｒｕｐｔｉｏｎ）の議題，資料（案）及びそ

れらを送付する旨のＦＡＴＦ事務局からの文書であると認められる。 

別表３の番号５９の文書は，ＦＡＴＦ勧告５解釈ノート（改訂）の

案であると認められる。 
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別表３の番号８６の文書は，テロ資金対策に係るＦＡＴＦ調査フォ

ローアップに関する文書であると認められる。 

別表３の番号８８の文書は，ＦＡＴＦ議長提案の内容が記載された

文書であると認められる。 

別表３の番号８９の文書は，ＦＡＴＦ事務局が作成したテロ資金供

与に関する質問票（確定版）であると認められる。 

別表３の番号９０の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１２月臨時会合の

資料の一部を事後的に修正したものであり，ＦＡＴＦ議長サマリー

に関する記載が認められる。 

別表３の番号９４の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１２月臨時全体会

合の資料の一部を事後的に修正したものであり，ＦＡＴＦ議長サマ

リーに関する文書であると認められる。 

別表３の番号１０４の文書は，ＦＡＴＦのＥＣＧによる報告の案で

あると認められる。 

別表３の番号１０８の文書は，ＦＡＴＦプレナリー（全体）会合の

結果の案であると認められる。 

別表４の番号７２の文書は，非営利団体へのＦＡＴＦ勧告実施に関

する文書の案であると認められる。 

別表４の番号８３の文書は，ＦＡＴＦのＣＮＣＧによる報告の案で

あり，ＦＡＴＦ事務局の作成段階の文書案であると認められる。 

別表４の番号８４の文書は，ＦＡＴＦのＥＣＧによる報告の案であ

ると認められる。 

別表４の番号８５の文書は，ＦＡＴＦのＩＣＲＧによる報告の案で

あると認められる。 

これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ会合に関する資料及び

ＦＡＴＦ事務局からの照会等に関する文書であり，その記載内容か

らＦＡＴＦ事務局が作成した文書であると認められ，上記（２）イ

（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開示としたこ

とは妥当である。 

（７）別表の不開示理由⑥の文書（別表１の番号１７，１９，６６及び１３

２の各文書） 

ア 別表１の番号１７の文書は，我が国がＦＡＴＦに提出した第６次フ

ォローアップ報告書及びその日本語訳した文書であると認められる。 

別表１の番号１９の文書は，上記第６次フォローアップ報告書の添

付資料等及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）に掲げる部分を除

き，第６次フォローアップ報告書，その日本語訳した文書及びその

添付資料等であり，上記（２）エ（ウ）と同様の理由により，法５
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条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（イ）別表１の番号１９の文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，

補充理由説明書（１）セにおいて，当該部分は法５条６号柱書きに

も該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 別表１の番号６６の文書は，別表１の番号６５の文書のＦＡＴＦ会

合での発言要領の確定版であり，当該文書のうち別表６の通番１２に

掲げる部分を除く部分には，ＦＡＴＦから指摘のあった事項への対応

に向けた調整過程等の極めて機微な事項の記載が認められ，これを公

にすると，他国又はＦＡＴＦ事務局の関心事項が明らかとなり，他国

又は国際機関との信頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長

が認めることにつき相当の理由があると認められることから，法５条

３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

ウ 別表１の番号１３２の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年２月会合におけ

る我が国のマネー・ローンダリング対策やテロ資金対策等の取組につ

いて記載したフォローアップ報告の結果に関する文書及び連絡文書で

あり，報告結果文書には，同会合における各国の意見等が記載されて

いると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該文書は，下記（イ）の部分を除き，我が

国の取組に関するＦＡＴＦ会合での他国の意見等の記載が認められ，

上記（２）イ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不

開示としたことは妥当である。 

（イ）当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説

明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（８）別表の不開示理由⑦の文書（別表１の番号２２の文書） 

標記文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団の訪日予定期間中における関

係府省庁の幹部職員の予定についての関係府省庁からの文書及びその参

考資料並びに連絡文書と認められる。 

ア これを検討するに，当該文書は，下記イ及びウに掲げる部分を除き，

ＦＡＴＦハイレベル使節団との面談対応者に関する記載が認められ，
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これらを公にすることにより，今後のＦＡＴＦへの対応に係る関係府

省庁の検討体制も明らかになるため，法５条５号に該当すると認めら

れ，同条３号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当

である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

   ウ 当該文書のうち，参考資料として添付されたＦＡＴＦ会合資料につ

いて検討するに，当該部分は，ＦＡＴＦハイレベル使節団が派遣さ

れた他国についての報告書であり，上記（２）イ（エ）と同様の理

由により，法５条３号に該当し，同条５号について判断するまでも

なく，不開示としたことは妥当である。 

（９）別表の不開示理由⑧の文書（別表１の番号２３，６７，１１１及び１

３０，別表２の番号２７及び６１，別表３の番号３５，５６，５８，８

２，８３及び９９，別表４の番号２８，４１及び５４並びに別表５の番

号５の各文書） 

別表１の番号２３及び６７の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年６月会合へ

の我が国の対処方針案に関する文書及び連絡文書であり，法務省等にお

ける対応に関する記載が認められる。 

別表１の番号１１１の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年１０月会合への我

が国の対処方針案等に関する文書及び連絡文書であり，法務省等におけ

る対応に関する記載が認められる。 

別表１の番号１３０の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年２月会合への我が

国の対処方針案に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対

応に関する記載が認められる。 

別表２の番号２７の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年６月会合への我が国

の対処方針案に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対応

に関する記載が認められる。 

別表２の番号６１の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合への我が

国の対処方針案に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対

応に関する記載が認められる。 

別表３の番号３５の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合への我が国

の対処方針案に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対応

に関する記載が認められる。 
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別表３の番号５６の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合への我が

国の対処方針案に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対

応に関する記載が認められる。 

別表３の番号５８の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合への我が

国の対処方針案に関する文書であり，法務省等における対応に関する記

載が認められる。 

別表３の番号８２の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１２月臨時会合への

我が国の対処方針案及び他国作成の提案資料等を含む他国との担当者会

議に関する文書並びに連絡文書であり，法務省等における対応に関する

記載が認められる。 

別表３の番号８３の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１２月臨時会合への

我が国の対処方針案に関する文書であり，法務省等における対応に関す

る記載が認められる。 

別表３の番号９９の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年２月会合への我が国

の対処方針案に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対応

に関する記載が認められる。 

別表４の番号２８の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年６月会合への我が国

の対処方針案等に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対

応に関する記載が認められる。 

別表４の番号４１の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年１０月会合への我が

国の対処方針案及び参考資料に関する文書並びに連絡文書であり，法務

省等における対応に関する記載が認められる。 

別表４の番号５４の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合への我が国

の対処方針案に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対応

に関する記載が認められる。 

別表５の番号５の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年６月会合への我が国の

対処方針案等に関する文書及び連絡文書であり，法務省等における対応

に関する記載が認められる。 

ア これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦ会合等への我が国の対

応方針案及び連絡文書であり，下記イないしエに掲げる部分を除き，

同会合への対処方針等に関する記載が認められ，当該部分を用いて関

係府省庁間において協議及び検討等を行ったものと認められる。 

そうすると，これらを公にすることにより，今後のＦＡＴＦ会合の

対応方針の検討において，関係府省庁間の率直な意見交換又は意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれや不当に国民の間に混乱を

生じるおそれがある旨の不開示理由⑧の諮問庁の説明は否定し難く，

法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開

示としたことは妥当である。 



 

 64 

イ 別表１の番号２３，６７，１１１及び１３０，別表２の番号２７及

び６１，別表３の番号３５，５６，８２及び９９，別表４の番号２８，

４１及び５４並びに別表５の番号５の各文書のうち，連絡文書につい

て，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，当該文書は法５条

６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ウ 別表３の番号８２の文書のうち，他国のＦＡＴＦ担当者との電話会

議の資料及びその結果概要には，ＦＡＴＦにおける検討事項及びそれ

に対する各国担当者の率直な意見等の記載が認められ，上記（２）イ

（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

エ 別表４の番号４１の文書のうち，参考資料には，ＦＡＴＦからの他

国に対する声明案等が記載されていることが認められ，これらを公に

すると，ＦＡＴＦ事務局との信頼関係を損なうおそれがある旨の不開

示理由⑧の諮問庁の説明は否定し難く，法５条３号に該当し，同条５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（１０）別表の不開示理由⑨の文書（別表１の番号２４の文書） 

   標記文書は，他国に駐在する大使から外務大臣へ宛てた文書であり，

当該他国におけるＦＡＴＦ２０１３年６月会合に向けた取組等を記載し

た文書であると認められ，上記（２）イ（ウ）と同様の理由により，法

５条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（１１）別表の不開示理由⑩の文書（別表１の番号２５の文書） 

標記文書は，参議院議員選挙期間中の法務省幹部への報告案件等が記

載された文書及び連絡文書であると認められる。 

   ア 当該文書のうち，下記イに掲げる部分を除く部分について，諮問庁

は，補充理由説明書（１）キにおいて，当該報告案件文書は法５条

６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該報告案件は，法務省が当該期間中に行う予

定であった事務の概要及び当該事務の報告対象に関する記載が認め

られ，これらを公にすると，これらの報告事項に係る組織的な処理

体制及び情報共有の範囲等が明らかになり，法務省における事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある旨の上記諮問庁の説明を否

定することまではできず，法５条６号柱書きに該当し，同条５号に

ついて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書
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（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条５号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（１２）別表の不開示理由⑪の文書（別表１の番号２６，２７及び７０の各

文書） 

ア 別表１の番号２６の文書は，公電であって，ＦＡＴＦ事務局と我が

国担当者との間で行ったＦＡＴＦハイレベル使節団来日に関する協議

の概要を記載した文書であると認められる。 

これを検討するに，当該文書を公にすると，ＦＡＴＦハイレベル使

節団の来日目的や，ＦＡＴＦ事務局が希望する当該使節団の活動内

容等が明らかになることから，ＦＡＴＦ事務局との信頼関係を損な

うおそれがあるのみならず，今後の同種の交渉の柔軟性を損なうこ

とになり，ひいては交渉上の不利益を被るおそれがあることは否定

できない。 

したがって，当該文書は，公にすることにより，他国との信頼関係

が損なわれるおそれや他国との交渉上不利益を被るおそれがあると

行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるの

で，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

イ 別表１の番号２７の文書は，①ＦＡＴＦハイレベル使節団来日に関

する文書及び②上記アの文書並びに③連絡文書であると認められ，上

記②については，上記アにおいて既に検討していることから，この部

分を除き，以下，検討することとする。 

（ア）上記①の文書には，上記アの文書を前提としたＦＡＴＦハイレベ

ル使節団の活動内容等についての関係府省庁間における調整に係る

記載が認められ，これを公にすると，ＦＡＴＦ事務局との信頼関係

が損なわれるおそれや交渉上不利益を被るおそれがある旨の不開示

理由⑪の諮問庁の説明は否定し難く，法５条３号に該当し，不開示

としたことは妥当である。 

（イ）上記③の連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）セ

において，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ウ 別表１の番号７０の文書は，ＦＡＴＦ事務局と我が国担当者とで行
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ったＦＡＴＦハイレベル使節団来日に関する協議の概要を記載した文

書であり，別表１の番号２７の文書の一部であると認められることか

ら，上記イ（ア）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開示

としたことは妥当である。 

（１３）別表の不開示理由⑫の文書（別表１の番号２８の文書） 

標記文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団メンバーの氏名，顔写真及び

経歴等が具体的に記載された資料であると認められる。 

当該文書について，当審査会事務局職員をして諮問庁に更に確認させ

たところ，諮問庁は，これらを公にすることにより，詳細事項を明らか

にしていないＦＡＴＦハイレベル使節団との面談内容等を推認されるお

それがあり，法務省では，国際機関の職員について，局長級以上の場合

には公表慣行があるものとしており，当該国際機関の職員は局長級以上

には該当せず，局長級以上のハイレベル使節団メンバーについては，第

４０６号及び第６０７号において開示している旨補足して説明する。 

これを検討するに，上記諮問庁の説明は，これを否定することまでは

できず，当該文書は，これらを公にすることにより，国際機関等との信

頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相

当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開示とした

ことは妥当である。 

（１４）別表の不開示理由⑬の文書（別表１の番号３２，３５，４０，４２，

４８，４９，５１，５４ないし５６，５８，６０，６１及び７６の各文

書） 

ア 別表１の番号３２及び４０の文書は，ハイレベル使節団に対して提

示するアクションプラン案及びハイレベル使節団への応答要領案等並

びに連絡文書であると認められる。 

別表１の番号３５の文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団来日につい

ての想定問答案等及び連絡文書であり，想定問答案等には，関係省

府省庁における修正及び意見等の記載が認められる。 

別表１の番号４９の文書は，アクションプラン案の英語訳付き文書

及び連絡文書であり，法務省等の意見の記載が認められる。 

別表１の番号６０の文書は，別表６の通番１１の部分を除き，ＦＡ

ＴＦハイレベル使節団に対する発言要領，応答要領案及び挨拶案並

びに連絡文書であり，法務省等の修正及び意見等の記載が認められ

る。 

別表１の番号６１の文書は，アクションプラン案及びハイレベル使

節団応答要領案並びに連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団来

日の際の発言要領，応答要領，アクションプラン案及び連絡文書で
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あり，下記（イ）に掲げる部分を除き，当該発言要領，応答要領及

びアクションプランの担当省庁等の割り振り並びに修正及び意見等

の記載が認められ，これらを公にすることにより，今後のＦＡＴＦ

相互審査に向けた政策調整において，関係省庁間の率直な意見交換

又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間

に混乱を生じるおそれがある旨の不開示理由⑬の諮問庁の説明は否

定し難く，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでも

なく，不開示としたことは妥当である。 

  （イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

  イ 別表１の番号４２，５１，５４ないし５６及び５８の文書は，ＦＡ

ＴＦハイレベル使節団についての官邸説明資料案等及び連絡文書であ

り，法務省等における修正及び意見等の記載が認められる。 

別表１の番号４８の文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団についての

関係府省庁打合せの資料案及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団に

ついての官邸説明資料等及び連絡文書であり，下記（イ）に掲げる

部分を除き，当該事案について，法務省等における修正及び意見に

関する記載が認められ，上記（２）イ（ア）と同様の理由により，

法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開

示としたことは妥当である。 

  （イ）当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明

書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨

説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ウ 別表１の番号７６の文書は，別表６の通番１５の部分を除き，ＦＡ

ＴＦハイレベル使節団の応対に関する文書，来日した際の結果が記載

された文書等及び連絡文書であると認められる。 

（ア）当該文書のうち，ＦＡＴＦハイレベル使節団の応対に関する文書

には，ＦＡＴＦハイレベル使節団の来日中の面談，会合及びそれに
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伴う日本側の応対等についての記載が認められ，これらを公にする

と，ＦＡＴＦハイレベル使節団の規模並びにＦＡＴＦハイレベル使

節団が行った面談及び会合等の内容が明らかとなり，その結果とし

て，ＦＡＴＦ事務局の活動や関心事項が明らかとなり，ＦＡＴＦ事

務局との信頼関係が損なわれるおそれがある旨の不開示理由⑬の諮

問庁の説明は否定し難く，法５条３号に該当し，同条５号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該文書のうち，ＦＡＴＦハイレベル使節団公式ディナーに関す

る文書については，公式ディナーの開催日時，参加者及び座席等に

関する記載が認められる。 

そうすると，上記文書を公にすると，特定の出席者が集まってい

たということが明らかにされること自体が我が国の交渉状況を明ら

かにすることと同様の結果を招来し，ＦＡＴＦ対応に係る我が国の

関係者の範囲及び関与の状況が推認できる可能性があると認められ

ることから，我が国が交渉上の不利益を被るおそれがある旨の不開

示理由⑬の諮問庁の説明は否定し難く，当該文書の全部は，法５条

３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示とし

たことは妥当である。 

（ウ）当該文書のうち，ＦＡＴＦハイレベル使節団との会合記録につい

ては，ＦＡＴＦ事務局からの意見の記載が認められるが，諮問庁に

よると，ＦＡＴＦ事務局に会合記録を公開することについての確認

を行ったことはないとのことであり，当該部分を公にすると，ＦＡ

ＴＦ事務局が公開されることを予定せずに行った忌たんない発言が

一般的に公開されることになるとの疑念を持たれ，信頼関係を損な

うこととなり，ひいてはこれまでの信頼関係に基づいて入手してい

た情報が取得困難になるなどの交渉上の不利益を被るおそれがある

と認められる。 

そうすると，当該部分を公にすることにより，他国との信頼関係

が損なわれるおそれ又は他国との交渉上不利益を被るおそれがある

と行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められる

ので，法５条３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，

不開示としたことは妥当である。 

（エ）当該文書に記載されたＦＡＴＦハイレベル使節団メンバーの氏名，

顔写真及び経歴等のうち，別表６の通番１５に掲げる部分を除く部

分は，別表１の番号２８の文書の日本語訳であると認められ，上記

（１３）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（オ）当該文書のうち，ＦＡＴＦ事務局からの文書を検討するに，当該
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文書は，ＦＡＴＦ事務局から我が国に宛てた文書であり，その内容

等を公にすることにより，他国又はＦＡＴＦ事務局との信頼関係が

損なわれるおそれや交渉上不利益を被るおそれがある旨の不開示理

由⑬の諮問庁の説明は否定し難く，法５条３号に該当し，同条５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（カ）当該文書のうち，法務大臣説明資料部分については，当該部分は，

ＦＡＴＦハイレベル使節団の訪日結果に関する極めて機微な事項に

わたる情報の記載が認められ，上記（２）カ（ウ）と同様の理由に

より，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，

不開示としたことは妥当である。 

（キ）当該文書のうち，記者会見想定に関する文書について，以下検討

するに，当該文書は，法務省内で作成した想定問答案であり，当該

文書を用いて，法務省において協議及び検討を行ったものと認めら

れる。 

そうすると，これらを公にすることにより，今後の同種の文書 

の検討において，法務省内の率直な意見交換又は意思決定の中立性

が不当に損なわれるおそれがあると認められることから，法５条５

号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示とした

ことは妥当である。 

（ク）当該文書のうち，その余の部分である連絡文書について，諮問庁

は，補充理由説明書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書

きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（１５）別表の不開示理由⑭の文書（別表１の番号３３，３７，７３，１１

５，１３３及び１３４，別表２の番号３３，６８及び８６，別表３の番

号２８，３６，４３，４７，６５，７２，８５及び１００並びに別表４

の番号３２，５１及び８６の各文書） 

ア 別表１の番号３３，３７及び７３の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年６

月会合の模様の記録案であり，別表６の通番６，７及び１３に掲げる

部分を除く部分には，同会合における他国の報告及び意見等を含め，

同会合の概要の記載があると認められる。 

別表１の番号１１５の文書は，ＦＡＴＦ２０１３年１０月会合の模

様の記録案及び連絡文書であり，別表６の通番１７に掲げる部分を

除く部分には，会合における他国の報告及び意見等を含め同会合の

結果概要等の記載があると認められる。 
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別表１の番号１３３及び１３４の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年２月

会合の模様の記録案等及び連絡文書であり，別表６の通番１８及び

１９に掲げる部分を除く部分には，他国の報告及び意見等を含め同

会合の結果概要等の記載が認められる。 

別表２の番号３３の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年６月会合の模様の

記録案等及び連絡文書であり，別表６の通番２５に掲げる部分を除

く部分には，同会合における他国の報告及び意見等を含め同会合の

結果概要等の記載があると認められる。 

別表２の６８の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年１０月会合の模様の記

録案等及び連絡文書であり，別表６の通番３３に掲げる部分を除く

部分には，会合における他国の報告及び意見等を含め，同会合の結

果概要等の記載があると記載が認められる。 

別表３の番号２８の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月会合の模様の

記録案等及び連絡文書であり，別表６の通番３５に掲げる部分を除

く部分には，同会合における他国の報告及び意見等を含め，同会合

の結果概要等の記載があると認められる。 

別表３の番号３６の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合の模様の

記録案等及び連絡文書であり，別表６の通番３６に掲げる部分を除

く部分には，会合における他国の報告及び意見等を含め，同会合の

結果概要等の記載があると認められる。 

 別表３の番号４７の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合の模様

の記録案及び同記録案を送付した公電であり，別表６の通番３８に

掲げる部分を除く部分には，同会合における他国の報告及び意見等

を含め，同会合の結果概要等の記載及び当該記録の送付に関する事

項の記載が認められる。 

別表３の番号６５の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月会合の模様

の記録及び連絡文書であり，別表６の通番３９に掲げる部分を除く

部分には，同会合における他国の報告及び意見等を含め，同会合の

結果概要等の記載があると認められる。 

 別表３の番号８５の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１２月臨時会合

の模様の記録案等及び連絡文書並びに同記録を送付した公電であり，

別表６の通番４５に掲げる部分を除く部分には，同会合における他

国の報告意見等を含め，同会合の結果概要等の記載及び当該記録に

ついての取扱いに関する記載が認められる。 

別表３の番号１００の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年２月会合の模様

の記録案等及び連絡文書であり，別表６の通番４６に掲げる部分を

除く部分には，同会合における他国の報告及び意見等を含め，同会

合の結果概要等の記載があると記載が認められる。 
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別表４の番号３２の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年６月会合の模様の

記録案等及び連絡文書であり，別表６の通番４８に掲げる部分を除

く部分には，同会合における他国の報告及び意見等を含め，同会合

の結果概要等の記載があると認められる。 

別表４の番号５１の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月会合の模様

の記録案等及び連絡文書であり，別表６の通番５１に掲げる部分を

除く部分には，同会合における他国の報告及び意見等を含め，同会

合の結果概要等の記載があると認められる。 

別表４の番号８６の文書は，ＦＡＴＦ２０１７年２月会合の模様の

記録案等及び連絡文書であり，別表６の通番５２に掲げる部分を除

く部分は，同会合における他国の報告及び意見等を含め，同会合の

結果概要等の記載があると認められる。 

（ア）当該各文書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）エにおい

て，諮問庁は，法５条５号にも該当する旨説明する。 

これを検討するに，下記（イ）ないし（エ）に掲げる部分を除き，

当該不開示維持部分は，今後のＦＡＴＦ対応に資するため，関係府

省庁間において，ＦＡＴＦ会合での各国の意見や指摘事項を整理し，

検討したものであり，その目的のため，関係府省庁のＦＡＴＦへの

関心事項や着眼点が率直に反映されたものとなっており，これらを

公にすると，関係府省庁の関心事項等が明らかとなり，それを記録

することをちゅうちょする等して，今後のＦＡＴＦ対応における十

分な議論，意思疎通に支障を来し，率直な意見の交換が不当に損な

われるおそれがある旨の上記諮問庁の説明は否定し難く，法５条５

号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示とした

ことは妥当である。 

（イ）別表１の番号１１５，１３３及び１３４，別表２の番号３３及び

６８，別表３の番号２８，３６，６５，８５及び１００並びに別表

４の番号３２，５１及び８６の各文書のうち，連絡文書について，

諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，当該文書は法５条６

号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表３の番号４７及び番号８５の各文書のうち，公電については，

上記（２）イ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同

条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当であ

る。 
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（エ）別表２の番号３３並びに別表４の番号３２及び５１の各文書のう

ち，ＦＡＴＦ会合の会議名称欄（英文）及びＦＡＴＦ会合模様の添

付資料について検討するに，当該部分は，ＦＡＴＦ会合模様に付属

する資料であると認められ，これらを公にすると，原則非公開とさ

れているＦＡＴＦ会合の内容が推認される可能性があると認められ

ることから，ＦＡＴＦ事務局との信頼関係が損なわれるおそれがあ

る旨の不開示理由⑭の諮問庁の説明は否定し難く，法５条３号に該

当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは

妥当である。 

イ 別表２の番号８６の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年２月全体会合の結

果速報案等及びその参考資料並びに連絡文書であると認められる。 

別表３の番号４３の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月全体会合の結

果速報案等であると認められる。 

別表３の番号７２の文書は，ＦＡＴＦ２０１５年１０月全体会合の

結果速報案等及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）及び（ウ）に掲げ

る部分を除き，ＦＡＴＦ全体会合における議論の結果の速報であり，

その概要が記載されていると認められ，これらを公にすると，原則

非公開とされているＦＡＴＦ会合の概要が推認される可能性がある

と認められることから，ＦＡＴＦ事務局との信頼関係が損なわれる

おそれがある旨の不開示理由⑭の諮問庁の説明は否定し難く，法５

条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（イ）別表２の番号８６及び別表３の番号７２の文書のうち，連絡文書

について，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，当該文書

は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表２の番号８６の文書のうち，参考資料の文書は，２０１５年

ＦＡＴＦ２月全体会合の議論において指摘された事項等及びその対

応について記載された文書であり，これらを公にすると，原則非公

開とされているＦＡＴＦ会合の議論の内容が推認される可能性があ

ると認められることから，ＦＡＴＦ事務局との信頼関係が損なわれ

るおそれがある旨の不開示理由⑭の諮問庁の説明は否定し難く，法

５条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（１６）別表の不開示理由⑮の文書（別表１の番号３４の文書） 

標記文書は，Ｇ２０の財務大臣・中央銀行総裁会議の共同声明案（コ
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ミュニケ案）及び連絡文書であると認められる。 

ア これを検討するに，当該文書は，下記イに掲げる部分を除き，当該

会議において検討された共同声明案であり，マネーロンダリング・テ

ロ資金供与対策等に関する記載が認められる。 

国際会議における検討中の共同声明案は，一般的に，公開を前提と

はしていないものであり，国際会議参加国等も当然秘匿されるもの

であるという期待と信頼が前提となっているものと考えられる。そ

うすると，当該文書を公にすることにより，他国との信頼関係が損

なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理

由があると認められるので，法５条３号に該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（１７）別表の不開示理由⑯の文書（別表１の番号３６，５０，１０６，１

０８及び１１７，別表２の番号４３，別表３の番号１８，７７，９６及

び９８，別表４の番号１１ないし１３並びに別表５の番号７の各文書） 

標記各文書は，ＦＡＴＦのＭＯＮＥＹＶＡＬ（欧州評議会マネーロン

ダリング対策評価専門家会合）及びＦＡＴＦ第４次審査等に関連した複

数の他国との国際協力に関する情報提供（実績等）が記載された文書並

びに連絡文書であると認められる。 

ア これを検討するに，当該各文書は，下記イに掲げる部分を除き，Ｆ

ＡＴＦ事務局からの照会に対する回答及び回答に用いた参考資料と認

められることから，上記（２）イ（エ）と同様の理由により，法５条

３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（１８）別表の不開示理由⑰の文書（別表１の番号４３の文書） 

標記文書は，ＦＡＴＦ議長から担当大臣に宛てた文書等であり，ＦＡ
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ＴＦ事務局における日本の取組に関しての認識に関する記載が認められ

る。 

これを検討するに，当該文書は，別表６の通番９に掲げる部分を除き，

これを公にすることにより，ＦＡＴＦ事務局との信頼関係が損なわれる

おそれや交渉上不利益を被るおそれがある旨の不開示理由⑰の諮問庁の

説明は否定し難く，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当であ

る。 

（１９）別表の不開示理由⑱の文書（別表１の番号４５の文書） 

標記文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団メンバーの氏名，顔写真及び

経歴等が具体的に記載された別表１の番号２８の文書を日本語訳した文

書であると認められ，上記（１３）と同様の理由により，法５条３号に

該当し，不開示としたことは妥当である。 

（２０）別表の不開示理由⑲の文書（別表１の番号５２の文書） 

標記文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団来日に際して行われた公式デ

ィナーの我が国の出席予定者及び当該出席者に関する文書並びに連絡文

書であると認められる。 

   ア これを検討するに，当該文書は，下記イの部分を除き，当該公式デ

ィナーの関係府省庁の出席予定者及び公式ディナーに関する記載が

認められ，上記（１４）ウ（イ）と同様の理由により，法５条３号

に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示としたこ

とは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。  

（２１）別表の不開示理由⑳の文書（別表１の番号５３の文書） 

 標記文書は，ＦＡＴＦハイレベル使節団の訪日スケジュール案の変更

に関する文書及び連絡文書であると認められる。  

ア 標記文書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）クにおいて，

法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，標記文書は，下記イに掲げる部分を除き，変更

後のＦＡＴＦハイレベル使節団の訪日スケジュール案の記載が認め

られ，これを公にすると，法務省に直接関係しない情報についてや

り取りをすることを差し控え，関係府省庁との間の迅速で円滑な情

報共有等が困難になり，その結果，今後のＦＡＴＦ対応について，
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関係府省庁からの連絡等が遅延したり，法務省が正確な情報を入手

できなくなったり，ＦＡＴＦ対応に係る情報の取得といった法務省

の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある旨の上記諮問庁の

説明は否定し難く，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（２２）別表の不開示理由㉑の文書（別表１の番号５７，７１，７４，８９

及び１０７，別表２の番号５２，別表４の番号１ないし４並びに別表５

の番号１及び２の各文書） 

ア 別表１の番号５７の文書は，ＦＡＴＦのＷＥＧＩ（評価・履行作業

部会）における第４次相互審査評価基準書（日本語訳）及び連絡文書

であると認められる。 

別表１の番号７１及び７４の文書は，ＦＡＴＦの声明文（仮訳）及

び国際的な資金洗浄・テロ資金供与対策の遵守の改善継続プロセス

（仮訳）並びに連絡文書であると認められる。 

別表１の番号８９の文書は，ＦＡＴＦ声明文（仮訳），国際的な資

金洗浄・テロ資金供与対策の遵守の改善継続プロセス（仮訳）及び

仮訳の確認に用いる資料並びに連絡文書であると認められる。 

別表１の番号１０７の文書は，テロ資金提供処罰関係の法案（英語

仮訳）及び連絡文書であると認められる。 

別表２の番号５２の文書は，国家公安委員会ウェブサイトへの掲載

資料案及び連絡文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該各文書は，下記（イ）及び（ウ）に掲げ

る部分を除き，当該文書案について法務省等で検討等を行ったもの

であり，関係府省庁において協議及び検討等を行った文書と認めら

れる。 

そうすると，これらを公にすることにより，今後の同種の文書の

確認及び検討において，関係府省庁間における率直な意見交換や意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれや，不当に国民の間に混

乱を生じるおそれがあると認められることから，法５条５号に該当

し，不開示としたことは妥当である。 

（イ）当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書
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（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説

明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表１の番号８９の文書のうち，ＦＡＴＦのロゴマーク入りの文

書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）ウにおいて，当該文

書は法５条３号にも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書は，その様式及び記載内容からＦＡ

ＴＦ事務局が作成した文書であると認められることから，当該各文

書は，上記（２）イ（エ）と同様の理由により，法５条３号に該当

し，同条５号について判断するまでもなく，不開示としたことは妥

当である。 

イ 別表４の番号１の文書は，平成２９年度概算要求額（ＦＡＴＦ分担

金）及び平成２９年度ＡＰＧ分担金関係省庁要求額内訳（案）である

と認められる。 

別表４の番号２の文書は，府省庁別平成２９年度分担金・拠出金概

算要求額の記載がある文書及び連絡文書であると認められる。 

別表４の番号３の文書は，法務省等から国際機関への拠出金・出資

金等の記載がある文書及び連絡文書であり，別表６の通番４７に掲

げる部分を除き，関係府省庁において，国際機関への拠出金・出資

金等に関する報告書について検討等を行った文書であると認められ

る。 

別表４の番号４の文書は，省庁別の２０１７年ＯＥＣＤ分担金額が

記載された文書及び連絡文書であると認められる。 

別表５の番号１の文書は，平成２８年度行政事業レビューの案であ

り，法務省内でその内容の確認及び検討等を行った文書であると認

められる。 

別表５の番号２の文書は，平成２８年度行政事業レビューの案の添

付資料及び連絡文書であり，別表６の通番５３に掲げる部分を除き，

法務省内でその記載内容の確認等を行った文書であると認められる。 

（ア）これを検討するに，当該不開示維持部分は，ＦＡＴＦに係る予算

額及びＦＡＴＦに係る事業についての行政事業レビューに関する文

書であり，下記（イ）に掲げる部分を除き，法務省において，関係

府省庁からの文書について，その記載内容を検討した文書であると

認められ，これらを公にすることにより，今後の同種の文書の検討

において，関係府省庁間における率直な意見交換や意思決定の中立
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性が不当に損なわれるおそれや不当に国民の間に混乱を生じるおそ

れがあると認められることから，法５条５号に該当し，不開示とし

たことは妥当である。 

（イ）別表４の番号２ないし４及び別表５の番号２の各文書ののうち，

連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）セにおいて，

当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連

絡内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）

と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（２３）別表の不開示理由㉒の文書（別表１の番号５９，６９及び８１の各

文書） 

別表１の番号５９の文書は，公電であり，当該他国から我が国に対し

て行われたＦＡＴＦへの新規加盟要請に関する文書であると認められる。 

別表１の番号６９の文書は，他国から我が国に対して送付されたＦＡ

ＴＦへの新規加盟要請に関する文書であると認められる。 

別表１の番号８１の文書は，公電であり，他国から我が国に対して行

われたＦＡＴＦへの新規加盟要請に関する文書であると認められる。 

これを検討するに，当該各文書には，他国から我が国に対して行われ

たＦＡＴＦへの新規加盟要請に関する記載があり，上記（２）イ（ウ）

と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当で

ある。 

（２４）別表の不開示理由㉓の文書（別表１の番号６８の文書） 

標記文書は，ＦＡＴＦ２０１５年６月会合の対処方針案であり，会合

の日程，議題及び内容，我が国の出席者並びに対応方針等が記載されて

いると認められる。 

当該文書について，諮問庁は，補充理由説明書（１）カにおいて，上

記（９）アの不開示理由と同様に，法５条５号にも該当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書は，ＦＡＴＦ会合の対応方針等について，

法務省等において検討を行った文書であり，これらを用いて関係府省庁

間において協議及び検討を行ったものと認められ，上記（９）アと同様

の理由により，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでも

なく，不開示としたことは妥当である。 

（２５）別表の不開示理由㉔の文書（別表１の番号８２の文書） 

標記文書は，公電であり，他国のＦＡＴＦグレイリストからの削除要

請に関する状況についての報告であると認められる。そうすると，これ

を公にすることにより，他国等との信頼関係が損なわれるおそれがある

と行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，



 

 78 

法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（２６）別表の不開示理由㉕の文書（別表１の番号８５の文書） 

標記文書は，公電であり，ＦＡＴＦに関する我が国の取組の説明に対

する他国の意見等の記載がある文書であると認められる。そうすると，

上記（２）イ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開示

としたことは妥当である。 

（２７）別表の不開示理由㉖の文書（別表２の番号３及び別表３の番号１１

０の各文書） 

標記各文書は，我が国のテロ資金対策についての他国からの質問事項

及びこれに対する回答案に関する文書並びに連絡文書であり，別表６の

通番２０に掲げる部分を除き，その内容を法務省等で検討したものであ

ると認められる。 

ア これを検討するに，当該各文書は，他国からの照会に対する回答案

であり，下記イの部分を除き，法務省等において検討を行ったもので

あり，これらを用いて，関係府省庁間において協議及び検討を行った

ものと認められ，これらを公にすることにより，今後の同種の照会に

対する回答の議論において，関係府省庁間の率直な意見交換又は意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあると認められることから，

法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示

としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（２８）別表の不開示理由㉗の文書（別表２の番号７の文書） 

標記文書は，別表６の通番２１に掲げる部分を除き，統合型リゾート

（ＩＲ）に係るマネー・ローンダリング対策を含む詳細な制度設計につ

いて記載された文書及び連絡文書であると認められる。 

ア これを検討するに，当該不開示維持部分は，下記イの部分を除き，

これを公にすることにより，関係府省庁において検討段階である未成

熟な情報が明らかとなり，今後の同種の議論において，率直な意見交

換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれや不当に国民の間

に混乱を生じるおそれがある旨の不開示理由㉗の諮問庁の説明は否定

し難く，法５条５号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書



 

 79 

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条５号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（２９）別表の不開示理由㉘の文書（別表２の番号８の文書） 

標記文書は，関係府省庁からのＦＡＴＦ関連の情報を含む文書に係る

情報公開請求の対応についての検討文書及び連絡文書であると認められ

る。 

ア これを検討するに，当該文書は，下記イの部分を除き，上記の情報

公開請求の対象文書及び関係府省庁による不開示部分の検討内容等に

ついての具体的な記載があると認められる。そうすると，上記（５）

アと同様の理由により，法５条５号に該当し，不開示としたことは妥

当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条５号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（３０）別表の不開示理由㉙の文書（別表２の番号３１及び別表４の番号４

３の各文書） 

別表２の番号３１の文書は，ＦＡＴＦ２０１４年６月会合の結果速報

を伝達した公電であり，同会合の結果等の記載が認められる。 

別表４の番号４３の文書は，ＦＡＴＦ２０１６年１０月会合結果の速

報及び連絡文書であり，別表６の通番４９に掲げる部分を除き，同会合

の結果等の記載が認められる。 

ア これを検討するに，当該不開示維持部分は，下記イに掲げる部分を

除き，ＦＡＴＦ会合における議論の内容の記載が認められ，上記（１

５）イ（ア）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開示とし

たことは妥当である。 

イ 別表４の番号４３の文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補

充理由説明書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該

当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と
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同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（３１）別表の不開示理由㉚の文書（別表２の番号４４の文書） 

標記文書は，ＦＡＴＦ議長から我が国のＦＡＴＦ担当大臣に宛てた文

書（日本語仮訳を含む。）及び連絡文書であり，別表６の通番３０に掲

げる部分を除き，ＦＡＴＦからの我が国に対する措置等の記載が認めら

れる。 

ア これを検討するに，当該不開示維持部分は，下記イに掲げる部分を

除き，我が国のＦＡＴＦ勧告への対応状況についてのＦＡＴＦの見解

等の記載が認められ，これを公にすることにより，ＦＡＴＦ事務局と

の信頼関係が損なわれるおそれや交渉上不利益を被るおそれがある旨

の不開示理由㉚の諮問庁の説明は否定し難く，法５条３号に該当し，

不開示としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（３２）別表の不開示理由㉛の文書（別表２の番号４５及び５０の各文書） 

標記各文書は，公電であり，ＦＡＴＦ議長との面談結果等の記載が認

められ，上記（２）イ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，

不開示としたことは妥当である。 

（３３）別表の不開示理由㉜の文書（別表３の番号８の文書） 

標記文書は，次期ＦＡＴＦ副議長のノミネート（候補）に関する文書

及び連絡文書であると認められる。 

ア これを検討するに，当該文書は，次期ＦＡＴＦ副議長候補に関する

文書であり，下記イに掲げる部分を除き，国際機関の役員の選考の過

程等に関する情報の一部と認められ，一般的に，同種の情報について，

我が国が公にしている情報を除いては，公開を前提とはしていないも

のであり，国際機関も当然秘匿されるものであるという期待と信頼が

前提となっているものと考えられる。 

したがって，これらの情報を公にした場合，我が国が国際機関にお

ける役員の選考に関する情報を安易に公開するという認識が諸外国

に広まることとなる可能性があると認められることから，国際機関

との信頼関係が損なわれるおそれがある旨の不開示理由㉜の諮問庁

の説明は否定し難く，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥
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当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（３４）別表の不開示理由㉝の文書（別表３の番号９，７６及び１１２並び

に別表４の番号５，７，９及び１０の各文書） 

別表３の番号９の文書は，テロ資金対策強化に向けたＧ７の取組の案

及び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号７６の文書は，他国が作成したＧ２０におけるテロに関

する声明案（日本語仮訳を含む。）及び連絡文書であると認められる。 

別表３の番号１１２の文書は，テロ資金対策に関するＧ７行動計画の

案及び連絡文書であると認められる。 

別表４の番号５，７及び１０の文書は，テロ資金対策に関するＧ７行

動計画の案及びその関係資料並びに連絡文書であると認められる。 

別表４の番号９の文書は，他国からのＧ７会合における優先事項に係

る案及び連絡文書であると認められる。 

ア これを検討するに，当該各文書は，Ｇ７又はＧ２０の会合に向けて

作成された文書であり，下記イに掲げる部分を除き，当該各文書には

法務省等の意見及び他国の意見等が記載されており，当該部分を公に

すると，国際枠組みにおける各国担当者の交渉姿勢及び主張の内容等

が明らかになる可能性があると認められることから，他国又は国際機

関との信頼関係を損なうおそれがある旨の不開示理由㉝の諮問庁の説

明は否定し難く，法５条３号に該当し，同条５号について判断するま

でもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該各文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（３５）別表の不開示理由㉞の文書（別表３の番号１０の文書） 

標記文書は，国際会議に向けた事前調整のための非公開のＦＡＴＦ担

当者会議に関する概要をまとめた文書であり，日時，場所，出席者及び
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他国担当者の発言内容を含む会議の概要が記載されていると認められる。 

これを検討するに，日時，場所及び出席者については，上記（１４）

ウ（イ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，他国担当者の発言

内容を含む会議の概要については，上記（２）イ（ウ）と同様の理由に

より，同号に該当することから，標記文書を不開示としたことは妥当で

ある。 

（３６）別表の不開示理由㉟の文書（別表３の番号４０，４４及び４６の各

文書） 

別表３の番号４０の文書は，他国大使館員との面談結果に係る文書及

び連絡文書であり，当該他国からの協力要請についての記載が認められ

る。 

別表３の番号４４の文書は，公電であり，他国の在京大使館員との面

談結果についての記載が認められる。 

別表３の番号４６の文書は，公電であり，他国の担当者との面談結果

の記載が認められる。 

ア これを検討するに，当該各文書は，下記イに掲げる部分を除き，他

国からの協力要請や我が国の対応に関する他国の意見等の記載があり，

上記（２）イ（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開

示としたことは妥当である。 

イ 別表３の番号４０の文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補

充理由説明書（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該

当する旨説明する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（３７）別表の不開示理由㊱の文書（別表３の番号８７，１０１，１０２及

び１０５の各文書） 

別表３の番号８７及び１０１の文書は，ＦＡＴＦ事務局の報道発表資

料案であると認められる。 

別表３の番号１０２の文書は，ＦＡＴＦ及びＣＩＦＧのコミュニケ案

（公式声明書案）であると認められる。 

別表３の番号１０５の文書は，他国に対するＦＡＴＦのステートメン

ト案（声明案）であると認められる。 

ア 標記各文書について，当審査会事務局職員をして諮問庁に更に確認

させたところ，諮問庁は，当該各文書は，ＦＡＴＦウェブサイトで公

表されている文書の検討段階のものであり，検討段階の文書を公にす

ることにより，他国又は国際機関との信頼関係が損なわれるおそれが
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ある旨説明する。 

イ これを検討するに，上記アの諮問庁の説明を覆すに足りる事情は認

められず，検討段階の文書は，通常，国際機関との関係で公開を前提

とはしていないものであり，国際機関も当然秘匿されるものであると

いう期待と信頼が前提となっているものと考えられる。そうすると，

我が国が国際機関から得た情報を安易に公開するという認識が諸外国

に広まることとなり，国際機関との信頼関係が損なわれるおそれがあ

ると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められ，

法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（３８）別表の不開示理由㊲の文書（別表３の番号９１の文書） 

標記文書は，他国が提案したテロ資金供与対策に係るフレームワーク

の提案に関する文書であると認められる。そうすると，これを公にする

ことにより，国際枠組みにおけるテロ資金対策等の動向や他国の関心事

項が明らかとなり，他国との信頼関係が損なわれるおそれがある旨の不

開示理由㊲の諮問庁の説明は否定し難く，上記（２）イ（ウ）と同様の

理由により，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（３９）別表の不開示理由㊳の文書（別表３の番号９７及び別表４の番号１

４の各文書） 

別表３の番号９７の文書は，公電であり，国際会議における我が国の

テロ対策に向けた取組に関する他国の担当者の意見が記載されている文

書であると認められる。 

別表４の番号１４の文書は，公電であり，ＦＡＴＦ２０１６年２月会

合における我が国のＦＡＴＦの勧告５に対する対応に関する他国の担当

者のコメントが記載されていると認められる。 

これを検討するに，当該各文書には，我が国の対応に関する他国の意

見等が記載されており，上記（２）イ（ウ）と同様の理由により，法５

条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（４０）別表の不開示理由㊴の文書（別表３の番号１１１の文書） 

標記文書は，①国連安保理における特定国に対する安保理決議案（日

本語仮訳あり）及び②当該案に基づく措置への我が国の対応案等を記載

した文書であると認められる。 

これを検討するに，当該文書のうち，上記①は，通常，国際機関との

関係で公開を前提とはしていないものであり，国際機関も当然秘匿され

るものであるという期待と信頼が前提となっているものと考えられ，上

記（３７）と同様の理由により，法５条３号に該当し，同条５号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

また，当該文書のうち，上記②は，関係府省庁において，今後の特定

国への対応等を検討した文書であり，当該文書を公にすることにより，
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関係府省庁間の率直な意見交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれがある旨の不開示理由㊴の諮問庁の説明は否定し難く，法５条

５号に該当すると認められ，同条３号について判断するまでもなく，不

開示としたことは妥当である。 

（４１）別表の不開示理由㊵の文書（別表４の番号１６の文書） 

標記文書は，他国からの面会要請に関する文書及び連絡文書であると

認められる。 

ア これを検討するに，当該文書は，下記イに掲げる部分を除き，他国

から我が国に対する照会事項等が記載されており，これを公にすると，

他国の関心事項が明らかとなると認められることから，上記（２）イ

（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開示としたこと

は妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（４２）別表の不開示理由㊶の文書（別表４の番号１８の文書） 

標記文書は，関係府省庁の意見が記載された２０１６年のＯＥＣＤビ

ジネス・金融アウトルックの一部に関する文書及び連絡文書であると認

められる。 

ア これを検討するに，当該文書は，下記イに掲げる部分を除き，ＯＥ

ＣＤから発出される文書案の一部を関係府省庁で検討した文書であり，

関係府省庁の意見等の記載が認められ，これを公にすることにより，

今後の同種の文書の検討において，関係府省庁間の率直な意見交換又

は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある旨の不開示理由

㊶の諮問庁の説明は否定し難く，法５条５号に該当し，同条３号につ

いて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（４３）別表の不開示理由㊷の文書（別表４の番号２３の文書） 
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標記文書は，①実質的所有者（Ｂｅｎｅｆｉｃｉａｌ Ｏｗｎｅｒｓ

ｈｉｐ）に関する文書及び②実質的所有者に関するＦＡＴＦからＧ２０

への報告書案並びに連絡文書であると認められる。 

ア これを検討するに，当該文書は，実質的所有者についての今後の対

応に関する文書であり，下記イ及びウに掲げる部分を除き，法務省等

の修正及び意見等の記載が認められ，これを公にすることにより，今

後の同種の検討において，関係府省庁間の率直な意見交換又は意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれがある旨の不開示理由㊷の諮問

庁の説明は否定し難く，法５条５号に該当し，同条３号について判断

するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

ウ 当該文書のうち，上記②の実質的所有者に関するＦＡＴＦからＧ２

０への報告書案について検討するに，当該部分は，上記イの連絡文書

及び当該報告書案の記載内容に鑑みると，ＦＡＴＦ事務局が作成した

文書であると認められ，上記（２）イ（エ）と同様の理由により，法

５条３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示と

したことは妥当である。 

（４４）別表の不開示理由㊸の文書（別表４の番号４４の文書） 

標記文書は，非公開のＦＡＴＦ専門家会議の概要等が記載された文書

及びその参考資料であると認められる。 

これを検討するに，当該文書は，別表６の通番５０に掲げる部分を除

き，当該会議における他国の意見等の記載が認められ，上記（２）イ

（ウ）と同様の理由により，法５条３号に該当し，不開示としたことは

妥当である。 

（４５）別表の不開示理由㊹の文書（別表４の番号８８の文書） 

標記文書は，他国主催の金融インテリジェンス共有プログラムのイベ

ントに関する文書及び連絡文書である。 

ア これを検討するに，当該プログラム自体は，ウェブサイト等で公表

されていることが認められたので，この点について，当審査会事務局

職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁は，当該プログラムは

公表されているが，上記イベントについては公にされていないもので

あり，当該イベントについて照会があった事実を公にすると，他国と
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の信頼関係が損なわれるおそれがあるため，法５条３号に該当する旨

説明し，これを覆すに足りる事情は認められない。 

そうすると，当該文書は，下記イに掲げる部分を除き，これらを公

にすることにより，公にされていない上記イベントについて他国か

ら照会があったという事実を明らかにすることとなり，他国との信

頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつ

き相当の理由があると認められることから，法５条３号に該当し，

不開示としたことは妥当である。 

イ 当該文書のうち，連絡文書について，諮問庁は，補充理由説明書

（１）セにおいて，当該文書は法５条６号柱書きにも該当する旨説明

する。 

これを検討するに，当該文書には，意見及び検討結果等を含む連絡

内容並びに担当者の氏名の記載が認められ，上記（２）ア（イ）と

同様の理由により，法５条６号柱書きに該当し，同条３号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

（１）ア 審査請求人の意見書１（上記第２の２（２））におけるＦＡＴＦ

事務局作成の会合文書，未成熟な段階の議論及び既に終わった協議に

関する文書に係る主張について，当審査会事務局職員をして諮問庁に

更に確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり補足して説

明する。 

（ア）審査請求人は，意見書１のア（ウ）において，特定書籍に関する

記述を根拠として引用し，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃｉａｌ Ｕｓｅ」

と記載されているＦＡＴＦ事務局作成の会合文書であっても，ＦＡ

ＴＦ加盟国が対外的に公表しないことを求められているわけではな

い旨主張している。 

しかしながら，上記論文の引用部分は，米国における国家機密に

かかる情報の取扱いについて，「ＦＯＵＯ（Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃｉ

ａｌ Ｕｓｅ Ｏｎｌｙ）」という呼称の使用方法を紹介している

にすぎず，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃｉａｌ Ｕｓｅ」という呼称の一

般的な解釈を与えているものではない。さらには，同論文が，ＦＡ

ＴＦにおける文書の取扱いについて何らの指針を示すものでないこ

とも明らかである。よって，同論文の記載内容が，ＦＡＴＦの会合

文書について，「加盟国は当該文書を対外的に公表しないことを求

められているわけではない」旨の審査請求人の主張を裏付けるもの

とはいえない。 

また，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃｉａｌ Ｕｓｅ」と記載のあるＦＡ

ＴＦの会合文書には，おおむね以下の注釈が付されている。 
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（注釈）「当該文書はＦＡＴＦ加盟国及びオブザーバーのみによ

る使用のためのものであり，ＦＡＴＦからの事前許可なしに公に

することや，第三者に配布することはできない。（仮訳）」 

このことからも，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃｉａｌ Ｕｓｅ」と記載

されたＦＡＴＦ事務局作成の会合文書について，加盟国が対外的に

公表しないことを求められていることは明らかであり，それを前提

として作成された文書を公にすることで，他国又は国際機関との信

頼関係を損なったり，交渉上不利益を被ったりするという重大かつ

深刻な事態を招くおそれがある。 

以上により，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃｉａｌ Ｕｓｅ」と記載され

るＦＡＴＦ会合文書について，「加盟国は対外的に公表しないこと

を求められているとする根拠がない」との審査請求人の指摘は当た

らない。 

（イ）審査請求人は，意見書１のア（オ）において，「「省庁間におけ

る未成熟な段階の議論」は，過去，秘密保護法の省庁間の議論を情

報公開した際，国会上程後は公開された。」と主張しており，審査

請求人が特定役職を務める特定団体のウェブサイトによれば，特定

秘密の保護に関する法律の関係省庁との協議等に係る文書について

行政文書開示請求を行った事実が記載されている。 

また，「裁判を行ったところ，最高裁でもそのように確定し

た。」旨の記載に関し，その内容は，特定秘密の保護に関する法律

に係る行政文書開示請求に関する裁判であると思われる。そして，

同記載の「そのように」の意味であるが，正確なところは判然とし

ないものの，「省庁間における未成熟な段階の議論」であっても国

会上程後は公開すべきとする内容であると考えられる。 

以上を踏まえ，ウェブサイトにより，上記最高裁の裁判について

確認したところ，その内容は，意見書１から読み取れる上記趣旨と

異なったものであり，審査請求人の主張を裏付けるものではない。 

なお，上記裁判のほかに，意見書１に記載された趣旨に係る最高

裁判所の判決等は確認できなかった。 

イ これを検討するに，審査請求人が意見書１において主張するＦＡＴ

Ｆ事務局作成の会合文書については，上記２（２）イ（エ）等で判断

したとおりであり，また，未成熟な段階の議論及び既に終わった協議

に関する文書に係る主張についても，上記２（２）ア（ア）等で判断

したとおりであって，審査請求人の上記主張は，いずれも採用するこ

とはできない。 

（２）審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断

を左右するものではない。 
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４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その全部を法５条３号及び５号

に該当するとして不開示とした決定については，審査請求人が開示すべき

とし，諮問庁が同条３号，５号及び６号柱書きに該当するとしてなお不開

示とすべきとしている部分は，同条３号，５号及び６号柱書きに該当する

と認められるので，不開示とすることが妥当であると判断した。 

（第１部会） 

  委員 小泉博嗣，委員 池田陽子，委員 木村琢麿
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別紙 

 

１ 本件対象文書 

（１）「平成２５年度 準備及び結果に関する文書６」に綴られている文書

であって，平成２９年９月１１日付け法務省刑国第４０６号（以下「第

４０６号」という。）及び同年１２月２７日付け同第６０７号（以下

「第６０７号」という。）で開示決定された文書以外の別表１に掲げる

各文書（１３４文書，ただし，第４０６号及び第６０７号で開示決定さ

れた文書の一部を含む。） 

（２）「平成２６年度 金融作業部会関係（ＦＡＴＦ）」に綴られている文

書であって，第４０６号及び第６０７号で開示決定された文書以外の別

表２に掲げる各文書（９１文書） 

（３）「平成２７年度 金融作業部会関係」に綴られている文書であって，

第４０６号及び第６０７号で開示決定された文書以外の別表３に掲げる

各文書（１１８文書） 

（４）「平成２８年度 金融作業部会関係」に綴られている文書であって，

第４０６号及び第６０７号で開示決定された文書以外の別表４に掲げる

各文書（９１文書，ただし，第４０６号及び第６０７号で開示決定され

た文書の一部を含む。） 

（５）「平成２９年度 金融作業部会関係」に綴られている文書であって，

第４０６号及び第６０７号で開示決定された文書以外の別表５に掲げる

各文書（１０文書，ただし，第４０６号及び第６０７号で開示決定され

た文書の一部を含む。） 

 

２ 本件開示請求書に記載された文書（本件請求文書） 

（１）法務省刑事局国際課が保有する，「平成２５年度 準備及び結果に関

する文書６」（当該文書名の行政ファイルにつづられた文書を指す。以

下，（２）ないし（５）についても同じ。） 

（２）法務省刑事局国際課が保有する，「平成２６年度 金融作業部会関係

（ＦＡＴＦ）」 

（３）法務省刑事局国際課が保有する，「平成２７年度 金融作業部会関

係」 

（４）法務省刑事局国際課が保有する，「平成２８年度 金融作業部会関

係」 

（５）法務省刑事局国際課が保有する，「平成２９年度 金融作業部会関

係」 
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別表１ 

番号 文書名 不開示理由 

１ ＦＡＴＦ局長級会合：①結果

②会議資料（第４０６号及び

第６０７号で開示決定された

部分を除く。） 

当該文書は，我が国のマネー・ロー

ンダリング対策やテロ資金対策等の

取組について省庁間で検討段階の機

微な内容が含まれており，これを公

にすることにより，省庁間における

未成熟な段階の議論が明らかになり

，他国又は国際機関との交渉上不利

益を被るおそれがあるほか，省庁間

における率直な意見交換又は意思決

定の中立性が不当に損なわれて今後

のＦＡＴＦ相互審査に向けた政策調

整を阻害するおそれ，不当に国民の

間に混乱を生じるおそれがあるため

，法５条３号及び５号に該当し，不

開示とした（以下「不開示理由①」

という。）。 

２ 財務大臣からのＦＡＴＦ議長

宛てレター 

当該文書は，詳細事項について明ら

かにしていないＦＡＴＦハイレベル

使節団来日に関して，財務大臣から

ＦＡＴＦ議長に宛てた文書であり，

これを公にすることにより，他国又

はＦＡＴＦ事務局との信頼関係が損

なわれるおそれや交渉上不利益を被

るおそれがあるため，法５条３号に

該当し，不開示とした（以下「不開

示理由②」という。）。 

３ 【照会】ＦＡＴＦ第４次相互

審査プロセス（第４０６号及

び第６０７号で開示決定され

た部分を除く。） 

当該文書は，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃ

ｉａｌ Ｕｓｅ」と明記されたＦＡ

ＴＦ事務局作成の文書又はその作成

段階の文書について，省庁間におい

て協議，検討を行うものであり，こ

れを公にすることにより，国際枠組

みにおけるマネー・ローンダリング

対策やテロ資金対策等の動向や他国

の関心事項が明らかとなり，他国又
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は国際機関との信頼関係が損なわれ

るおそれや交渉上不利益を被るおそ

れがあるほか，省庁間の率直な意見

交換又は意思決定の中立性が不当に

損なわれるおそれ，不当に国民の間

に混乱を生じるおそれがあるため，

法５条３号及び５号に該当し，不開

示とした（以下「不開示理由③」と

いう。）。 

４ 【照会】ＦＡＴＦ腐敗対策に

係るベストプラクティスペー

パー 

同上 

５ 【照会】ＦＡＴＦ第４次相互

審査プロセスに対するコメン

ト案 

同上 

６ 【照会】ＦＡＴＦ改訂勧告５

（旧ＳＲⅡ）に関するガイダ

ンス 

同上 

７ 【照会】ＦＡＴＦ局長級会合

：結果 
不開示理由① 

８ 【照会】ＦＡＴＦ勧告６（旧

ＳＲ３）に係るベストプラク

ティスペーパー 

不開示理由③ 

９ 【照会】ＦＡＴＦ局長級会合

：結果 
不開示理由① 

１０ 【照会】ＦＡＴＦ ＩＣＲＧリ

スト掲載国への措置報告書 
同上 

１１ 【照会】作業工程表の作成 同上 

１２ 【照会】第６次フォローアッ

プ報告書 
同上 

１３ 同上 同上 

１４ 【照会】情報公開請求に関す

る他省庁からの照会 

当該文書は，ＦＡＴＦ関連の情報を

含む情報公開請求に関する他省庁か

らの照会文書であり，文書に記載さ

れた内容は，これを公にすることに

より，他国又は国際機関との信頼関

係が損なわれるおそれや交渉上不利
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益を被るおそれがあるほか，各省庁

間において検討段階の未成熟な情報

が明らかとなり，率直な意見交換又

は意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれがあるため，法５条３号

及び５号に該当し，不開示とした（

以下「不開示理由④」という。）。 

１５ ＦＡＴＦ ＰＥＰｓ（Ｐｏｌ

ｉｔｉｃａｌｌｙ Ｅｘｐｏ

ｓｅｄ Ｐｅｒｓｏｎｓ）に

係るガイダンスドラフト 

当該文書は，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃ

ｉａｌ Ｕｓｅ」と明記されたＦＡ

ＴＦ事務局作成の文書又はその作成

段階の文書であり，これを公にする

ことにより，国際枠組みにおけるマ

ネー・ローンダリング対策やテロ資

金対策等の動向や他国の関心事項が

明らかとなり，他国又は国際機関と

の信頼関係が損なわれるおそれや交

渉上不利益を被るおそれがあるため

，法５条３号に該当し，不開示とし

た（以下「不開示理由⑤」という。

）。 

１６ 【照会】第６次フォローアッ

プ報告書 
不開示理由① 

１７ 第６次フォローアップ報告書 当該文書は，非公開を前提としたＦ

ＡＴＦ会合での議論のため，我が国

のマネー・ローンダリング対策やテ

ロ資金対策等の取組についてＦＡＴ

Ｆ事務局に報告するものであり，こ

れを公にすることにより，ＦＡＴＦ

事務局や他国の関心事項が明らかと

なり，他国又は国際機関との信頼関

係が損なわれるおそれがあるため，

法５条３号に該当し，不開示とした

（以下「不開示理由⑥」という。）

。 

１８ 【照会】ＦＡＴＦ勧告８に係

るベストプラクティスペーパ

ー 

不開示理由③ 
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１９ 第６次フォローアップ報告書

資料 
不開示理由⑥ 

２０ 【照会】第６次フォローアッ

プ報告書に対するＦＡＴＦ事

務局ノート 

不開示理由③ 

２１ 第６次フォローアップ報告書 不開示理由⑤ 

２２ 【照会】ハイレベル使節団の

訪日 

当該文書は，詳細事項について明ら

かにしていないＦＡＴＦハイレベル

使節団来日に関して省庁間で協議，

検討を行うもの，及び「Ｆｏｒ Ｏ

ｆｆｉｃｉａｌ Ｕｓｅ」と明記さ

れたＦＡＴＦ事務局作成の関連文書

であり，これを公にすることにより

，ＦＡＴＦ事務局の活動やその関心

事項が明らかとなり，ＦＡＴＦ事務

局との信頼関係が損なわれるおそれ

や交渉上不利益を被るおそれがある

ほか，省庁間の率直な意見交換又は

意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれがあるため，法５条３号及

び５号に該当し，不開示とした（以

下「不開示理由⑦」という。）。 

２３ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

対処方針 

当該文書は，会合結果の詳細につい

て公表されていないＦＡＴＦ会合に

おける議題や協議内容が記載されて

いるほか，その対応方針について省

庁間において協議，検討を行うもの

であり，これを公にすることにより

，国際枠組みにおけるマネー・ロー

ンダリング対策やテロ資金対策等の

動向や他国の関心事項が明らかとな

り，他国又は国際機関との信頼関係

が損なわれるおそれや交渉上不利益

を被るおそれがあるほか，省庁間の

率直な意見交換又は意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれ，不当

に国民の間に混乱を生じるおそれが
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あるため，法５条３号及び５号に該

当し，不開示とした（以下「不開示

理由⑧」という。）。 

２４ 【公電】ＦＡＴＦ６月会合に

向けた他国の取組 

当該文書は，詳細な議事について公

表されていないＦＡＴＦ会合におい

て報告するために共有された他国の

ＦＡＴＦ勧告への取組を記載したも

のであり，これを公にすることによ

り，他国及び国際機関との信頼関係

が損なわれるおそれや交渉上不利益

を被るおそれがあるため，法５条３

号に該当し，不開示とした（以下「

不開示理由⑨」という。）。 

２５ 【照会】参議院選挙期間中の

報告案件 

当該文書は，選挙期間中の大臣等へ

の報告事項を事前に提出するもので

あり，これを公にすることにより，

行政機関内部における率直な意見交

換又は意思決定の中立性が不当に損

なわれるおそれがあるため，法５条

５号に該当し，不開示とした（以下

「不開示理由⑩」という。）。 

２６ 【公電】ハイレベル使節団の

来日時期等 

当該文書は，詳細事項について明ら

かにしていないＦＡＴＦハイレベル

使節団来日に関して，ＦＡＴＦ事務

局と面談を行った結果が記載されて

おり，これを公にすることにより，

ＦＡＴＦ事務局との信頼関係が損な

われるおそれや交渉上不利益を被る

おそれがあるため，法５条３号に該

当し，不開示とした（以下「不開示

理由⑪」という。）。  

２７ 【照会】ハイレベル使節団の

訪日について 
不開示理由⑪ 

２８ ハイレベル使節団の訪日メン

バー（第４０６号及び第６０

７号で開示決定された部分を

除く。） 

当該文書は，ハイレベル使節団メン

バーに関する資料であり，これを公

にすることにより，他国又は国際機

関との信頼関係が損なわれるおそれ
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や交渉上不利益を被るおそれがある

ため，法５条３号に該当し，不開示

とした（以下「不開示理由⑫」とい

う。）。 

２９ ＦＡＴＦ勧告実施に関する関

係省庁連絡会議・国が実施す

る資金洗浄及びテロ資金に関

するリスク評価に関する分科

会（第１回）合同会議：資料

（第４０６号及び第６０７号

で開示決定された部分を除く

。） 

不開示理由① 

３０ 局長級会合及びアクションプ

ラン作成について 
同上 

３１ 【照会】ハイレベル使節団：

局長級会合の実施 
同上 

３２ 【照会】ハイレベル使節団：

①アクションプラン②応答要

領 

当該文書は，詳細事項について明ら

かにしていないＦＡＴＦハイレベル

使節団来日に係る我が国の対応につ

いて，省庁間で協議，検討を行うも

のであり，これを公にすることによ

り，ＦＡＴＦ事務局の活動やその関

心事項が明らかとなり，ＦＡＴＦ事

務局との信頼関係が損なわれるおそ

れや交渉上不利益を被るおそれがあ

るほか，我が国のマネー・ローンダ

リング対策やテロ資金対策等の取組

について省庁間で検討段階の機微な

内容が含まれており，省庁間におけ

る率直な意見交換又は意思決定の中

立性が不当に損なわれて今後のＦＡ

ＴＦ相互審査に向けた政策調整を阻

害するおそれ，不当に国民の間に混

乱を生じるおそれがあるため，法５

条３号及び５号に該当し，不開示と

した（以下「不開示理由⑬」という

。）。 
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３３ ＦＡＴＦ６月会合：模様 当該文書は，会合結果の詳細につい

て公表されていないＦＡＴＦ会合に

おける議題や具体的な議事内容，他

国担当者の発言内容を含む協議結果

が記載されており，これを公にする

ことにより，国際枠組みにおけるマ

ネー・ローンダリング対策やテロ資

金対策等の動向や他国の関心事項が

明らかとなり，他国又は国際機関と

の信頼関係が損なわれるおそれや交

渉上不利益を被るおそれがあるため

，法５条３号に該当し，不開示とし

た（以下「不開示理由⑭」という。

）。 

３４ 【照会】Ｇ２０：財務大臣・

中央銀行総裁会議コミュニケ

案 

当該文書は，他国作成の文書につい

て省庁間で協議，検討を行うもので

あり，これを公にすることにより，

他国の関心事項が明らかとなり，他

国との信頼関係が損なわれるおそれ

や交渉上不利益を被るおそれがある

ほか，検討が十分でない情報が含ま

れているため，省庁間の率直な意見

交換又は意思決定の中立性が不当に

損なわれるおそれ，不当に国民の間

に混乱を生じるおそれがあるため，

法５条３号及び５号に該当し，不開

示とした（以下「不開示理由⑮」と

いう。）。 

３５ 【照会】ハイレベル使節団：

想定問答 
不開示理由⑬ 

３６ 【照会】ＭＯＮＥＹＶＡＬ（

欧州評議会マネーロンダリン

グ対策評価専門家会合）：国

際協力に関する情報提供 

当該文書は，ＦＡＴＦ事務局等から

の要請に対応し，他国との国際協力

について記載した文書であり，これ

を公にすることで，他国及び国際機

関との信頼関係が損なわれるおそれ

や交渉上不利益を被るおそれがある

ため，法５条３号に該当し，不開示
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とした（以下「不開示理由⑯」とい

う。）。 

３７ ＦＡＴＦ６月会合：模様 不開示理由⑭ 

３８ ＦＡＴＦ局長級会合：①結果

②会議資料（第４０６号及び

第６０７号で開示決定された

部分を除く。） 

不開示理由① 

３９ 警察庁法案説明会：結果 同上 

４０ 【照会】ハイレベル使節団対

応：①アクションプラン②応

答要領 

不開示理由⑬ 

４１ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
不開示理由① 

４２ 【照会】ハイレベル使節団：

官邸説明資料 
不開示理由⑬ 

４３ ＦＡＴＦ議長からの担当大臣

宛てレター 

当該文書は，詳細事項について明ら

かにしていないＦＡＴＦハイレベル

使節団来日に関して，ＦＡＴＦ議長

から担当大臣に宛てた文書であり，

これを公にすることにより，他国又

はＦＡＴＦ事務局との信頼関係が損

なわれるおそれや交渉上不利益を被

るおそれがあるため，法５条３号に

該当し，不開示とした（以下「不開

示理由⑰」という）。 

４４ 【照会】犯罪対策に関する行

動計画 
不開示理由① 

４５ ハイレベル使節団の訪日メン

バー（和文）（第４０６号及

び第６０７号で開示決定され

た部分を除く。） 

当該文書は，詳細事項について明ら

かにしていないＦＡＴＦハイレベル

使節団のメンバーに関する資料であ

り，これを公にすることにより，他

国又はＦＡＴＦ事務局との信頼関係

が損なわれるおそれ，交渉上不利益

を被るおそれがあるため，法５条３

号に該当し，不開示とした（以下「

不開示理由⑱」という）。 

４６ 【照会】ハイレベル使節団： 不開示理由① 
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官邸説明資料 

４７ 【照会】ＦＡＴＦ ＩＣＲＧ 

リスト掲載国への措置 
同上 

４８ 【照会】ＦＡＴＦ関係省庁打

合せ：資料 
不開示理由⑬ 

４９ 【照会】ハイレベル使節団：

アクションプランⅠ（英訳） 
同上 

５０ 【照会】ＭＯＮＥＹＶＡＬ（

欧州評議会マネーロンダリン

グ対策評価専門家会合）：国

際協力に関する情報提供 

不開示理由⑯ 

５１ ハイレベル使節団：官邸説明

資料 
不開示理由⑬ 

５２ 【照会】ハイレベル使節団：

公式ディナー 

当該文書は，詳細事項について明ら

かにしていないＦＡＴＦハイレベル

使節団来日に係る我が国の対応につ

いて，省庁間で協議，検討を行うも

のであり，これを公にすることによ

り，ＦＡＴＦ事務局の活動やその関

心事項が明らかとなり，ＦＡＴＦ事

務局との信頼関係が損なわれるおそ

れや交渉上不利益を被るおそれがあ

るほか，省庁間で検討段階の内容が

含まれており，率直な意見交換又は

意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれ，不当に国民の間に混乱を

生じるおそれがあるため，法５条３

号及び５号に該当し，不開示とした

（以下「不開示理由⑲」という。）

。 

５３ ハイレベル使節団：スケジュ

ール変更 

当該文書は，詳細事項について明ら

かにしていないＦＡＴＦハイレベル

使節団来日に係る我が国の対応につ

いての文書であり，これを公にする

ことにより，ＦＡＴＦ事務局の活動

やその関心事項が明らかとなり，Ｆ

ＡＴＦ事務局との信頼関係が損なわ
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れるおそれや交渉上不利益を被るお

それがあるため，法５条３号に該当

し，不開示とした（以下「不開示理

由⑳」という。）。 

５４ 【照会】ハイレベル使節団：

官邸説明 
不開示理由⑬ 

５５ 【照会】ハイレベル使節団：

官邸説明資料 
同上 

５６ 同上 同上 

５７ 【照会】ＷＥＧＩ 第４次相

互審査評価基準書（Ｍｅｔｈ

ｏｄｏｌｏｇｙ）和訳（第４

０６号及び第６０７号で開示

決定された部分を除く。） 

当該文書は，各省庁において検討段

階である未成熟な情報を含む文書で

あり，これを公にすることにより，

省庁間における率直な意見交換や意

思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれ，不当に国民の間に混乱を生

じるおそれがあるため，法５条５号

に該当し，不開示とした（以下「不

開示理由㉑」という）。 

５８ 【照会】ハイレベル使節団：

官邸説明資料 
不開示理由⑬ 

５９ 【公電】ＦＡＴＦ新規加盟要

請 

当該文書は，他国のＦＡＴＦ加盟に

関する文書であり，これを公にする

ことにより，他国との信頼関係が損

なわれるおそれや交渉上不利益を被

るおそれがあるため，法５条３号に

該当し，不開示とした（以下「不開

示理由㉒」という）。 

６０ 【照会】ＦＡＴＦハイレベル

使節団：発言・応答要領 
不開示理由⑬ 

６１ 【照会】ＦＡＴＦハイレベル

使節団：①アクションプラン

②応答要領 

同上 

６２ ＦＡＴＦ６月会合：議題 不開示理由⑤ 

６３ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合に

おける発言要領 
不開示理由① 

６４ 同上 同上 

６５ 同上 同上 
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６６ ＦＡＴＦ６月会合における発

言要領 
不開示理由⑥ 

６７ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

対処方針 
不開示理由⑧ 

６８ ＦＡＴＦ６月会合：対処方針 当該文書は，会合結果の詳細につい

て公表されていないＦＡＴＦ会合に

おける議題や協議内容，我が国の対

応方針が記載されており，これを公

にすることにより，国際枠組みにお

けるマネー・ローンダリング対策や

テロ資金対策等の動向や他国の関心

事項が明らかとなり，他国又は国際

機関との信頼関係が損なわれるおそ

れや交渉上不利益を被るおそれがあ

るため，法５条３号に該当し，不開

示とした（以下「不開示理由㉓」と

いう。）。 

６９ ＦＡＴＦ新規加盟要請 不開示理由㉒ 

７０ ＦＡＴＦ事務局長との面会要

旨 
不開示理由⑪ 

７１ 【照会】①声明文②継続プロ

セス仮訳 
不開示理由㉑ 

７２ 【照会】新規加盟国検討アド

ホックグループペーパー 
不開示理由③ 

７３ ＦＡＴＦ６月会合：模様 不開示理由⑭ 

７４ 【照会】①声明文②継続プロ

セス仮訳 
不開示理由㉑ 

７５ ＦＡＴＦメソドロジー勉強会

：資料（第４０６号及び第６

０７号で開示決定された部分

を除く。） 

不開示理由① 

７６ ハイレベル使節団：対処方針

・模様（第４０６号及び第６

０７号で開示決定された部分

を除く。） 

不開示理由⑬ 

７７ 【照会】アクションプラン案 不開示理由① 

７８ アクションプラン 同上 
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７９ 【照会】腐敗に関するベスト

プラクティスペーパー 
不開示理由③ 

８０ 【照会】テロリストによるＮ

ＰＯセクターの悪用リスク 
同上 

８１ 【公電】ＦＡＴＦ新規加盟要

請 
不開示理由㉒ 

８２ 【公電】他国からのＦＡＴＦ

グレイリスト削除要請 

当該文書は，他国におけるＦＡＴＦ

勧告への取組状況を記載したもので

あり，これを公にすることにより，

他国との信頼関係が損なわれるおそ

れ，交渉上不利益を被るおそれがあ

るため，法５条３号に該当し，不開

示とした（以下「不開示理由㉔」と

いう。）。 

８３ アクションプランに対するＦ

ＡＴＦ指摘：政務説明資料 
不開示理由① 

８４ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

参加国に対する申入れ 
同上 

８５ 【公電】我が国からの公電に

対する参加国の対応 

当該文書は，我が国のマネー・ロー

ンダリング対策やテロ資金対策等の

取組について，非公開を前提として

他国と面談した結果が記載されてお

り，これを公にすることにより，Ｆ

ＡＴＦ事務局や他国の関心事項が明

らかとなり，他国又は国際機関との

信頼関係が損なわれるおそれがある

ため，法５条３号に該当し，不開示

とした（以下「不開示理由㉕」とい

う。）。 

８６ 【照会】第４次審査への審査

員派遣 
不開示理由③ 

８７ 国が実施する資金洗浄及びテ

ロ資金に関するリスク評価に

関する分科会：資料（第４０

６号及び第６０７号で開示決

定された部分を除く。） 

不開示理由① 

８８ 【照会】財務省との面談結果 同上 
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８９ 【照会】①声明文②継続プロ

セス（仮訳）（第４０６号及

び第６０７号で開示決定され

た部分を除く。） 

不開示理由㉑ 

９０ 【照会】ＦＡＴＦ勧告２４及

び２５の事前審査書 
不開示理由① 

９１ 【照会】他国のＶＴＣ（Ｖｏ

ｌｕｎｔａｒｙ Ｔａｘ Ｃ

ｏｍｐｌｉａｎｃｅ）プログ

ラム 

不開示理由③ 

９２ ①ＦＡＴＦ勧告実施に関する

関係省庁連絡会議・犯罪によ

る収益の移転防止に関する法

律の施行に関する分科会合同

会議②顧客管理ワーキンググ

ループ：資料（第４０６号及

び第６０７号で開示決定され

た部分を除く。） 

不開示理由① 

９３ 【照会】ＦＡＴＦ説明対象者

及び対処方針 
同上 

９４ 法務大臣説明結果 同上 

９５ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
同上 

９６ 【照会】ＦＡＴＦ：ＥＳＥ（

効果的な監督と執行）に係る

質問表 

同上 

９７ 【照会】ＦＡＴＦ電話会議資

料 
同上 

９８ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
同上 

９９ 【照会】第８次フォローアッ

プ報告書 
同上 

１００ 【照会】非協力国・ハイリス

ク国に対する措置等報告 
同上 

１０１ 【照会】外務省面談結果 同上 

１０２ 【照会】第８次フォローアッ

プ報告書 
同上 



 

 103 

１０３ 同上 同上 

１０４ 国が実施する資金洗浄及びテ

ロ資金に関するリスク評価に

関する分科会第３回：資料（

第４０６号及び第６０７号で

開示決定された部分を除く。

） 

同上 

１０５ 【照会】ＦＡＴＦ幹部説明資

料 
同上 

１０６ 【照会】ＦＡＴＦ：国際協力

に関する情報提供 
不開示理由⑯ 

１０７ 【照会】テロ資金提供処罰法

英訳 
不開示理由㉑ 

１０８ 【照会】ＦＡＴＦ：国際協力

に関する情報提供 
不開示理由⑯ 

１０９ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

Ｐｌｅｎａｒｙ） 
不開示理由⑤ 

１１０ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

における発言要領 
不開示理由① 

１１１ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

：対処方針（第４０６号及び

第６０７号で開示決定された

部分を除く。） 

不開示理由⑧ 

１１２ 【照会】ＦＡＴＦフォローア

ップ・プロセスの終了 
不開示理由③ 

１１３ 【照会】ＦＡＴＦからの質問

事項 
不開示理由① 

１１４ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

における想定問答 
同上 

１１５ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

：模様 
不開示理由⑭ 

１１６ 【照会】第８次フォローアッ

プ報告書：事務局ノート 
不開示理由③ 

１１７ 【照会】ＭＯＮＥＹＶＡＬ（

欧州評議会マネーロンダリン

グ対策評価専門家会合）：国

際協力に関する情報提供 

不開示理由⑯ 
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１１８ 第８次フォローアップ報告書

：事務局ノート 
不開示理由⑤ 

１１９ 【照会】他国のＶＴＣ（Ｖｏ

ｌｕｎｔａｒｙ Ｔａｘ Ｃ

ｏｍｐｌｉａｎｃｅ）プログ

ラム 

不開示理由③ 

１２０ 【照会】ナショナル・リスク

・アセスメント 
不開示理由① 

１２１ 【照会】ＦＡＴＦ：データ保

護に関する基本原則 
不開示理由③ 

１２２ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
不開示理由① 

１２３ 【照会】ＦＡＴＦ戦略及びガ

バナンス 
不開示理由③ 

１２４ 【照会】ＦＡＴＦワークプラ

ン 
同上 

１２５ 【照会】ナショナル・リスク

・アセスメント 
不開示理由① 

１２６ 【照会】仮想通貨に関するデ

ィスカッションペーパー 
不開示理由③ 

１２７ 【照会】ＦＡＴＦ専門家会合 同上 

１２８ 【照会】仮想通貨に関するデ

ィスカッションペーパー 
同上 

１２９ 【照会】法人の透明性及び実

質的支配者に係るガイダンス

改定 

同上 

１３０ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合：

対処方針 
不開示理由⑧ 

１３１ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合に

おける発言要領 
不開示理由① 

１３２ ＦＡＴＦ２月会合：フォロー

アップ報告結果 
不開示理由⑥ 

１３３ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合：

模様 
不開示理由⑭ 

１３４ ＦＡＴＦ２月会合：模様 同上 
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別表２ 

番号 文書名 不開示理由 

１ 【照会】法人の透明性及び実

質的支配者に係るガイダンス 
不開示理由③ 

２ 【照会】非協力国・ハイリス

ク国に対する措置等報告 
不開示理由① 

３ 【照会】テロ資金対策に関す

る他国からの質問事項 

当該文書は，我が国のテロ資金対策

に関する他国からの照会について，

省庁間において協議，検討を行うも

のであり，これを公にすることによ

り，他国の関心事項が明らかとなり

，他国との信頼関係が損なわれるお

それや交渉上不利益を被るおそれが

あるほか，検討段階の未成熟な情報

が明らかとなり，省庁間の率直な意

見交換又は意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれ，不当に国民の

間に混乱を生じるおそれがあるため

，法５条３号及び５号に該当し，不

開示とした（以下「不開示理由㉖」

という。）。 

４ 【照会】ＦＡＴＦ幹部説明資

料 
不開示理由① 

５ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
同上 

６ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
同上 

７ 【照会】統合型リゾート（Ｉ

Ｒ）に関する照会 

当該文書は，統合型リゾート（ＩＲ

）に係るマネー・ローンダリング対

策を含む詳細な制度設計について各

省庁に協議するものであり，これを

公にすることにより，各省庁におい

て検討段階である未成熟な情報が明

らかとなり，率直な意見交換又は意

思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれ，不当に国民の間に混乱を生

じるおそれがあるため，法５条５号
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に該当し，不開示とした（以下「不

開示理由㉗」という。）。 

８ 【照会】情報公開請求に対す

る他省庁からの照会 

当該文書は，ＦＡＴＦ関連の情報を

含む情報公開請求に関する他省庁か

らの照会について検討を行うもので

あり，これを公にすることにより，

省庁間で検討段階の未成熟な議論が

明らかとなり，率直な意見交換又は

意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれがあるため，法５条５号に

該当し，不開示とした（以下「不開

示理由㉘」という。）。 

９ ＦＡＴＦ官邸説明資料 不開示理由① 

１０ 【照会】①ＦＡＴＦ勧告実施

に関する関係省庁連絡会議②

国が実施する資金洗浄及びテ

ロ資金に関するリスク評価に

関する分科会 

同上 

１１ ナショナル・リスク・アセス

メント概要 
同上 

１２ 【照会】ナショナル・リスク

・アセスメント 
同上 

１３ 同上 同上 

１４ 同上 同上 

１５ 同上 同上 

１６ 同上 同上 

１７ 同上 同上 

１８ 【照会】第９次フォローアッ

プ報告書 
同上 

１９ 【照会】アクションプラン 同上 

２０ ＦＡＴＦ会議予定及び審査ス

ケジュール 
不開示理由⑤ 

２１ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｒ

ＴＭＧ) 
同上 

２２ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｐ

ＤＧ) 
同上 

２３ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｐ 同上 
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ｌｅｎａｒｙ) 

２４ 【照会】仮想通貨に関するデ

ィスカッションペーパー 
不開示理由③ 

２５ 【照会】第９次フォローアッ

プ報告書に対するＦＡＴＦ事

務局ノート 

同上 

２６ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合参

加国に対する申入れ 
不開示理由① 

２７ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

対処方針 
不開示理由⑧ 

２８ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
不開示理由① 

２９ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合に

おける発言要領 
同上 

３０ ＦＡＴＦ官邸説明結果 同上 

３１ 【公電】対日相互審査フォロ

ーアップ：６月会合結果速報 

当該文書は，非公開を前提としたＦ

ＡＴＦ会合において，我が国のマネ

ー・ローンダリング対策やテロ資金

対策等の取組についてＦＡＴＦ事務

局に報告したものであり，これを公

にすることにより，ＦＡＴＦ事務局

や他国の関心事項が明らかとなり，

他国又は国際機関との信頼関係が損

なわれるおそれがあるため，法５条

３号に該当し，不開示とした（以下

「不開示理由㉙」という。）。 

３２ 【照会】全国銀行協会との面

談 
不開示理由① 

３３ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

模様 
不開示理由⑭ 

３４ 【照会】ＦＡＴＦ局長級会合 不開示理由① 

３５ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
同上 

３６ 同上 同上 

３７ 【照会】警察庁法案説明資料 同上 

３８ 【照会】ＦＡＴＦ想定問答 同上 

３９ 【照会】ＦＡＴＦ年次報告書 不開示理由③ 
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（２０１３－２０１４） 

４０ 法人の透明性及び実質的支配

者に係るガイダンス 
不開示理由⑤ 

４１ ＦＡＴＦ戦略２０１４－２０

１６ 
同上 

４２ ＦＡＴＦガバナンスペーパー 同上 

４３ 【照会】ＦＡＴＦ：国際協力

に関する情報提供 
不開示理由⑯ 

４４ ＦＡＴＦ議長からの担当大臣

宛てレター 

当該文書は，ＦＡＴＦフォローアッ

プ・プロセスに関して，ＦＡＴＦ議

長から担当大臣に宛てた文書であり

，これを公にすることにより，他国

又はＦＡＴＦ事務局との信頼関係が

損なわれるおそれや交渉上不利益を

被るおそれがあるため，法５条３号

に該当し，不開示とした（以下「不

開示理由㉚」という。）。 

４５ 【公電】ＦＡＴＦ議長との意

見交換 

当該文書は，ＦＡＴＦ議長と面談を

行った結果が記載されており，これ

を公にすることにより，ＦＡＴＦ事

務局や他国の関心事項が明らかとな

り，他国又は国際機関との信頼関係

が損なわれるおそれがあるため，法

５条３号に該当し，不開示とした（

以下「不開示理由㉛」という。）。 

４６ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
不開示理由① 

４７ 仮想通貨に係る取組提案 不開示理由⑤ 

４８ ＩＳＩＬへの資金供与に係る

プロジェクト 
同上 

４９ ＦＡＴＦガバナンスペーパー 同上 

５０ 【公電】ＦＡＴＦ議長との意

見交換 
不開示理由㉛ 

５１ 【照会】第４次相互審査報告

書（ノルウェー） 
不開示理由③ 

５２ 【照会】国家公安委員会ホー

ムページへの掲載資料 
不開示理由㉑ 
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５３ 【照会】第１０次フォローア

ップ報告書 
不開示理由① 

５４ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＧＮＣＧ) 
不開示理由⑤ 

５５ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＥＣＧ) 
同上 

５６ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＩＣＲＧ) 
同上 

５７ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＲＴＭＧ) 
同上 

５８ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＰＤＧ) 
同上 

５９ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

Ｐｌｅｎａｒｙ) 
同上 

６０ ＦＡＴＦ１０月会合：議題及

び資料（Ｅｘｐｅｒｔｓ Ｍ

ｅｅｔｉｎｇ ｏｎ Ｃｏｒ

ｒｕｐｔｉｏｎ) 

同上 

６１ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

：対処方針 
不開示理由⑧ 

６２ 【照会】第１０次フォローア

ップ報告書に対するＦＡＴＦ

事務局ノート 

不開示理由③ 

６３ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

参加国に対する申入れ 
不開示理由① 

６４ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

における発言要領 
同上 

６５ 【照会】ステートメント案 同上 

６６ 【照会】非協力国・ハイリス

ク国に対する措置等報告 
同上 

６７ 【照会】全国銀行協会との面

談 
同上 

６８ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

：模様 
不開示理由⑭ 

６９ 今後のＦＡＴＦ全体会合にお

けるフォローアップ報告 
不開示理由① 

７０ 【照会】第１１次フォローア 同上 
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ップ報告書 

７１ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
同上 

７２ ＦＡＴＦ２月会合：議題（Ｅ

ＣＧ） 
不開示理由⑤ 

７３ ＦＡＴＦ２月会合：議題（Ｇ

ＮＣＧ） 
同上 

７４ ＦＡＴＦ２月会合：議題（Ｉ

ＣＲＧ） 
同上 

７５ ＦＡＴＦ２月会合：議題（Ｐ

ＤＧ） 
同上 

７６ ＦＡＴＦ２月会合：議題（Ｐ

ｌｅｎａｒｙ） 
同上 

７７ ＦＡＴＦ２月会合：議題（Ｒ

ＴＭＧ） 
同上 

７８ ＦＡＴＦ ＩＣＲＧプロセス

の改定 
同上 

７９ ＮＰＯの悪用防止に関するベ

ストプラクティス・ペーパー 
同上 

８０ ＲＢＡ（Ｒｉｓｋ Ｂａｓｅ

ｄ Ａｐｐｒｏａｃｈ）ガイ

ダンスドラフト 

同上 

８１ ＲＴＭＧプロジェクト見通し 同上 

８２ 【照会】第１１次フォローア

ップ報告書に対するＦＡＴＦ

事務局ノート 

不開示理由③ 

８３ 【照会】ＦＡＴＦとの電話会

議資料 
不開示理由① 

８４ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合に

おける発言要領 
同上 

８５ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
同上 

８６ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合：

結果速報 
不開示理由⑭ 

８７ 【照会】第１１次フォローア

ップ報告書に対するＦＡＴＦ

事務局ノート 

不開示理由③ 
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８８ テロ資金供与対策に係る提案 不開示理由⑤ 

８９ 【照会】ＦＡＴＦ声明に基づ

くＦＡＴＦ勧告履行状況調査 
不開示理由① 

９０ 【照会】第４次相互審査スケ

ジュール及びフォローアップ

プロセス 

不開示理由③ 

９１ 【照会】全国銀行協会との面

談 
不開示理由① 
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別表３ 

番号 文書名 不開示理由 

１ 【照会】ＦＡＴＦ声明に基づ

くＦＡＴＦ勧告履行状況調査 
不開示理由① 

２ テロ資金対策に係るＦＡＴＦ

調査報告書 
不開示理由⑤ 

３ 【照会】ＦＡＴＦ声明に基づ

くＦＡＴＦ勧告履行状況調査

（追加） 

不開示理由① 

４ 【照会】テロ資金対策に係る

Ｇ２０へのＦＡＴＦ報告書 
不開示理由③ 

５ 【照会】非協力国・ハイリス

ク国に対する措置等報告 
不開示理由① 

６ 【照会】ＦＡＴＦ第４次審査

スケジュール 
不開示理由③ 

７ 【照会】新たなテロ資金供与

リスクに関するプロジェクト 
同上 

８ ＦＡＴＦ副議長のノミネート 当該文書は，他国からＦＡＴＦ議長

に宛てた文書であり，これを公にす

ることにより，他国又は国際機関と

の信頼関係が損なわれるおそれがあ

るため，法５条３号に該当し，不開

示とした（以下「不開示理由㉜」と

いう。）。 

９ 【照会】テロ資金対策強化に

向けたＧ７の取組 

当該文書は，他国作成の文書に関し

て省庁間において協議，検討を行う

ものであり，これを公にすることに

より，国際枠組みにおけるテロ資金

対策等の動向や他国の関心事項が明

らかとなり，他国又は国際機関との

信頼関係が損なわれるおそれや交渉

上不利益を被るおそれがあるほか，

省庁間の率直な意見交換又は意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ，不当に国民の間に混乱を生じる

おそれがあるため，法５条３号及び

５号に該当し，不開示とした（以下
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「不開示理由㉝」という。）。 

１０ ＦＡＴＦ担当者会議結果 当該文書は，非公開の多国間会議に

おける，他国担当者の発言内容を含

む協議結果が記載されており，これ

を公にすることにより，国際枠組み

におけるテロ資金対策等の動向や他

国の関心事項が明らかとなり，他国

又は国際機関との信頼関係が損なわ

れるおそれや交渉上不利益を被るお

それがあるため，法５条３号に該当

し，不開示とした（以下「不開示理

由㉞」という。）。 

１１ 【照会】ＦＡＴＦ勧告５解釈

ノート（改訂） 
不開示理由③ 

１２ 【照会】新たなテロ資金供与

リスクに関するプロジェクト 
同上 

１３ 【照会】資金洗浄・テロ資金

供与対策に関するＦＡＴＦ／

ＧＡＦＩＬＡＴ専門家会合 

同上 

１４ 他国のＶＴＣ(Ｖｏｌｕｎｔａ

ｒｙ Ｔａｘ Ｃｏｍｐｌｉ

ａｎｃｅ)プログラム 

不開示理由⑤ 

１５ 【照会】ＲＢＡ（Ｒｉｓｋ 

Ｂａｓｅｄ Ａｐｐｒｏａｃ

ｈ）ガイダンス 

不開示理由③ 

１６ 【照会】資金移動業に関する

ＲＢＡガイダンス 
同上 

１７ 【照会】ＲＢＡ（Ｒｉｓｋ 

Ｂａｓｅｄ Ａｐｐｒｏａｃ

ｈ）ガイダンス 

同上 

１８ 【照会】ＦＡＴＦ：国際協力

に関する情報提供 
不開示理由⑯ 

１９ 【照会】非協力国・ハイリス

ク国に対する措置等報告 
不開示理由① 

２０ 【照会】ＦＡＴＦ 仮想通貨

に係るガイダンス 
不開示理由③ 

２１ 【照会】ＮＰＯの悪用防止に 不開示理由⑤ 
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関するベストプラクティス・

ペーパー 

２２ 関係省庁連絡会議：資料 不開示理由① 

２３ 【照会】犯罪収益移転危険度

調査書 
同上 

２４ 【照会】犯罪収益移転防止法

施行令及び同施行規則，犯罪

収益移転危険度調査書 

同上 

２５ 【照会】第１２次フォローア

ップ報告書 
同上 

２６ 【照会】第１２次フォローア

ップ報告書に対するＦＡＴＦ

事務局ノート 

不開示理由③ 

２７ 第１２次フォローアップ報告

書 
不開示理由⑤ 

２８ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合：

模様 
不開示理由⑭ 

２９ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｅ

ＣＧ） 
不開示理由⑤ 

３０ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｇ

ＮＣＧ） 
同上 

３１ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｉ

ＣＲＧ） 
同上 

３２ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｐ

ＤＧ） 
同上 

３３ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｐ

ｌｅｎａｒｙ） 
同上 

３４ ＦＡＴＦ６月会合：議題（Ｒ

ＴＭＧ） 
同上 

３５ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

対処方針 
不開示理由⑧ 

３６ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

模様 
不開示理由⑭ 

３７ 【照会】マレーシア相互審査

報告書（ｋｅｙ ｉｓｓｕｅ

ｓ） 

不開示理由③ 

３８ マレーシア相互審査報告書 不開示理由⑤ 
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３９ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合参

加国に対する申入れ 
不開示理由① 

４０ 他国大使館員との面談結果 当該文書は，他国大使館員と面談を

行った結果が記載されており，これ

を公にすることにより，他国の関心

事項が明らかとなり，他国との信頼

関係が損なわれるおそれがあるため

，法５条３号に該当し，不開示とし

た（以下「不開示理由㉟」という。

）。 

４１ 【照会】ＦＡＴＦ官邸説明資

料 
不開示理由① 

４２ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合に

おける発言要領 
同上 

４３ ＦＡＴＦ６月会合：結果速報 不開示理由⑭ 

４４ 【公電】他国大使館員との面

談結果 
不開示理由㉟ 

４５ 【照会】全国銀行協会との面

談 
不開示理由① 

４６ 【公電】他国担当者との意見

交換 
不開示理由㉟ 

４７ 【公電】ＦＡＴＦ６月会合記

録 
不開示理由⑭ 

４８ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＧＮＣＧ） 
不開示理由⑤ 

４９ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＩＣＲＧ） 
同上 

５０ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＰＤＧ） 
同上 

５１ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＥＣＧ） 
同上 

５２ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＲＴＭＧ） 
同上 

５３ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

Ｐｌｅｎａｒｙ） 
同上 

５４ ＦＡＴＦ ＥＣＧによる報告 同上 

５５ ＦＡＴＦ第４次相互審査に係 同上 
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るイシュー 

５６ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

：対処方針 
不開示理由⑧ 

５７ 【照会】ＦＡＴＦ勧告５解釈

ノート（改訂） 
不開示理由③ 

５８ ＦＡＴＦ１０月会合：対処方

針 
不開示理由⑧ 

５９ ＦＡＴＦ勧告５解釈ノート（

改訂） 
不開示理由⑤ 

６０ ＦＡＴＦ ＥＣＧによる報告 同上 

６１ ＦＡＴＦ ＧＮＣＧによる報告 同上 

６２ ＦＡＴＦ ＩＣＲＧによる報告 同上 

６３ ＦＡＴＦ ＲＴＭＧによる報告 同上 

６４ ＦＡＴＦ ＰＤＧによる報告 同上 

６５ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

：模様 
不開示理由⑭ 

６６ 【照会】第１３次フォローア

ップ報告書 
不開示理由① 

６７ 【公電】ＦＡＴＦ対日相互審

査フォローアップ 
同上 

６８ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

参加国に対する申入れ 
同上 

６９ ＦＡＴＦ１０月会合における

発言要領 
同上 

７０ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

参加国に対する申入れ 
同上 

７１ ＦＡＴＦ１０月会合：想定問

答 
同上 

７２ ＦＡＴＦ１０月会合：結果速

報 
不開示理由⑭ 

７３ ＦＡＴＦ官邸説明資料 不開示理由① 

７４ ＦＡＴＦ官邸説明結果 同上 

７５ 【照会】全国銀行協会との面

談 
同上 

７６ 【照会】Ｇ２０ テロに関す

る声明案 
不開示理由㉝ 

７７ 【照会】ＦＡＴＦ：国際協力 不開示理由⑯ 
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に関する情報提供 

７８ 【照会】ＦＡＴＦ勧告５解釈

ノート（改訂） 
不開示理由③ 

７９ 【照会】コスタリカ相互審査

報告書 
同上 

８０ 【照会】キューバ相互審査報

告書 
同上 

８１ 【照会】ＦＡＴＦ１２月臨時

会合 
同上 

８２ 【照会】ＦＡＴＦ担当者会議

：対処方針 
不開示理由⑧ 

８３ ＦＡＴＦ１２月臨時会合：対

処方針 
同上 

８４ 【照会】テロ資金供与に関す

る質問票 
不開示理由③ 

８５ 【照会】ＦＡＴＦ１２月臨時

会合：模様 
不開示理由⑭ 

８６ テロ資金対策に係るＦＡＴＦ

調査フォローアップ 
不開示理由⑤ 

８７ ＦＡＴＦプレスリリースドラ

フト 

当該文書は，ＦＡＴＦ加盟国及びＦ

ＡＴＦ事務局において検討段階の文

書であり，これを公にすることによ

り，他国又は国際機関との信頼関係

が損なわれるおそれや交渉上不利益

を被るおそれがあるため，法５条３

号に該当し，不開示とした。（以下

「不開示理由㊱」という。）。 

８８ ＦＡＴＦ議長提案 不開示理由⑤ 

８９ テロ資金供与に関する質問票 同上 

９０ ＦＡＴＦ１２月臨時会合：議

長サマリー 
同上 

９１ テロ資金供与対策に係るフレ

ームワークに関する提案 

当該文書は，詳細な議事について公

表されていないＦＡＴＦ会合での議

論のために他国が作成した文書であ

り，これを公にすることにより，国

際枠組みにおけるテロ資金対策等の

動向や他国の関心事項が明らかとな



 

 118 

り，他国又は国際機関との信頼関係

が損なわれるおそれや交渉上不利益

を被るおそれがあるため，法５条３

号に該当し，不開示とした（以下「

不開示理由㊲」という。）。 

９２ 【照会】実質的所有者の透明

性に関する調査 
不開示理由③ 

９３ 【照会】新たなテロ資金供与

リスクに関するプロジェクト 
同上 

９４ ＦＡＴＦ１２月臨時会合：議

長サマリー 
不開示理由⑤ 

９５ 【照会】テロ資金供与に関す

る質問票 
不開示理由① 

９６ 【照会】ＭＯＮＥＹＶＡＬ（

欧州評議会マネーロンダリン

グ対策評価専門家会合）：国

際協力に関する情報提供 

不開示理由⑯ 

９７ 【公電】他国テロ対策担当官

との面談 

当該文書は，他国担当官と面談を行

った結果が記載されており，これを

公にすることにより，他国の関心事

項が明らかとなり，他国との信頼関

係が損なわれるおそれがあるため，

法５条３号に該当し，不開示とした

（ 以 下 「 不 開 示 理 由 ㊳ 」 と い

う。）。 

９８ 【照会】ＦＡＴＦ等：国際協

力に関する情報提供 
不開示理由⑯ 

９９ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合：

対処方針 
不開示理由⑧ 

１００ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合：

模様 
不開示理由⑭ 

１０１ ＦＡＴＦプレスリリースドラ

フト 
不開示理由㊱ 

１０２ ＦＡＴＦ－ＣＩＦＧコミュニ

ケ案 
同上 

１０３ ＦＡＴＦ中間レビュー（２０

１２－２０２０） 
不開示理由⑤ 
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１０４ ＦＡＴＦ ＥＣＧによる報告 同上 

１０５ 他国に対するＦＡＴＦステー

トメント 
不開示理由㊱ 

１０６ テロ資金対策に関するＦＡＴ

Ｆ戦略 
不開示理由⑤ 

１０７ テロ資金対策に関するＦＡＴ

Ｆ戦略（改訂） 
同上 

１０８ ＦＡＴＦプレナリー会合結果 同上 

１０９ 【照会】全国銀行協会との面

談 
不開示理由① 

１１０ 【照会】テロ資金対策に関す

る他国からの照会 
不開示理由㉖ 

１１１ 北朝鮮に対する安保理決議案 当該文書は，北朝鮮に対する安保理

決議案及び我が国の対応に関するも

のであり，これを公にすることによ

り，他国又は国際機関との信頼関係

が損なわれるおそれや交渉上不利益

を被るおそれがあるほか，検討段階

の未成熟な情報が明らかになること

で，省庁間の率直な意見交換若しく

は意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれ，不当に国民の間に混乱

を生じるおそれがあるため，法５条

３号及び５号に該当し，不開示とし

た（以下「不開示理由㊴」という。

）。 

１１２ 【照会】テロ資金対策に関す

るＧ７行動計画 
不開示理由㉝ 

１１３ ＦＡＴＦ関係省庁連絡会議：

資料 
不開示理由① 

１１４ 【照会】ＴＣ（技術的遵守状

況）自己審査書 
同上 

１１５ 同上 同上 

１１６ 同上 同上 

１１７ 同上 同上 

１１８ 同上 同上 
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別表４ 

番号 文書名 不開示理由 

１ 平成２９年度概算要求額につ

いて（ＦＡＴＦ分担金），平

成２９年度ＡＰＧ分担金関係

省庁要求額内訳（案） 

不開示理由㉑ 

２ 【照会】平成２９年度 分担

金・拠出金概算要求 
同上 

３ 【照会】国際機関への拠出金

・出資金等に関する報告書 
同上 

４ 【照会】２０１７年ＯＥＣＤ

分担金請求書 
同上 

５ 【照会】テロ資金対策に関す

るＧ７行動計画（第４０６号

及び第６０７号で開示決定さ

れた部分を除く。） 

不開示理由㉝ 

６ 【照会】全国銀行協会との面

談 
不開示理由① 

７ 【照会】テロ資金対策に関す

るＧ７行動計画 
不開示理由㉝ 

８ 【照会】関係省庁連絡会議：

発言要領・資料（第４０６号

及び第６０７号で開示決定さ

れた部分を除く。） 

不開示理由① 

９ 【照会】Ｇ７における優先事

項 
不開示理由㉝ 

１０ 【照会】テロ資金対策に関す

るＧ７行動計画 
同上 

１１ 【照会】ＦＡＴＦ等：国際協

力に関する情報提供 
不開示理由⑯ 

１２ 同上 同上 

１３ 同上 同上 

１４ 【公電】ＦＡＴＦ２月会合（

勧告５に関する他国コメント

） 

不開示理由㊳ 

１５ 【照会】第４次相互審査にお

ける審査員 
不開示理由③ 
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１６ 【照会】他国大使館からの面

会要請 

当該文書は，他国からの面会要請に

関する文書及びその関連資料であり

，これを公にすることにより，他国

の関心事項が明らかとなり，他国と

の信頼関係が損なわれるおそれがあ

るため，法５条３号に該当し，不開

示とした（以下「不開示理由㊵」と

いう）。 

１７ 【照会】非協力国・ハイリス

ク国に対する措置等報告 
不開示理由① 

１８ 【照会】ＯＥＣＤビジネス・

金融アウトルック２０１６ 

当該文書は，「Ｆｏｒ Ｏｆｆｉｃ

ｉａｌ Ｕｓｅ」と明記されたＯＥ

ＣＤ事務局作成の文書について，各

省庁において協議，検討を行うもの

であり，これを公にすることにより

，国際枠組みにおけるマネー・ロー

ンダリング対策等の動向や他国の関

心事項が明らかとなり，他国又は国

際機関との信頼関係が損なわれるお

それや交渉上不利益を被るおそれが

あるほか，省庁間の率直な意見交換

又は意思決定の中立性が不当に損な

われるおそれ，不当に国民の間に混

乱を生じるおそれがあるため，法５

条３号及び５号に該当し，不開示と

した（以下「不開示理由㊶」という

。）。 

１９ 【照会】情報交換に関するベ

ストプラクティスペーパー 
不開示理由③ 

２０ 【照会】テロ資金供与に関す

る質問票：結果報告書 
同上 

２１ 【照会】５年目フォローアッ

プ審査 
同上 

２２ 【照会】ＩＳＩＬへの資金供

与に関する調査 
同上 

２３ 【照会】実質的所有者に関す

るＧ２０へのＦＡＴＦ報告 

当該文書は，ＦＡＴＦ加盟国及びＦ

ＡＴＦ事務局において検討段階の文
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書について，省庁間において協議，

検討を行うものであり，これを公に

することにより，他国又は国際機関

との信頼関係が損なわれるおそれや

交渉上不利益を被るおそれがあるほ

か，省庁間の率直な意見交換又は意

思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれ，不当に国民の間に混乱を生

じるおそれがあるため，法５条３号

及び５号に該当し，不開示とした（

以下「不開示理由㊷」という。）。 

２４ 【照会】ＦＡＴＦ中間レビュ

ー（２０１２－２０２０） 
不開示理由③ 

２５ 【照会】情報公開請求に関す

る他省庁からの照会 
不開示理由④ 

２６ 【照会】実質的所有者に関す

る質問票 
不開示理由① 

２７ 【照会】ＦＡＴＦ勧告５に関

するガイダンス 
不開示理由③ 

２８ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

対処方針 
不開示理由⑧ 

２９ 透明性及び実質的所有者に関

する提案 
不開示理由⑤ 

３０ ＦＡＴＦ勧告５に関するガイ

ダンス 
同上 

３１ テロ資金供与の犯罪化 同上 

３２ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

模様 
不開示理由⑭ 

３３ ＦＡＴＦ官邸説明資料 不開示理由① 

３４ 【照会】全国銀行協会との面

談 
同上 

３５ 【照会】ＦＡＴＦ重要勧告へ

の対応表 
同上 

３６ 【照会】第３次対日相互審査

における指摘への対応 
同上 

３７ 【照会】第１４次フォローア

ップ報告書に対するＦＡＴＦ
不開示理由③ 
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事務局ノート 

３８ 【照会】ＦＡＴＦ勧告５に関

するガイダンス 
同上 

３９ 【照会】テロ資金供与の犯罪

化 
同上 

４０ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

参加国に対する申入れ 
不開示理由① 

４１ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

：対処方針 
不開示理由⑧ 

４２ ＦＡＴＦ官邸説明資料 不開示理由① 

４３ ＦＡＴＦ１０月会合：結果速

報 
不開示理由㉙ 

４４ ＦＡＴＦ専門家会議 当該文書は，非公開の専門家会議に

おける，他国担当者の発言内容を含

む協議内容が記載されており，これ

を公にすることにより，国際枠組み

におけるマネー・ローンダリング対

策やテロ資金対策等の動向や他国の

関心事項が明らかとなり，他国又は

国際機関との信頼関係が損なわれる

おそれや交渉上不利益を被るおそれ

があるため，法５条３号に該当し，

不開示とした（以下「不開示理由㊸

」という。）。 

４５ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

Ｐｌｅｎａｒｙ） 
不開示理由⑤ 

４６ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＰＤＧ） 
同上 

４７ ＦＡＴＦ１０月会合：議題（

ＥＣＧ） 
同上 

４８ ＦＡＴＦ勧告メソドロジーの

改定 
同上 

４９ ＦＡＴＦ勧告５に関するガイ

ダンス 
同上 

５０ テロ資金供与の犯罪化 同上 

５１ 【照会】ＦＡＴＦ１０月会合

：模様 
不開示理由⑭ 
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５２ 【照会】全国銀行協会との面

談 
不開示理由① 

５３ ＦＡＴＦ１０月会合サマリー 不開示理由⑤ 

５４ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合：

対処方針 
不開示理由⑧ 

５５ ＦＡＴＦ２月会合：議題（Ｅ

ＣＧ） 
不開示理由⑤ 

５６ スウェーデン相互審査報告書 同上 

５７ スウェーデン相互審査（Ｋｅ

ｙ ｉｓｓｕｅｓ） 
同上 

５８ スウェーデン相互審査（Ｓｕ

ｍｍａｒｙ ｏｆ ｒｅｖｉ

ｅｗｅｒ ｃｏｍｍｅｎｔｓ 

ａｎｄ  ａｓｓｅｓｓｓｍｅ

ｎｔ ｔｅａｍ ｒｅｓｐｏ

ｎｓｅｓ） 

同上 

５９ ５年目フォローアップ審査 同上 

６０ ＦＡＴＦ第４次相互審査にお

ける審査員 
同上 

６１ 国際協力に関する情報提供テ

ンプレート 
同上 

６２ ＦＡＴＦ勧告メソドロジー改

訂 
同上 

６３ ＦＡＴＦ予算報告 同上 

６４ ＦＡＴＦ／ＦＳＲＢ共同審査

報告書について 
同上 

６５ 審査員選定に関するガイドラ

イン 
同上 

６６ ＦＡＴＦ及びＯＥＣＤグロー

バル・フォーラムの相互審査

プロセスについて 

同上 

６７ ＦＡＴＦ第４次相互審査概要 同上 

６８ ＦＡＴＦユニバーサル・プロ

セス 
同上 

６９ ＦＡＴＦ第４次相互審査に係

るトレーニング 
同上 

７０ 相互審査の質及び一貫性レビ 同上 
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ュー 

７１ 有効性審査の手法 同上 

７２ 非営利団体へのＦＡＴＦ勧告

実施について 
同上 

７３ ＦＡＴＦ勧告メソドロジー改

訂 
同上 

７４ ＴＲＥＩＮによる報告 同上 

７５ テロ資金供与対策に係る行動

計画の進捗 
同上 

７６ ＩＳＩＬへの資金供与 同上 

７７ テロ資金対策に係る調査 同上 

７８ ＦＡＴＦ中間レビュー（２０

１２－２０２０） 
同上 

７９ 透明性及び実質的所有権 同上 

８０ ＦＡＴＦワークプラン 同上 

８１ ＦＡＴＦ ＴＲＥＩＮ運営委員

会 
同上 

８２ 他国相互審査フォローアップ 同上 

８３ ＧＮＣＧによる報告 同上 

８４ ＥＣＧによる報告 同上 

８５ ＩＣＲＧによる報告 同上 

８６ 【照会】ＦＡＴＦ２月会合：

模様 
不開示理由⑭ 

８７ 【照会】全国銀行協会との面

談 
不開示理由① 

８８ 【照会】金融インテリジェン

ス共有プログラムに関するイ

ベント 

当該文書は，他国主催のプログラム

に関する文書であり，これを公にす

ることにより，他国の関心事項が明

らかとなり，他国との信頼関係が損

なわれるおそれがあるため，法５条

３号に該当し，不開示とした（以下

「不開示理由㊹」という。）。 

８９ 【照会】ＴＣ（技術的遵守状

況）自己審査書 
不開示理由① 

９０ ＦＡＴＦ課長級会合：資料 同上 

９１ ＦＡＴＦ関係省庁連絡会議：

資料（第４０６号及び第６０
同上 
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７号で開示決定された部分を

除く。） 
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別表５ 

番号 文書名 不開示理由 

１ 【照会】平成２８年度行政事

業レビュー 
不開示理由㉑ 

２ 同上 同上 

３ 【照会】潜在的なプロジェク

トに関するコンセプトノート 
不開示理由③ 

４ 【照会】ＦＡＴＦ他国相互審

査（Ｋｅｙ ｉｓｓｕｅｓ） 
同上 

５ 【照会】ＦＡＴＦ６月会合：

対処方針 
不開示理由⑧ 

６ ＦＡＴＦ関係省庁実務者会議

：資料・結果（第４０６号及

び第６０７号で開示決定され

た部分を除く。） 

不開示理由① 

７ 【照会】ＦＡＴＦ等：国際協

力に関する情報提供 
不開示理由⑯ 

８ ＦＡＴＦ関係省庁連絡会議：

資料・結果（第４０６号及び

第６０７号で開示決定された

部分を除く。） 

不開示理由① 

９ 【照会】ＴＣ（技術的遵守状

況）自己審査書 
同上 

１０ 同上 同上 
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別表６（諮問庁が開示する部分） 

（注）表中の文字数の数え方については，句読点，記号及び括弧も１文字と数

える。 

表 番号 通番 開示する部分 

別表

１ 

１ １ １枚目表２行目ないし６行目 

２ ２ 

 

４行目１文字目ないし１４文字目，５行目ないし７行目

，２５行目ないし２７行目及び３２行目 

７ ３ ２枚目表左側の２行目ないし７行目 

９ ４ ２枚目表左側の２行目ないし７行目 

１１ ５ ３枚目上から１行目，３行目ないし６行目，２０行目，

２１行目及び２５行目 

３３ ６ １枚目表２行目ないし２０行目１８文字目及び２１行目

ないし最終行目，１枚目裏１行目ないし３行目，１３行

目及び１４行目，８枚目表４行目及び５行目，１０枚目

裏下から９行目及び１０行目並びに１１枚目裏８行目及

び９行目 

３７ ７ １枚目表左側２行目ないし２０行目１８文字目及び２１

行目ないし最終行目，１枚目表右側１行目ないし３行目

，４枚目表左側２０行目及び２１行目，７枚目表右側１

２行目及び１３行目，９枚目表左側下から４行目及び５

行目並びに９枚目裏左側１７行目及び１８行目 

３８ ８ １枚目表２行目ないし８行目，８枚目（上部の手書き部

分を除く。）ないし１０枚目，１３枚目及び１９枚目表 

４３ ９ ２枚目表３行目１文字目ないし２９文字目及び４行目な

いし８行目並びに２枚目裏７行目及び８行目 

４４ １０ ６枚目表及び裏並びに８枚目表ないし１２枚目表 

６０ １１ ６枚目表及び裏 

６６ １２ １枚目表１１行目５文字目ないし２８文字目及び２４行

目２文字目ないし２９文字目 

７３ １３ １枚目表２行目ないし２０行目１８文字目及び２１行目

ないし最終行目，１枚目裏１行目ないし３行目，１３行

目及び１４行目，７枚目裏下から６行目及び７行目，８

枚目表下から８行目及び９行目並びに９枚目表９行目及

び１０行目 

７５ １４ １５枚目表ないし１７枚目表 

７６ １５ ８９枚目表，９７枚目表及び１１８枚目表下から１行目

６文字目ないし１４文字目 
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９９ １６ ４５枚目表の１６行目ないし４６枚目表最終行目 

１１

５ 

１７ ３枚目表左側２行目ないし１５行目１７文字目，１６行

目１文字目ないし８文字目及び１７行目ないし最終行目

，３枚目表右側１行目ないし３行目，４枚目表左側１行

目及び２行目，４枚目裏左側１行目，２行目，１３行目

及び１４行目，４枚目裏右側８行目及び９行目，５枚目

表下から８行目及び９行目，１３枚目表左側２行目ない

し１５行目１７文字目，１６行目１文字目ないし８文字

目及び１７行目ないし最終行目，１３枚目表右側１行目

ないし３行目，１４枚目表左側２行目及び３行目，１４

枚目裏右側１４行目及び１５行目，１５枚目裏左側下か

ら４行目及び５行目，１８枚目裏左側下から４行目及び

５行目並びに１９枚目裏左側１３行目及び１４行目 

１３

３ 

１８ ３枚目表２行目ないし１５行目１２文字目，１６行目１

文字目ないし８文字目及び１７行目ないし最終行目，３

枚目裏１行目ないし３行目，５枚目表１３行目，１４行

目，３２行目及び最終行目，１２枚目表下から８行目及

び９行目，１２枚目裏３行目及び４行目並びに１４枚目

裏１行目及び２行目 

１３

４ 

１９ ２枚目表左側２行目ないし１５行目１２文字目，１６行

目１文字目ないし８文字目及び１７行目ないし最終行目

，２枚目表右側１行目ないし３行目，３枚目表左側１３

行目及び１４行目，３枚目裏左側下から２行目及び３行

目，７枚目表左側下から８行目及び９行目，８枚目表左

側下から１５行目及び１６行目，９枚目表左側下から５

行目及び６行目，１４枚目表２行目ないし１５行目１２

文字目，１６行目１文字目ないし８文字目及び１７行目

ないし最終行目，１４枚目裏１行目ないし３行目，１６

枚目表１２行目及び１３行目，１７枚目表下から３行目

及び４行目，２４枚目表下から１１行目及び１２行目，

２６枚目表下から１８行目及び１９行目並びに２８枚目

表下から９行目及び１０行目 

別表

２ 

３ ２０ ５枚目表ないし１５枚目裏 

７ ２１ ６枚目裏ないし１１枚目裏 

９ ２２ ３枚目表 

１２ ２３ ７枚目表及び裏 

１７ ２４ ４６枚目表ないし８６枚目裏 
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３３ ２５ ２枚目表のうち，各会議名称欄（英文）の記載内容部分

を除く全て，３枚目表２行目ないし１５行目１２文字目

，１６行目１文字目ないし８文字目及び１７行目ないし

最終行目，３枚目裏１行目ないし３行目，５枚目表１５

行目及び１６行目，８枚目表７行目及び８行目，１３枚

目裏１７行目及び１８行目，１５枚目表下から９行目及

び１０行目，１７枚目表下から１７行目及び１８行目，

３０枚目表左側２行目ないし１５行目１２文字目，１６

行目１文字目ないし８文字目及び１７行目ないし最終行

目，３０枚目表右側１行目ないし３行目，３１枚目表左

側１５行目及び１６行目，３２枚目裏左側７行目及び８

行目，３５枚目表右側下から１７行目及び１８行目，３

６枚目表左側下から９行目及び１０行目並びに３７枚目

表左側下から１７行目及び１８行目 

３４ ２６ ９枚目表，１７枚目表，２３枚目表及び２８枚目表 

３５ ２７ ５枚目表，６枚目表及び８枚目表 

３６ ２８ １０枚目表 

３７ ２９ ６枚目表ないし８枚目表 

４４ ３０ ８枚目表３行目１文字目ないし２９文字目，４行目ない

し８行目並びに８枚目裏下から６行目及び７行目 

４７ ３１ ３枚目表ないし２６枚目裏 

４９ ３２ ５枚目裏ないし９枚目表 

６８ ３３ ２枚目表左側２行目ないし１５行目１６文字目，１６行

目１文字目ないし３文字目及び１７行目ないし最終行目

，２枚目表右側１行目ないし３行目，３枚目表右側下か

ら７行目及び８行目，４枚目裏右側８行目及び９行目，

６枚目裏右側下から１６行目及び１７行目，７枚目裏右

側１６行目及び１７行目，９枚目表左側１８行目及び１

９行目，１６枚目表２行目ないし１５行目１６文字目，

１６行目１文字目ないし３文字目及び１７行目ないし最

終行目，１６枚目裏１行目ないし３行目，１８枚目裏下

から７行目及び８行目，２１枚目裏８行目及び９行目，

２５枚目裏下から１２行目及び１３行目，２７枚目裏下

から１６行目及び１７行目並びに３０枚目表下から１１

行目及び１２行目 

別表

３ 

２４ ３４ １００枚目表ないし１２０枚目裏のうち，１０４枚目表

ないし１２０枚目裏の加筆修正部分を除く全て 
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 ２８ ３５ ４枚目表２行目ないし１５行目１２文字目及び１７行目

ないし最終行目，４枚目裏１行目ないし３行目，６枚目

表３行目及び４行目，１５枚目表１１行目及び１２行目

，２０枚目裏１行目及び２行目，２３枚目裏下から１７

行目及び１８行目，２６枚目表下から７行目及び８行目

，３８枚目表２行目ないし１５行目１２文字目及び１７

行目ないし最終行目，３８枚目裏１行目ないし３行目，

４０枚目表１０行目及び１１行目，５０枚目表１６行目

及び１７行目，５５枚目表下から６行目及び７行目，５

８枚目裏下から１３行目及び１４行目並びに６１枚目裏

１４行目及び１５行目 

３６ ３６ ７枚目表２行目ないし１６行目１２文字目，１７行目，

１８行目１文字目ないし３文字目及び１９行目ないし最

終行目，７枚目裏１行目ないし３行目，９枚目表下から

３行目及び４行目，１４枚目表１３行目及び１４行目，

２０枚目表２行目及び３行目，２１枚目裏下から６行目

及び７行目，２４枚目表下から５行目及び６行目，３３

枚目表２行目ないし１６行目１２文字目，１７行目，１

８行目１文字目ないし３文字目及び１９行目ないし最終

行目，３３枚目裏１行目ないし３行目，３５枚目表下か

ら３行目及び４行目，４０枚目表１４行目及び１５行目

，４６枚目表１５行目及び１６行目，４８枚目表５行目

及び６行目，５０枚目裏８行目及び９行目，６１枚目表

２行目ないし１６行目１２文字目，１７行目，１８行目

１文字目ないし３文字目及び１９行目ないし最終行目，

６１枚目裏１行目ないし３行目，６３枚目表下から３行

目及び４行目，６８枚目表１４行目及び１５行目，７４

枚目表１３行目及び１４行目，７６枚目表３行目及び４

行目並びに７８枚目裏６行目及び７行目 

４１ ３７ ５枚目表，１２枚目表及び１６枚目表 

４７ ３８ ３枚目表２行目ないし１６行目１２文字目，１７行目，

１８行目１文字目ないし３文字目及び１９行目ないし最

終行目，３枚目裏１行目ないし３行目，５枚目表下から

３行目及び４行目，１０枚目表１４行目及び１５行目，

１６枚目表１３行目及び１４行目，１８枚目表３行目及

び４行目並びに２０枚目裏６行目及び７行目 

６５ ３９ ４枚目表２行目ないし最終行目，４枚目裏１行目ないし
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１４行目１２文字目及び１５行目ないし最終行目，５枚

目表１行目ないし３行目，６枚目裏１０行目及び１１行

目，９枚目裏１５行目及び１６行目，１７枚目表下から

１２行目及び１３行目，２１枚目表１２行目及び１３行

目，２４枚目表下から９行目及び１０行目，３５枚目表

２行目ないし最終行目，３５枚目裏１行目ないし１４行

目１２文字目及び１５行目ないし最終行目，３６枚目表

１行目ないし３行目，３７枚目裏１０行目及び１１行目

，４０枚目裏１５行目及び１６行目，４８枚目表下から

９行目及び１０行目，５２枚目表１５行目及び１６行目

，５５枚目表下から５行目及び６行目，６７枚目表２行

目ないし最終行目，６７枚目裏１行目ないし１４行目１

２文字目及び１５行目ないし最終行目，６８枚目表１行

目ないし３行目，６９枚目裏１０行目及び１１行目，７

２枚目裏１５行目及び１６行目，８０枚目表下から９行

目及び１０行目，８４枚目表１５行目及び１６行目並び

に８７枚目表下から６行目及び７行目 

６８ ４０ ４枚目表及び９枚目表 

７１ ４１ １６枚目表のうち，１５行目及び１６行目を除く全て 

７３ ４２ ６枚目表及び９枚目表 

７４ ４３ ３枚目表 

７５ ４４ ７枚目表 

８５ ４５ ５枚目表２行目ないし最終行目，５枚目裏，６枚目表１

行目ないし３行目，１０枚目表下から１２行目及び１３

行目，１５枚目表２行目ないし最終行目，１５枚目裏，

１６枚目表１行目ないし３行目，２０枚目表下から１１

行目及び１２行目，２５枚目表２行目ないし最終行目，

２５枚目裏，２６枚目表１行目ないし３行目並びに３０

枚目表下から１１行目及び１２行目 

１０

０ 

４６ ３枚目表２行目ないし最終行目，３枚目裏１行目ないし

１３行目１０文字目，１４行目１文字目ないし７文字目

及び１５行目ないし最終行目，４枚目表１行目ないし３

行目，４枚目裏１０行目及び１１行目，５枚目裏下から

４行目及び５行目，６枚目裏１９行目及び２０行目，７

枚目裏１４行目及び１５行目，８枚目裏１行目及び２行

目，１３枚目表２行目ないし１１行目及び１３行目，１

３枚目裏１行目ないし１３行目１０文字目，１４行目１
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文字目ないし７文字目及び１５行目ないし最終行目，１

４枚目表１行目ないし３行目，１５枚目裏４行目及び５

行目，１８枚目表９行目及び１０行目，２３枚目裏９行

目及び１０行目，２６枚目裏下から１行目及び２行目，

３０枚目裏２０行目及び２１行目，４２枚目表２行目な

いし８行目，９行目１文字目ないし３１文字目，１０行

目１文字目ないし３０文字目，１１行目１文字目ないし

３９文字目及び１３行目１文字目ないし３８文字目，４

２枚目裏１行目ないし１３行目１０文字目，１４行目１

文字目ないし７文字目及び１５行目ないし最終行目，４

３枚目表１行目ないし３行目，４４枚目裏４行目及び５

行目，４６枚目裏下から９行目及び１０行目，５２枚目

表下から６行目及び７行目，５５枚目裏１５行目及び１

６行目並びに５９枚目表下から１行目及び２行目 

別表

４ 

３ ４７ ２枚目表及び１８枚目表 

３２ ４８ ２枚目表，３枚目表及び４枚目表の各会議名称欄（英文

）の記載内容部分を除く全て，５枚目表左側２行目ない

し最終行目，５枚目表右側１行目ないし１６行目１０文

字目，１７行目１文字目ないし３文字目及び１８行目な

いし最終行目，５枚目裏左側１行目ないし３行目，５枚

目裏右側１１行目及び１２行目，６枚目表右側１行目な

いし３行目，６枚目裏右側１行目及び２行目，８枚目表

左側下から８行目及び９行目，８枚目裏右側１０行目及

び１１行目，１２枚目表左側２行目ないし最終行目，１

２枚目表右側１行目ないし１６行目１０文字目，１７行

目１文字目ないし３文字目及び１８行目ないし最終行目

，１２枚目裏左側１行目ないし３行目，１３枚目表左側

下から７行目及び８行目，１５枚目表右側４行目及び５

行目，１６枚目裏右側１行目及び２行目，１９枚目裏右

側１行目及び２行目，２０枚目裏右側下から６行目及び

７行目，２５枚目表左側２行目ないし最終行目，２５枚

目表右側１行目ないし１６行目１０文字目，１７行目１

文字目ないし３文字目及び１８行目ないし最終行目，２

５枚目裏左側１行目ないし３行目，２６枚目表左側下か

ら１０行目及び１１行目，２８枚目表右側６行目及び７

行目，２９枚目裏右側６行目及び７行目，３２枚目裏右

側９行目及び１０行目並びに３４枚目表左側１行目及び
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２行目 

４３ ４９ ３枚目表ないし８枚目表 

４４ ５０ ３枚目裏 

５１ ５１ ２枚目表左側２行目ないし最終行目，２枚目表右側１行

目ないし１５行目１２文字目，１６行目１文字目ないし

３文字目及び１７行目ないし最終行目，２枚目裏左側１

行目ないし３行目，３０行目及び３１行目，３枚目裏左

側下から１２行目及び１３行目，４枚目裏右側１６行目

及び１７行目，５枚目表右側下から１３行目及び１４行

目，５枚目裏右側下から６行目及び７行目，８枚目表左

側２行目ないし最終行目，８枚目表右側１行目ないし１

５行目１２文字目，１６行目１文字目ないし３文字目及

び１７行目ないし最終行目，８枚目裏左側１行目ないし

３行目及び３０行目及び３１行目，１１枚目裏右側下か

ら７行目及び８行目，１３枚目裏右側下から１行目及び

２行目，１５枚目裏右側２２行目及び２３行目，１７枚

目表左側１９行目及び２０行目，２５枚目表２行目ない

し最終行目，２５枚目裏１行目ないし１５行目１２文字

目，１６行目１文字目ないし３文字目及び１７行目ない

し最終行目，２６枚目表１行目ないし３行目，３０行目

及び３１行目，３３枚目表１２行目及び１３行目，３７

枚目表５行目及び６行目，４０枚目裏下から９行目及び

１０行目並びに４３枚目裏１行目及び２行目 

８６ ５２ ２枚目表左側２行目ないし最終行目，２枚目表右側１行

目ないし１４行目１０文字目，１５行目ないし最終行目

，２枚目裏左側１行目ないし３行目，２枚目裏右側下か

ら４行目及び５行目，４枚目裏左側５行目及び６行目，

５枚目表右側３行目及び４行目，５枚目裏左側４行目及

び５行目，６枚目表左側８行目及び９行目，１１枚目表

左側２行目ないし最終行目，１１枚目表右側１行目ない

し１４行目１０文字目，１５行目ないし最終行目，１１

枚目裏左側１行目ないし３行目，１２枚目表右側１３行

目及び１４行目，１５枚目表左側１０行目及び１１行目

，１６枚目裏右側４行目及び５行目，１７枚目裏右側１

５行目及び１６行目並びに１９枚目表右側下から１３行

目及び１４行目 

別表 ２ ５３ ２枚目表の記載内容部分のうち，表中の下から１欄目及
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５ び２欄目の記載内容部分を除く全て及び２枚目裏の記載

内容部分のうち，表の下から１欄目の記載内容部分を除

く全て 

 


